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第 1章 序論 
 
 1990 年代から地球温暖化への対応が全世界的な問題として取り上げられ，日本も京都議
定書の策定等で積極的に温室効果ガス（GHG（Greenhouse Gas），以下すべて同様）削減に
関与してきた。しかしながら，2011年 3月 11日に発生した東日本大震災により，それまで
の主として化石系由来の二酸化炭素（CO2，以下すべて同様）削減の前提となっていた原子
力発電の是非が大きな社会問題となり，原子力発電を従来通り稼働させていくことが困難
な状況になっている。 
 その原子力発電の代替エネルギーとしては自然エネルギーが望ましいが，現在の科学技
術では大量・安定・安価な供給は難しく，その結果，大量の CO2 を排出する火力発電が代
替手段として運用されている。 
 火力発電の比率が高まったにもかかわらず，国民や企業の節電努力により，京都議定書
で掲げた GHG 排出削減目標を何とかクリアできたものの，今後，日本経済の回復基調が本
格化し，経済活動が活発になるに従い，GHGの大半を占める CO2排出量も増加していくこと
が予想され，今まで以上に国民全体で CO2排出削減に取り組んでいく必要がある。 
そうした中で，我が国の CO2 排出量の推移を部門別でみると，産業部門が着実に減少傾
向にあるのに対し，家庭部門は業務その他部門と並び増加傾向にあることがわかる。家庭
部門の CO2 排出量の増加の要因としては様々な要因が考えられるが，ここでは高齢者世帯
の増加という点に着目する。 
現在の高齢者世帯の多くは，子育て期に入るとともに戸建住宅を購入したが，その後，
自宅の改修・修繕等にはあまり投資をしてこなかった。そのため，高齢者世帯が所有して
いる住宅は，断熱・気密性能が低く，かつ子供は独立してしまったため余剰スペースが多
いため，一人当たりで換算するとエネルギー効率の低い住宅ということになる。こうした
住宅の増加が，家庭部門の CO2排出量を増加させている要因の一つであると考えられる。 
 CO2の削減という観点からは，こうした住宅をエネルギー効率の良い住宅に建て替えてい
くことが望ましいが，人口減少かつ世帯数減少という社会構造的な側面を考えると，ハイ
スペックな住宅をやみくもに建設していくことが望ましいとは言い切れない。そこで，子
育てを終えた中高年者世帯が今住んでいるファミリー向け住宅から長期化する老後を見据
えて高齢者向け住宅に住み替え，現在の子育て世帯がそのファミリー向け住宅を自分たち
の好みに合わせてリフォームして住むということが，住宅ストックの循環を実現するだけ
はなく，家庭部門の CO2 排出量削減にもつながるのではないかという視点から検証を行う。 
高齢社会と地球温暖化の関係については，これまで多くの議論がなされてきているが，
本論文では高齢者が居住する住宅に着目し，「高齢者が老朽化した広い住宅に住み続けるこ
とが家庭部門の CO2 排出量増加要因の一つである」という仮説を立て，家庭部門の CO2 排
出量の削減方策として，「高齢者世帯が子育てを終えたファミリー向け住宅からバリアフリ
ー化された高齢者向け住宅に住み替えること」の有効性を考察する。 
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 本論文の構成（図 1-1）は以下のとおりである。第 2章では，家庭部門における CO2排出
量の増加について，独立行政法人国立環境研究所が公表しているデータを使って示す。第 3
章では，世帯の高齢化とエネルギー消費量の増加は関連しているという仮説を立て，その
仮説の検証を行う。 
そして第 4 章と第 5 章では，家庭部門からの CO2 排出量を削減するためには，高齢者が
現在住んでいる住宅から住み替えてもらうためには，高齢者世帯が望んでいる住宅の質と
居住環境および高齢者の生活実態を把握する必要があると考え，既存の統計資料等の分析
と高齢者の住宅資産の活用のシミュレーションを行い，高齢者の住み替えに対する意識と
住み替え実態の把握を行った。 
第 6 章と第 7 章では，高齢者が住んでいた住宅に子育て世帯が移り住むという住宅スト
ックの循環を推し進めることは，高齢者世帯と子育て世帯の間にある住宅ストックのミス
マッチを解消するために必要であると考え，高齢者の住宅や老後の生活資金に関する意識
を具体的に把握するためのグループインタビューと，子育て世帯の新築住宅と中古住宅，
持家と賃貸に対する意識を具体的に把握するためのグループインタビューを行い，それら
の結果をまとめた。 
第 8 章では，第 4 章から第 7 章で把握した高齢者の居住ニーズをもとに，住み替えのス
キームを検討し，そのスキームの利用意向等を尋ねたアンケートの結果をまとめる。 
第 9 章では，高齢者世帯から子育て世帯への中古住宅の循環が起こり，子育て世帯によ
り断熱改修や設備機器の更新が行われた結果，どの程度の CO2 排出量が削減されるかを検
証する。 
第 10章では本論文の結論をまとめる。
  
 
 
 
  
高齢者に住み
替えてもらうに
は？ 
第 8 章 高齢者の住み替えプランの検討 
 ○高齢者向けコレクティブハウス 
 ○買取オプション付き定期借家契約 
高齢者の老朽化した住宅での継続居住により家庭部門の
CO2 排出量の増加 
 ○戸建はマンションよりエネルギー効率が悪い 
 ○マンションの供給量が増えているが，高齢者が保有す
る戸建ストックの絶対量の増加が CO2 排出量を増加
させる 
第 2 章 家庭部門における CO2 排出量の増加 
 ○電力消費が増加（動力他と暖房） 
 ○家電の普及と大型化 
高齢者世帯と子育て世帯の間で住宅ストック
の循環が起こるようなプランの検討 
第 3 章 世帯の高齢化と持家戸建の増加 
 ○高齢者世帯数はしばらく増加傾向 
 ○高齢者世帯は持家戸建が多い 
仮説の検証 
第 4 章 高齢者の住宅に対するニーズと生活実態 
 ○将来には不安はあるが，現住居には満足 
 ○高齢夫婦世帯の家計は赤字  
世帯規模と住宅規模のミスマッチ 
第 5 章 居住地と居住環境の選択要因の把握と住み替え実 
態の考察 
 ○基本的には現住居に住み続けたい 
 ○現住居での高齢期の生活に不安はあるがリフォームはして
いない 
第 7 章 子育て世帯の住宅・資金ニーズに関するグループインタ
ビュー 
 ○子供の成長に合わせて住み替えたい 
 ○新築持家を希望だが，資金面での制約がある 
第 6 章 高齢者の住宅・資金ニーズに関するグループインタビュ
ー 
 ○子供の独立により，スペースが余っている 
 ○身体が衰弱した際のことを考えるが，対策を取らないでいる 
第 9 章 高齢者の住み替え促進による CO2 排出量削減効果の検証 
 ○建て替えよりもリフォームの促進（旧省エネ基準の住宅かつ新耐震基準の住宅を対象＝築 20～30 年程度の住宅） 
 ○次世代省エネ基準へのリフォームおよび設備機器の更新により，家庭部門からの CO2 排出量の 44.2%分の削減効果 
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図 1-１ 世帯の高齢化による家庭部門の CO2 排出量の増加と高齢者の住み替え促進 
 
  
 
 
第 2章 家庭部門における CO2排出量の増加 
 
2-1 はじめに 
我が国の CO2 排出量の推移をみると，2007 年のリーマンショックによる経済活動の停滞
までは総排出量，一人当たりの排出量ともに増加傾向にあった。その後，経済活動の回復
とともに CO2の排出量は増加基調に戻ったが，2011 年 3月 11日の東日本大震災以降，我が
国のエネルギー事情は一変した。福島第一原子力発電所の爆発事故により，全国の原子力
発電所は相次いで停止するとともに，全面的な再稼働は事実上不可能となった。原子力発
電の代替発電としては，再生可能エネルギーの安定供給が可能となるまでの当面の間，火
力発電がその役割の担うこととなるが，火力発電による電力供給の増加は CO2 の排出を増
加させることとなる。 
2011年度は全国的な節電努力により CO2排出量の大幅な増加は避けられたようであるが，
経済活動の活性化を図りつつ CO2 排出量を現状程度で維持し続けることが可能かどうかは
まったくの未知数である。 
そこで本章では，他の部門よりも高い増加率を示している家庭部門の CO2排出の実態を
既存の公表データを用いて分析していく。 
 
2-2 地球温暖化対策の中期目標                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
我が国の CO2 排出量を部門別でみると，産業部門が減少する中で業務部門と並んで家庭
部門が大きく増加している（図 2-1）。 
2010 年 3 月に地球温暖化対策基本法（案）が閣議決定された。その中核は温室効果ガス
排出量の中長期削減を達成することであり，条件付きながら，1990 年比で 2020 年までに
25％削減，2050年までに 80％削減という数値目標を掲げている。再生可能エネルギーの割
合も 2020年までに 10％水準に引き上げることが目標である。 
実際の排出量は基準年（1990年）の 10.6億トンから 2010年には 11.2億トンと 5.7％増
加している。部門別に見ると産業部門が 12.5％減少しているものの，家庭部門は 34.8％増
加している。業務その他部門も 31.9％増加しているが，2008年に改正省エネ法や東京都環
境確保条例の改正（日本初のキャップ＆トレード）など具体的な対策が開始され，増加率
は低下傾向にある。増加していた運輸部門はすでに減少に転じている。そのなかで家庭部
門は対策が遅れており，政府の方針は住宅の省エネ改修と再生可能エネルギー利用の拡大
を推し進めることを政府の方針としている。 
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図 2-1 部門別 CO2 排出量の推移（燃料の燃焼） 
出所：独立行政法人国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」（2012 年）より作成 
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2-3 一般家庭の CO2排出量 
 一般家庭が 1年間に排出する CO2は 1世帯あたり 4,760kgとなっている。燃料種別の内
訳をみると，電力からが 43.4％で最も多くなっており，次にガソリンが 26.3％，以下灯油
が 10.3％，都市ガスが 8.5％となっている。用途別にみると，動力他が 31.5％で最も多く
なっており，次に自家用乗用車が 27.0％，以下暖房が 14.6％，給湯が 14.2％となっている
（図 2-2）。 
住宅におけるエネルギー消費により排出される CO2 は，上でみた家庭からの CO2 排出量
のうち「自動車から（ガソリン＋軽油）」「ゴミから（一般廃棄物）」「水道から」を除いた
もので，いわゆる光熱費に相当し，全体の 67.4％，3,208kgとなっている。 
これは 1990年の 3,097kgから 20年間で 111 kg 増加しており，年間の増加率は 0.18％で
微増傾向である。 
エネルギー源別にみると，都市ガス，液化石油ガス（LPG）および灯油が減少する中で電
力だけが増加しており，2010年度では全体の 64.4％を占めている。20年間の増加率をみる
と，電力は 20.3％，都市ガスは-6.0％，LPG は-22.0％，灯油は-21.2％となっている。用
途別では冷暖房，給湯および厨房は横ばいであるが，動力他（家電や照明などの電力使用）
が増加しており，家電や照明などの電力使用の増加が CO2増加の主要因となっている。2010
年の各用途別の排出量は，動力他が 1,500kg（46.8％），暖房が 697kg（21.7％），給湯が 674kg
（21.0％），厨房が 213kg（6.6％），冷房が 124kg（3.9％）となっている（図 2-3）。 
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エネルギー源別 
 
 
 
用途別 
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           図 2-2 2010 年度の家庭からの CO2 排出量 
出所：独立行政法人国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」（2012 年）より作成 
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図 2-3 家庭における CO2 排出量の推移(1990 年～2010 年） 
出所：独立行政法人国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」（2012 年）より作成 
 
8 
  
 
 
第 3章 世帯の高齢化とエネルギー消費量 
 
3-1 はじめに 
第 2 章では家庭部門の CO2 排出の実態についてみたが，家庭部門からの CO2 排出量は住
宅の戸数，すなわち世帯数の増減に影響を受ける。その世帯数は 2015 年をピークにして，
以後減少していく一方で，高齢者世帯数は当面増加していくとの推計結果が出ている。 
桐山ら（2002）が行った CO2 排出と各指標との相関関係の分析結果によると，家庭での
CO2排出は，平均気温が高いほど，世帯人員が多いほど，戸建住宅比率が低いほど，小さく
なることが示されている1。 
「世帯人員が少なく」「戸建比率が高い」というのは高齢者世帯の特徴であり，その高齢
者世帯は当面増加傾向にあることから，世帯数の減少が家庭部門からの CO2 排出量の減少
に直結するということにはならない可能性もある。 
そこで本章では，「高齢者の老朽化した住宅での継続居住により，家庭部門の CO2排出量
が増加るする」という仮説を立て，その検証を行うこととする2。 
 
3-2 高齢者世帯の増加 
 我が国の世帯数は 2015年ごろにピークを迎えるが，高齢者世帯（世帯主年齢 65歳以上）
はその後も 2030 年ごろまで 1,900 万世帯前後で微増を続けると推定され，特に 2020 年以
降は後期高齢者世帯（世帯主年齢 75歳以上）が増加する。反面，非高齢者世帯の世帯数は
減少する。 
 総世帯数に占める高齢者世帯比率をみると，1990 年の 16.2％から 2010 年には 31.2％と
倍増し，2030年には 39.0％と約 4割を占める。高齢者世帯のなかでは高齢単独世帯と高齢
夫婦世帯の増加が著しく，2020年には合わせて 25％を超すと予想される。非高齢者世帯は
量だけでなく比率も下がる（表 3-1）。 
 
  
                                                   
1 家庭部門 CO2 排出原単位（t-CO2/人）＝ －0.133×［平均気温（℃）］ （t 値＝－22.81） 
                    －0.639×［世帯人員（人）］ （t 値＝－9.07） 
                    ＋0.551×［戸建比率（－）］ （t 値＝3.36） 
                    ＋4.78           （t 値＝24.75） 
という回帰式が重回帰分析により導き出されている。 
2 ここで行う試算の考え方については，川村（2011）を参考にした。 
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表 3-1 日本の世帯数の推移 
 
世帯総数 
非高齢者 
世帯 
高齢者世帯 後期高齢者世帯 
高齢単独
世帯 
高齢夫婦
世帯 
（千世帯） （千世帯） （千世帯） （％） （千世帯） （％） （％） （％） 
1990年 40,670 34,094  6,576 16.2  2,176  5.4  4.0  5.2 
2000年 46,782 35,646 11,136 23.8  3,943  8.4  8.2  6.5 
2010年 51,842 35,856 15,986 30.8  7,198 13.9  9.2  9.3 
2020年 50,441 31,449 18,992 37.7  9,427 18.6 12.5 12.7 
2030年 48,802 29,771 19,031 39.0 11,097 22.7 14.7 11.6 
出所：総務省「国勢調査報告」国立社会保障・人口問題研究所推計（2008 年 3 月） 
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3-3 高齢持家世帯の増加 
高齢者世帯が増えると，その持家も増える。住宅を所有する高齢者の多くは，高齢期前
に住宅を購入しているため，既築住宅としての持家が増えるからである。高齢者世帯の持
家率は 1990年以降 8割強で維持されているが，今後もこの水準が続くものと推測される（図
3-1）。 
高齢者世帯の約 7 割は持家戸建に住むが，我が国の持家住宅の築年数を建て方別にみる
と，築 30年以上（1980年以前の建築）では，持家戸建で約 4割，持家マンションで約 2割
を占める（築 20 年以上ではそれぞれ約 6 割，約 4 割へと上昇する）。今後，世帯の高齢化
が進めば，戸建であれマンションであれ，住宅ストックとして築年数はさらに増加するこ
とになる（図 3-2）。 
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図 3-1 高齢者世帯の持ち家率の推移 
出所：総務省「国勢調査報告」より作成 
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図 3-2 持家戸建と持家マンションの築年数の累積比率（2010 年） 
出所：総務省「国勢調査報告」より作成 
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3-4 高齢者世帯の戸建居住の増加によるエネルギー消費量の増加 
3-4-1 戸建住宅とマンションのエネルギー消費量の比較 
 エネルギー消費の観点からみると，一般に戸建はマンションに比べ床面積が広いだけで
なく，断熱・気密性も劣ることから，エネルギー消費量は多い。日本建築学会による全国
4,000戸を対象とした実態調査3によれば，エネルギー消費量は平均で戸建（床面積 119㎡）
が 49GJ／世帯・年で，マンション（同 60 ㎡）が 31GJ／世帯・年であり，戸建はマンショ
ンの 1.6倍である。 
 特に，灯油の消費量はマンションでは少なく地域差も少ないが，戸建では地域差が大き
いうえに，エネルギー消費量の季節変動も極めて大きいことが特徴としてあげられている。 
 
3-4-2 高齢者世帯の増加とエネルギー消費量増加 
 次に，住宅の建て方（戸建とマンション）に着目して，高齢者世帯の住宅におけるエネ
ルギー消費の規模感を試算してみる。上述の日本建築学会の調査結果を基に，マンション
に住む 100 万世帯のエネルギー消費量（平均 31GJ／世帯・年×100 万世帯）を 1 単位とす
ると，戸建に住む 100 万世帯では 1.6 消費単位となる。この比率が一定4であるとすると，
世帯数に応じた各年のエネルギー消費量を計算できる。ここでは 1990 年から 2005 年まで
の国勢調査のデータを利用して，全世帯と高齢者世帯ごとに戸建とマンションのエネルギ
ー消費量の試算を行った。 
 まず 1990 年から 2005 年の世帯数の推移を全世帯でみると，世帯数が 22％増加（8,654
千世帯の増加）するなかで，同期間のエネルギー消費量も 20％増加（10.5消費単位の増加）
している。これは全世帯の住宅でのエネルギー消費量が世帯数の増加に連動して増加するこ
とを意味する。 
 また，高齢者世帯数が 60％増加（6,393千世帯の増加）しているのに対して，高齢者世帯
におけるエネルギー消費量も 57％増加（9.1消費単位の増加）している。高齢者世帯のエネ
ルギー消費量の全世帯に占める比率は，30％から 39％に上昇している。世帯数の推移を建
て方別にみると，戸建に住む高齢者世帯の比率は減少しているが，依然として 80％という
高い水準でであり，そのエネルギー消費量は戸建に住む高齢者世帯の比率よりも 7ポイント
高い 87％となっている。（図 3-3）。 
 このことから，高齢者世帯のエネルギー消費量も高齢者世帯数の増加に連動して増加する
が，その大半は戸建であるため，全世帯のエネルギー消費量を押し上げていることがわかる。 
また，全世帯の世帯数の増加量（8,654千世帯の増加）に対する高齢者世帯の増加量（6,393
千世帯の増加）の寄与率は 74％である。これに対して，エネルギー消費量についてみると，
全世帯におけるエネルギー消費量の増加分（10.5 消費単位の増加）に対する高齢者世帯の
エネルギー消費量の増加分（9.1 消費単位の増加）の寄与率は 87％となっている。高齢者
                                                   
3 日本建築学会編「日本の住宅におけるエネルギー調査」2006年，p.5参照 
4 実際は居住する世帯構成や生活・行動パターンにより異なるが，規模把握のため一定とした。 
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の世帯数の増加速度以上に，高齢化によるエネルギー消費量が増えていることがわかる。 
さらに，世帯数の増加量を非高齢者世帯と高齢者世帯に分けてみると，非高齢者世帯の
戸建居住数がマイナス（－1,514千世帯）に転じる半面，高齢者世帯の戸建居住数は大きく
増えている（＋4,600 千世帯）。その結果，エネルギー消費量の増加量は非高齢者世帯の戸
建がマイナス（－2.4 消費単位）となり，高齢者世帯の戸建の増加分（＋7.3 消費単位）を
一部相殺している（図 3-4）。 
このことは，エネルギー消費量の増加量について，非高齢者世帯のマンション居住の増
加による削減効果はあるが，高齢者世帯の戸建住居の増加による拡大が上回っていること
を意味している。 
 以上のことを総合すると，次の三つの結論が導き出される。一つ目は，家庭部門のエネル
ギー消費量（≒CO2 排出量）増加は，高齢者世帯の増加が大きく寄与している。二つ目は，
高齢者世帯の既築戸建居住の増加が，エネルギー消費量の増加の大半を占めている。3つ目
は，それゆえ，CO2排出量の削減を図るためには高齢者世帯の居住する既築戸建への対策が
一つのポイントになる，ということである。 
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世帯数 
エネルギー消費 
図 3-3 高齢者世帯の増加とエネルギー消費の増加の関係（その 1） 
出所：総務省「国勢調査報告」より作成 
（注）「高齢者世帯」は 65 歳以上の親族のいる世帯数。高齢者世帯の（ ）内は全世帯に占める比率を示す。 
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世帯数の増加量            エネルギー消費量の増加量 
（1990 年→2005 年）              （1990 年→2005 年）  
 
図 3-4 高齢者世帯の増加とエネルギー消費量の増加の関係（その 2） 
出所：総務省「国勢調査報告」より報告 
（注）（ ）内の％は 1990 年から 2005 年までの全世帯の増加量に対する寄与率を示す。 
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第 4章 高齢者の住宅に対するニーズと生活実態 
  
4-1 はじめに 
前章で見たように，戸建て持家に住む高齢者世帯の増加は CO2 排出量の増加に大きく寄
与しており，今後は高齢者世帯が居住する戸建住宅からの CO2 排出量をいかに減らしてい
くかが重要な課題となってくる。そこで本章では，高齢者による居住環境の改善ニーズお
よび高齢者の老後の生活資金に関して，高齢者を対象とした既存の各種統計資料やアンケ
ート調査を整理・分析することで明らかにしていく5。 
 
4-2 高齢者の住宅・資金ニーズに関する統計資料の分析 
4-2-1 高齢者の住生活に関する意識 
 内閣府が行った「平成 21年度高齢者の日常生活に関する意識調査」によると，将来の自
分の日常生活に不安を感じる高齢者の割合は，「とても不安に感じる」が 10.8％（平成 11
年）から 15.6％（平成 21年）に，「多少は不安に感じる」が 52.8％（平成 11年）から 56.3％
（平成 21 年）へと増加しており，将来の生活に多少なりとも不安を感じている高齢者は
63.6％（平成 11年）から 70.9％（平成 21年）へと大幅に増加している（図 4-1）。 
同様に，「平成 21 年度高齢者の日常生活に関する意識調査」において，高齢者世帯の住
宅に対する意識をみると，「住宅が老朽化している」が 13.4％（平成 11年）から 16.8％（平
成 21年），「庭の手入れが大変」が 6.7％（平成 16年）から 10.5％（平成 21年），「構造・
設備が不便である」が 5.6％（平成 11年）から 7.0％（平成 21年），「住宅が広すぎて管理
が大変」が 3.2％（平成 16年）から 5.3％（平成 21年）へと増加しており，老朽化した子
育てを終えたファミリー向け住宅での生活に-+不満や改善点が顕在化していることを示し
ている（図 4-2）。 
 次に，内閣府が行った「平成 19年度中高年の高齢期への備えに関する意識調査」におい
て，高齢期に備え，優先的にお金を使いたいものを聞いたところ，第 1 位は「健康維持の
ための支出」（64.9％），第 2 位が「住宅の新築・増改築」（28.7％）となっている。以下，
「自己啓発・学習」「家電等の購入」となっている。ここでもやはり老後を健やかにかつ安
全・快適に過ごしたいという高齢者の希望が示されている（図 4-3）。 
 
 
  
                                                   
5 詳細については，酒井達彦，中島裕之，明野斉史（2012）「高齢者等の土地・住宅資産の有効活用に関す
る研究」国土交通政策研究第 104号を参照。 
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図 4-1 将来の自分の日常生活全般に関する不安 
出所：内閣府「平成 21 年度高齢者の日常生活に関する意識調査」より作成 
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図 4-2 高齢者世帯の住宅に対する意識，問題点 
出所：内閣府「平成 21 年度高齢者の日常生活に関する意識調査」より作成 
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図 4-3 高齢期に備え，優先的にお金を使いたいもの 
出所：内閣府「平成 19 年度中高年の高齢期への備えに関する意識調査」より作成 
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4-2-2 高齢者の居住改善に対するニーズ 
内閣府が行った「平成 20年高齢者の生活実態に関する調査」によると，60歳以上の高齢
者世帯は 89.1％が持家に住んでおり，10.7％が借家住まいとなっている。 
都市規模別にみると，「東京都区部および政令指定都市」では 83.8％が持家に住んでおり，
借家住まいは 16.2％，「人口 10万人以上の都市」では持家に住んでいる割合は 88.1％，借
家住まいが 11.6％，「人口 10万人以下の都市・町村」では 93.1％が持家に住んでおり，借
家住まいは 6.6％となっており，都市規模が大きいほど持家の比率が低くなっている。 
次に，年齢階層別にみると，「60～64 歳」「65～69 歳」「70～74 歳」「75 歳以上」の持家
の比率はほぼ 90％，借家の比率は 10％前後となっており，年齢階層による差はほとんどな
い。 
家族形態別にみると，「単身世帯」の持家の比率は 67.7％，借家の比率は 31.2％，「夫婦
世帯」の持家の比率は 91.0％，借家の比率は 9.0％となっており，単身世帯になると持家
の比率が大きく下がることがわかる（図 4-4）。 
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図 4-4 高齢者世帯の居住形態 
出所：内閣府「平成 20 年高齢者の生活実態に関する調査結果」より作成 
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次に，国土交通省が行った「平成 20年住生活総合調査」において，高齢期における住宅・
住環境の改善ニーズについてみると，建替え，住み替え，リフォームなど，住宅・住環境
改善ニーズのある高齢者世帯は全体の 25.6％であり，意向のない高齢者世帯は全体の
68.5％となっている。住宅，住環境の改善ニーズのうち，建替えニーズは全体の 1.6％，住
み替えニーズは全体の 8.2％，リフォームニーズは全体の 15.8％となっている。なお，高
齢夫婦世帯（家計を主に支える者が 65歳以上）の住宅・住環境の改善ニーズは 27.8％とな
っており，高齢単身世帯（65 歳～74 歳は 24.9％，75 歳以上は 19.6％）に比べてリフォー
ムのニーズが高くなっている（図 4-5）。 
また，高齢期における住宅・住環境改善ニーズのうち，住み替えニーズのある世帯につ
いて，住み替え先の望ましい住宅形態を「住生活総合調査」において尋ねたところ，「サー
ビス付きの高齢者住宅」が全体の 29.7％と最も高く，続いて，「有料老人ホームなどの施設」
が 28.0％，「公営住宅，UR，公社などの賃貸住宅」が 11.9％，「持ち家（一戸建）」が 10.8％
となっている。世帯構成別にみると，65歳から 74歳の単身世帯においては「サービス付き
の高齢者向け住宅」（35.3％）が，75歳以上の高齢者単身世帯においては「有料老人ホーム
などの施設」（39.3％）が，夫婦世帯（家計を主に支える者が 65 歳以上）においては「持
家（一戸建）」（14.1％）が他の世帯構成と比べて高い割合になっている（図 4-6）。 
以上のように，高齢期における住宅，住環境の改善ニーズが漠然とある一方で，「平成 20
年住生活総合調査」によると，現時点における建替え，住み替え，リフォームなどの住宅・
住環境改善の意向は，全体で 11.1％と，ニーズと比べて低い割合となっている。世帯類型
別にみると，75 歳以上の単身世帯の住宅・住環境の改善意向が 8.3％と低くなっており，
加齢とともに住宅・住環境の改善の意向が低下していくと考えられる（図 4-7）。 
同様に「平成 20年住生活総合調査」において，住宅，住環境改善の意向のない理由を尋
ねているが，「現在の住まいに満足しているから」（47.6％），「住みなれているので離れた
くないから」（16.8％）という現在の住宅・住環境を肯定する要因によるものが多い一方で，
「何とかしたいが資金がなくあきらめているから」という資金的制約により実現できない
という回答も 17.2％と高い割合となっている（図 4-8）。 
また，「平成 20 年住生活総合調査」において，高齢者世帯の住宅，住環境に関する満足
度について尋ねているが，「満足」が 22.5％，「まあ満足」が 52.1％となっており，合わせ
て 74.6％の世帯が住宅，住環境に満足している。その一方で，「多少不満」が 21.2％，「非
常に不満」が 3.2％となっており，合わせて 24.4％の世帯が住宅，住環境に満足していな
いとしている。世帯構成別にみると，65歳から 74歳までの単身世帯において満足している
割合が 70％で，75 歳以上の単身世帯（同 76.4％）や夫婦世帯（家計を主に支える者が 65
歳以上）（同 75.4％）と比べて低くなっている（図 4-9）。 
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図 4-5 高齢期における住宅，住環境改善ニーズ 
出所：国土交通省「平成 20 年住生活総合調査」より作成 
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図 4-6 高齢期の住み替え先として望ましい住宅形態 
出所：国土交通省「平成 20 年住生活総合調査」より作成 
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図 4-7 現時点における高齢者世帯の住宅，住環境改善意向 
出所：国土交通省「平成 20 年住生活総合調査」より作成 
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図 4-8 現時点における高齢者世帯の住宅，住環境改善意向のない理由 
出所：国土交通省「平成 20 年住生活総合調査」より作成 
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図 4-9 高齢者世帯の住宅，住環境に関する満足度 
出所：国土交通省「平成 20 年住生活総合調査」より作成 
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 なお，内閣府が行った「平成 17年高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」において，
高齢者世帯が住宅や住環境に関して優先する事項をみると，住宅については，「手すりが取
り付けてあるなど，高齢者向けに設計されていること」が 37.2％と高い割合となっており，
以下，「災害や犯罪から身を守るための設備・装置が備わっていること」（19.1％），「部屋
の広さや間取り，外観が自分の好みに合うこと」が 17.1％となっている。住環境について
は，「駅や商店街に近く，移動や買い物に便利であること」が 31.2％，「医療や介護サービ
スなどが受けやすいこと」が 30.0％と，利便性を重視する回答が高い割合となっており，
以下，「子供や孫などの親族と一緒に住んだり，または近くに住めること」が 21.0％，「豊
かな自然に囲まれていたり，静かであること」が 13.5％となっている（図 4-10）。 
 「平成 20年住生活総合調査」では子供のいる高齢者世帯に対して子供との同居の意向に
ついて尋ねているが，「子と同居する」と回答した世帯が 15.1％であるのに対して，子供と
近接して住みたいという意向のある世帯は，「子と同一敷地内，または同一住棟の別の住宅
に住む」（9.3％），「徒歩 5 分程度の場所に住む」（9.3％），「片道 15 分未満の場所に住む」
（9.1％），「片道 1時間未満の場所に住む」（6.4％）で合わせて 34.1％となっており，子供
との居住にこだわりをもつ高齢者世帯は合わせて 49.1％と，全体の約半数となっている。
その一方で，子供との居住に「こだわりはない」と回答する世帯は 22.2％となっている。 
世帯構成別にみてみると，65歳から 74歳までの単身世帯で子供との居住にこだわりを持
つ世帯は 43.3％，75 歳以上の単身世帯は 46.0％，夫婦世帯（家計を主に支える者が 65 歳
以上）は 51.6％となっており，単身世帯よりも夫婦世帯の方が子供との居住にこだわりを
持っていることがわかる（図 4-11）。 
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図 4-10 高齢者世帯が住宅，住環境に関して優先する事項 
出所：内閣府「平成 17 年高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」より作成 
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図 4-11 子供のいる高齢者世帯における子供との住まいのあり方に関する意向 
出所：国土交通省「平成 20 年住生活総合調査」より作成 
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4-2-3 高齢者の生活実態 
次に，高齢者の生活実態を家計収支の面からみていく。 
総務省「家計調査報告（家計収支編）―平成 21年平均速報結果の概況―」によれば，高
齢者夫婦世帯（無職世帯）の月額平均実収入は約 22 万 4,000 円，月額平均実支出は約 26
万 6,000円となっている。また，高齢者単身世帯（無職世帯）の月額平均実収入は約 12万
4,000 円，月額平均実支出は約 15 万円となっている。ここでは持家世帯を想定しているこ
とから，上記より月額平均家賃分（高齢者夫婦世帯が約 4,000円，高齢単身者世帯が約 7,000
円）を除外すると，高齢者夫婦世帯（無職世帯）の月額平均月額実支出は約 26万 2,000円，
高齢者単身世帯（無職世帯）の月額平均月額実支出は約 14万 3,000円となり，それぞれの
月額平均不足額は約 3 万 8,000 円（高齢者夫婦世帯（無職世帯）），約 1 万 8,000 円（高齢
者単身世帯（無職世帯））となる（図 4-12，4-13）。 
生活の水準を維持するために，以上の月額平均不足額を貯蓄の取り崩しにより補填する
とした場合，高齢者夫婦世帯（無職世帯）では，貯蓄額が 1,000万円の場合は 23年目，貯
蓄額が 1,200 万円の場合は 27 年目，貯蓄額が 1,500 万円の場合は 34 年目で貯蓄を使い果
たす計算となる。 
一方，高齢者単身世帯（無職世帯）では，毎月の赤字分が高齢者夫婦世帯に比べ小さい
ため，貯蓄を取り崩すことにより，かなりの期間，従前の生活水準を維持できる計算とな
る。1,000万円の貯蓄がある場合は，35年後でも 218万円の貯蓄残があり，1,200万円の貯
蓄の場合は 424 万円，1,500 万円の貯蓄の場合は 727 万円の貯蓄を残すことができる（図
4-14，図 4-15）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
図 4-12 持ち家高齢者夫婦世帯（無職世帯）の家計収支 
出所：総務省「家計調査報告（家計収支編）―平成 21 年平均速報結果の概況―」より作成 
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費，非貯蓄型保険料）
19,877 円など 
 
 
図 4-13 持ち家高齢者単身世帯（無職世帯）の家計収支 
出所：総務省「家計調査報告（家計収支編）―平成 21 年平均速報結果の概況―」より作成 
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図 4-14 持ち家高齢者夫婦世帯（無職世帯）の貯蓄残額シミュレーション 
注：毎月月額不足分 3.8 万円を貯蓄より取り崩した場合 
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図 4-15 持ち家高齢者単身世帯（無職世帯）の貯蓄残額シミュレーション 
注：毎月月額不足分 1.8 万円を貯蓄より取り崩した場合 
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内閣府が行った「平成 20年高齢者の生活実態に関する調査」において，高齢者世帯の家
計の状況について尋ねたところ，「ほぼ毎月赤字になる」（13.5％）と「ときどき赤字にな
る」（26.9％）を合わせて全体の 40.4％の高齢者世帯で家計が赤字になっている。 
赤字の実態を類型別にみてみると，都市規模別，家族形態別ではそれぞれの類型ごとに
大きな差はみられなかったが，年齢階級別では年齢が若年になるほど家計が赤字になる傾
向がみられた（図 4-16）。 
次に，高齢者世帯の金融資産の保有状況に関して，金融広報中央委員会が行った「平成
22 年家計の金融行動に関する世論調査」をみると，二人世帯以上の高齢者世帯の金融資産
保有額は，60歳代で平均が 1,539万円，中央値が 800万円，70歳以上で平均が 1,707万円，
中央値が 750万円となっている。60歳代よりも 70歳以上の方が平均値と中央値との差が開
いていることから，世帯間における金融資産の保有額の差は，年齢が高齢になるにつれて，
より拡大していることが分かる。なお，金融資産保有額の分布状況では，「金融資産非保有」
が全体の 19.5％，「500 万円以下」が全体の 16.5％となっており，金融資産の少ない世帯が
多い一方で，「3,000万円以上」の富裕層も 15.6％と比較的多くなっており，金融資産の保
有状況に大きな格差がある点に特徴がある（図 4-17）。 
同様に「平成 22年家計の金融行動に関する世論調査」において高齢者世帯の金融資産目
標残高を尋ねているが，世代ごとの目標残高は 60歳代で平均 2,284万円，中央値 1,000万
円，70 歳以上で平均 2,194 万円，中央値 1,000 万円となっており，実際の保有額に比べて
60 歳代では平均 750万円程度，70歳以上では 500万円程度の金融資産が足りない状況にあ
る。なお，分布では，金融資産目標残高は「1,000～2,000万円」を目標とする層が多い（図
4-18）。 
さらに，「平成 22 年家計の金融行動に関する世論調査」では高齢者世帯の金融資産の保
有目的についても質問しており，その回答結果をみると「病気や不時の災害への備え」
（74.5％）と「老後の生活資金」（73.3％）の二項目への回答が高くなっている。また，上
記の二項目に続いて「とくに目的はないが，金融資産を保有していれば安心」が 26.8％と
なっており，老後生活においてある程度まとまった資金を安心のために蓄えておきたいと
いうニーズが高齢者の中では強いことが伺える。一方，「旅行，レジャーの資金」（10.4％），
「耐久消費財の購入資金」（10.3％），「住宅の取得または増改築などの資金」（9.3％）など，
老後生活をより豊かなものにするために貯蓄をしている世帯はいずれも 10%前後に留まっ
ている（図 4-19）。 
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図 4-16 高齢者世帯の家計の状況 
出所：内閣府「平成 20 年高齢者の生活実態に関する調査結果」より作成 
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図 4-17 高齢者世帯（二人以上世帯）の金融資産保有額の状況 
出所：金融広報中央委員会「平成 22 年家計の金融行動に関する世論調査［二人以上世帯調査］」より作成 
注：金融資産には預貯金，株式，生命保険を含む 
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図 4-18 高齢者世帯（二人以上世帯）の金融資産目標残高の状況 
出所：金融広報中央委員会「平成 22 年家計の金融行動に関する世論調査［二人以上世帯調査］」より作成 
10.6% 
9.0% 
12.4% 
9.9% 
10.4% 
9.4% 
19.6% 
21.3% 
17.5% 
10.3% 
12.2% 
8.0% 
10.5% 
11.0% 
9.8% 
9.7% 
10.4% 
8.8% 
29.4% 
25.6% 
34.0% 
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
高齢者世帯合計
【n=1,831】 
60歳代【n=995】 
70歳以上【n=836】 
500万円未満 500～1,000万円 1,000～2,000万円 2,000～3,000万円 
3,000～5,000万円 5,000万円以上 無回答 a 
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図 4-19 高齢者世帯（二人以上世帯）の金融資産保有目的 
出所：金融広報中央委員会「平成 22 年家計の金融行動に関する世論調査［二人以上世帯調査］」より作成 
注：60 歳代と 70 歳以上の回答を合計して算出している 
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また，土地・住宅の取得ないし増改築等について「家計の金融行動に関する世論調査」
をみると，60 歳以上の高齢者世帯（二人以上世帯）で，直近 1 年以内に住宅や土地の取得
および住宅の増改築を実施したと回答した割合は，過去 4年間の平均で 5.4％，住宅を売却
したと回答した割合は 1.4％となっている。なお，高齢者による土地の取得および住宅の増
改築平均額は 1,017 万円，住宅の売却平均額は 1,595 万円となっている。近年では，取得
および増改築の平均額が減少し，売却平均額が増加する傾向にある（図 4-20）。 
また，土地の取得および住宅の増改築平均額に対する借入金額の割合は，過去 4 年間の
平均で 14.1％，土地の取得および住宅の増改築に伴い土地または住宅を売却している割合
は，過去 4 年間の平均で 10.1％となっており，自己資金のみによって土地の取得および住
宅の増改築を行う傾向が強い。 
高齢者世帯が行った住宅リフォームの実態を一般社団法人住宅リフォーム推進協議会が
実施した「平成 21年度住宅リフォーム実態調査」でみると，高齢者世帯のリフォーム額は
「100～300万円」が全体の 27.5％と少額のリフォームが多くなっている一方で，「1,000万
円以上」という高額のリフォームも全体の 19.0％と高い割合を示している。年齢階層別，
住宅形態別にみると，70歳以上の戸建住宅世帯において，「100万円以下」（14.5％）と「100
～300万円」（30.6％）といった小規模なリフォームと「1,000万円以上」（24.2％）の大規
模なリフォーム割合が高くなっている（図 4-21）。 
リフォーム費用の調達方法については，全体の 78.8％が全額自己資金で負担しており，
特にマンションのリフォーム実施においては全額自己資金で負担した割合が 93.2％と非常
に高くなっている（図 4-22）。 
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図 4-20 高齢者世帯（二人以上世帯）の土地・住宅の取得ないし増改築および売却について 
出所：金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査［二人以上世帯調査］」より作成 
注：直近 1 年間の行動について，60 歳代と 70 歳以上の回答を合計して算出している 
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図 4-21 高齢者世帯リフォーム額 
出所：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「平成 21 年度住宅リフォーム実態調査」より作成 
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図 4-22 自己資金のみでリフォームを実施した世帯の割合 
出所：一般社団法人住宅リフォーム推進協議会「平成 21 年度住宅リフォーム実態調査」より作成 
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4-3 高齢者の住宅資産の活用方法 
高齢者の住生活に関する意識（4-2-1）にて整理，分析した既存の統計調査結果を要約す
ると，以下のとおりにまとめられる。 
我が国における高齢者世帯の持ち家率は 9 割弱と非常に高い状況にあるものの，高齢者
世帯の 3割程度は，現在の住宅もしくは住環境に対して不満や課題を抱えている。しかし，
その不満，課題の解決について具体的に検討を行っている世帯は 1割程度に留まっている。 
高齢者が住宅もしくは住環境に対する不満や課題の解決に向けて具体的な検討を行うこ
とのできない理由として，高齢者世帯の経済的な要因が大きい。高齢者世帯は，夫婦世帯
で平均月額 3.8 万円，単身世帯で平均月額 1.8 万円の生活資金が不足しており，不足分に
ついてはそれまでに貯蓄した金融資産を取り崩すことにより賄っている。しかし，多くの
高齢者世帯は，不測の事態に備えて金融資産を 1,000～2,000万円ほど保有していたいとい
うニーズがあり，現状においては目標金融資産保有額より 500～750万円程度足りないと感
じている。こうした環境下に加えて，自身の余命を予測することは不可能であり，加齢と
ともに不測の支出が発生する可能性が高まることから，現在の収入と貯蓄額に不安を感じ
る高齢者世帯が多く存在しているものと想定される。 
住宅および住環境の改善を行うためには，住宅の建替え，住み替え，リフォームといっ
た選択肢が存在する。ただし，いずれの場合においても，1,000万円程度のまとまった支出
が発生する可能性がある。建替え，住み替え，リフォーム資金については，高齢になって
ローンを組むことにためらいがあり，全額自己資金で賄いたいと考えている高齢者世帯に
とっては，現在の家計の状況に鑑み，具体的な住宅の建替え，住み替え，リフォームを検
討するきっかけが持てないという状況に置かれているものと想定される。 
しかしながら，現状において，高齢者世帯は，自身の老後期に求める住宅および住環境
について，高齢者に対応した住宅に住むこと，より利便性の高い住環境に住むこと，子供
により近い環境に住むこと，自然豊かな環境に住むこと，といったニーズをもっている。
これらのニーズを実現するためには，現在の高齢者の毎月の収入や預貯金だけでなく，高
齢者が保有する住宅資産の活用を積極的に検討していく必要がある。 
内閣府の「平成 17年度高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」によれば，高齢
者のうち約 4割は，「資産は自分の老後を豊かにするために活用（売却，賃貸など）する方
がよい」という考え方に近いと回答している。都市規模別では小都市よりも大都市に住ん
でいる高齢者が，年齢階級別ではより高齢者の中でも比較的若い世代で，家族形態別では
子供たちと同居している世代よりも高齢者のみの世帯で，かつ夫婦世帯よりも単身世帯の
ほうが高い割合を示している点に特徴がある（図 4-23）。 
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図 4-23 高齢者世帯の資産に対する態度 
出所：内閣府「平成 17 年度高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」より作成 
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そこで本論文では，住宅資産の活用方法として，「夫 65 歳，妻 60 歳」「夫 75 歳，妻 70
歳」「夫 80 歳，妻 75 歳」の各世帯について，住宅の住み替え（購入，賃貸），継続居住し
た場合の貯蓄残高について，簡易的なシミュレーションを実施した上で，資金調達手段と
しての自宅売却，賃貸，リバースモーゲージの各手法のメリット，デメリットを比較する。
3通りの資金調達手段に共通する前提条件として，表4-1の通りに設定した。この条件の他，
各手法を用いた場合に，それぞれに次のような留意点が存在すると考えられる。 
１）住宅を売却する際の諸経費に関する留意点 
現在居住する住宅を売却し，新たな住宅購入により住宅のダウンサイジングを行う場合，
住宅に係る固定資産税評価額の減少による固定資産税，都市計画税の減額効果が発生する
可能性がある。簡易シミュレーションでは，土地に係る固定資産税，都市計画税の減額効
果を生活資金不足額より控除した。なお，マンション購入の場合は，固定資産税，都市計
画税は従前どおりと仮定した。 
現在居住する住宅を売却し，新たに賃貸住宅に入居する場合，住宅に係る固定資産税，
都市計画税が不必要となることから，居住住宅の固定資産税，都市計画税分を生活資金不
足額より控除した。 
２）住宅を賃貸する際の諸経費に関する留意点 
現在居住する住宅を賃貸する場合，住宅に係る維持管理費用を賃貸住宅の各種諸経費（管
理費，資本的経費）によって負担することができるが，新たに購入した住宅に対する維持
管理費が必要となるため，差し引きゼロと設定した。 
一方で、現在居住する住宅を賃貸した場合，住宅に係る維持管理費用を賃貸住宅の各種
諸経費（管理費，資本的経費）によって負担することができるため，居住住宅に係る維持
管理費分を生活資金不足額より控除した。 
３）リバースモーゲージを利用する際の諸経費に関する留意点 
後期高齢期にはバリアフリー化など抜本的な対応が必要という想定の下，家計収支内に
含まれている住宅の維持管理費分とは別に，バリアフリー化のためのリフォーム費用を別
途 200 万円計上した。なお，リバースモーゲージの融資限度額は市場価格の 50％と設定し
ており，融資の元利合計金額が融資限度額に到達した時点で，新たな融資が打ち切られる
ものとした（返済の必要はなし）。 
なお，シミュレーションの元となる各世代の居住パターンについては，表 4-2 のとおり
設定した。なお，平均余命は，厚生労働省「平成 21年簡易生命表」を活用し，夫婦二人が
存命の場合には生活資金不足額を月額 38,000 円，妻のみ存命の場合には月額 18,000 円と
して設定した。 
以下に，上記シミュレーションの実施時における，妻の平均余命到来時点における貯蓄
残高をまとめる。 
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表 4-1 簡易シミュレーション実施にあたっての前提条件 
項目 設定条件・前提条件 
保有金融資産 
1,000 万円（総務省「家計調査年報（貯蓄・負債編）平成 21年 貯
蓄負債の概況」の二人以上の世帯の平均貯蓄現在高の中央値より設
定） 
居住住宅の市場価格  
1,500 万円（金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調
査」より設定） 
生活資金不足額 
月額 38,000 円（総務省「家計調査報告（家計収支編）」の夫婦のみ
無職世帯より設定） 
居住住宅を売却した
場合の収入 
居住住宅の市場価格－売却手数料 
居住住宅を賃貸した
場合の賃料 
年間賃料収入＝居住住宅の市場価値×キャップレート 7％（郊外の
賃貸マンションの値を基に算出：各種税負担，管理費，資本的経費込
み） 
居住住宅を担保にリ
バースモーゲージを
活用した場合の条件 
月額の生活資金不足額 38,000 円について，市場価格の 50％を融資
限度として，毎月融資を受けるものとして設定 
金利 4％，複利方式，元利一括死亡時返済として設定 
新たな住宅の購入費
用 
【郊外の戸建住宅を購入する場合】 
（東京駅まで特急電車で約 1 時間程度の中古住宅を想定） 
住宅価格（本体）は 800万円（購入する住宅の価格＋購入手数料＋
不動産登記関連費用） 
売却する場合は，15年後に 500万円を設定 
【近郊のマンションを購入する場合】 
（東京駅まで 30～40分程度の中古マンションを想定） 
住宅価格（本体）は 1,800 万円（購入する住宅の価格＋購入手数
料＋不動産登記関連費用） 
新たな賃貸住宅への
入居費用 
新たな賃貸住宅に係る費用は月額 10 万円と設定（賃料：9 万円，
共益費 1 万円） 
夫，妻が亡くなるまでの各 2 年間は介護管理費用（1人月額 2万円）
を追加する 
東京駅まで電車で 30分程度の高齢者専用賃貸住宅を想定 
入居費用として 60 万円を設定 
現住居に住み続ける
場合，あるいは，一時
転居の後，戻ってくる
場合 
バリアフリー化等の改装費用として 200万円を計上 
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表 4-2 各世帯におけるシミュレーション実施パターン一覧 
世帯モデル 居住パターン 居住パターン例 
夫 65 歳 
妻 60 歳 
売却＋購入＋賃貸 
自宅を売却した上で，当初 15 年間は郊外の戸建住宅を購
入し居住，その後，サ高住に移住する 
賃貸＋購入＋元の
居住地に戻る 
自宅を賃貸に出した上で，郊外の戸建住宅を購入し居住，
15 年後に売却し，元の自宅を改装した上で戻る 
リバースモーゲー
ジ 
自宅に継続居住。バリアフリーなどの改装費として，15
年目に 200万円を計上 
夫 75 歳 
妻 70 歳 
売却＋購入 自宅を売却した上で，近郊の中古マンションを購入する 
売却＋賃貸 自宅を売却した上で，サ高住に移住する 
賃貸＋賃貸 自宅を賃貸に出した上で，サ高住に移住する 
リバースモーゲー
ジ 
自宅に継続居住。バリアフリーなどの改装費として，1
年目に 200万円を計上 
夫 80 歳 
妻 75 歳 
売却＋賃貸 自宅を売却した上でサ高住に移住する 
賃貸＋賃貸 自宅を賃貸に出した上でサ高住に移住する 
リバースモーゲー
ジ 
自宅に継続居住。バリアフリーなどの改装費として，1
年目に 200万円を計上 
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4-4 簡易シミュレーション結果 
4-4-1 夫 65歳，妻 60歳の世帯におけるシミュレーション結果 
4-4-1-1 自宅売却－中古住宅購入－サ高住入居というパターンで住み替えた場合 
自宅を 1,500 万円で売却した上で，郊外の戸建住宅を 800 万円で購入し住み替える。そ
の郊外の戸建住宅に夫が 80 歳になるまでの 15 年間居住した後，売却し，サービス付き高
齢者向け住宅（サ高住）に入居するケースを想定する。 
このケースの場合，売却直後の貯蓄額が自宅売却と中古住宅購入とその諸費用の差額の
約 600 万円が上乗せされ，約 1,600 万円となる。その後，生活費の補填で徐々に減少する
ものの，2件目の自宅の売却（15年目，夫が 80歳の時）で貯蓄が約 275万円増加し，約 1220
万円となる。しかし，サ高住に入居後は年間 120 万円が賃料として支出され，25 年目（サ
高住に住み替え後 10年目）で資金が底をつくことになる（図 4-24）。 
 
4-4-1-2 自宅賃貸－中古住宅購入－元の住宅に戻るというパターンで住み替えた場合 
自宅を賃貸に出した上で，郊外の戸建住宅を 800 万円で購入する。郊外の戸建住宅に 15
年間居住の後，その住宅を売却し，他人に賃貸していた元の自宅に戻る。なお，その際に
は，バリアフリー化など 200万円をかけて自宅を改装するケースを想定する。 
このケースの場合，新しい自宅購入直後の貯蓄額が約 200 万円と厳しい状態になるが，
その後は毎年，自宅の賃料収入として 105 万円があり，諸経費の差し引いたネットで約 56
万円を貯蓄に回すことができる。そして 15年経過後，自宅に戻る際に別宅を売却すること
により，リフォーム代 200 万円を計上しても，貯蓄額は約 1,200 万円へと回復する。その
後は，生活費の補填の必要はあるものの，比較的余裕を持った資金計画を立てられ，最終
的には約 850万円の貯蓄が残る。 
 
4-4-1-3 リバースモーゲージを利用し，自宅に住み続ける場合 
自宅に継続居住し，リバースモーゲージにより生活資金を補填する。15 年経過後，バリ
アフリーなどのリフォーム費用として 200万円を計上するケースを想定する。 
13 年目まではリバースモーゲージによる融資により，貯蓄額 1,000 万円を保持する。14
年目以降は貯蓄の取り崩しによる生活費の補填，16 年目にリフォーム費用 200 万円などが
発生するが，最終的には約 330万円の貯蓄が残る。 
 
  
  
 
 
 
図 4-24 夫 65 歳，妻 65 歳の世帯の簡易資金シミュレーション 
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売却-購入-賃借 賃貸-購入-元の住居に戻る リバースモーゲージ 
夫平均余命：18.88年 
妻平均余命：28.46年 
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4-4-2 夫 75歳，妻 70歳の世帯におけるシミュレーション結果 
4-4-2-1 自宅売却－近郊の中古マンション購入というパターンで住み替える場合 
自宅を売却した上で，近郊の中古マンションを 1,800万円で購入するケースを想定する。 
このケースの場合，マンション購入直後の貯蓄額が約 600 万円と少ない状況になり，そ
の後も，生活費の補填が必要な状況が続き，14年目で資金が底をつく（図 4-25）。 
 
4-4-2-2 自宅売却－サ高住入居というパターンで住み替える場合 
自宅を売却した上で，サ高住に入居するケースを想定する。 
このケースの場合，自宅売却直後の貯蓄額は約 2,200 万円に増加するものの，その後は
サ高住の賃料負担や生活費の補填により減少が続き，17年目に貯蓄が底をつく。 
 
4-4-2-3 自宅賃貸－サ高住入居というパターンで住み替える場合 
自宅を賃貸に出した上で，サ高住に入居するケースを想定する。 
このケースの場合，サ高住の賃料負担や生活費の負担はあるものの，自宅の賃料収入で
一定程度は相殺されるため，妻の平均余命を迎える 20年後の時点で約 100万円残る。また，
いざというときには自宅の売却収入により資金を調達できるというメリットもある。 
 
4-4-2-4 リバースモーゲージを利用し，自宅に住み続ける場合 
自宅に継続居住し，リバースモーゲージにより生活資金を補填するケースを想定する。
このケースでは，最初にバリアフリーなどのリフォーム費用として 200万円を計上する。 
当初にリフォーム費用として 200万円の支出があるものの，その後はリバースモーゲー
ジによる融資を受け，貯蓄額は 14年目までは 800万円以上を維持する。その後は，生活費
の補填が必要になるものの，資金の減少は少なく抑えられ，妻の平均余命を迎える 20年後
の時点では約 690万円の貯蓄残となる。
  
 
 
 
 
 
 
図 4-25 夫 75 歳，妻 70 歳の世帯の簡易資金シミュレーション 
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4-4-3 夫 80歳，妻 75歳の世帯におけるシミュレーション結果 
4-4-3-1 自宅売却－サ高住入居というパターンで住み替える場合 
自宅を売却した上で，サ高住に入居するケースを想定する。 
このケースの場合，自宅売却直後の貯蓄額は約 2,200 万円になるものの，その後は賃料
や生活費の補填により減少が続き，妻の平均余命を迎える 16 年後の貯蓄残額は 65 万円と
なる（図 4-26）。 
 
4-4-3-2 自宅賃貸－サ高住入居というパターンで住み替える場合 
自宅を賃貸に出した上で，サ高住に入居するケースを想定する。 
このケースの場合，サ高住の賃料負担や生活費の負担はあるものの，自宅の賃料収入で
一定程度は相殺されるため，妻の平均余命を迎える 16 年後の貯蓄残額は 300 万円となる。
また，いざというときには自宅の売却収入により資金を調達できるというメリットもある。 
 
4-4-3-3 リバースモーゲージを利用し，自宅に住み続ける場合 
自宅に継続居住し，リバースモーゲージにより生活資金を補填するケースを想定する。
なお，このケースでは，最初にバリアフリーなどのリフォーム費用として 200 万円を計上
する。 
その結果，当初にリフォーム代として 200万円の出費があるものの，その後はリバース
モーゲージによる融資を受け，平均余命期間中はほぼ 800万円を維持できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
図 4-26 夫 80 歳，妻 75 歳の世帯の簡易資金シミュレーション 
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4-4-4 簡易シミュレーション結果のまとめ 
以上の簡易シミュレーションの結果からは，それぞれの世代により，適切な住まいのス
タイル・資金調達方法が異なることがわかる。 
「夫 65 歳，妻 60 歳」といった比較的若い高齢者世帯の場合は，自宅を賃貸に出した上
で新たな住宅を購入するなど複数の住居を所有するという選択肢は，元の住宅からの賃料
収入や二番目の住宅の売却などを考慮すると，非常に有効であることがわかる。ただし，
物件購入のために貯蓄を切り崩さなけれならず，物件購入後もある程度の貯蓄額を残して
おかなければ，突然の病気による入院などの不測の事態への対応ができなくなるなどのリ
スクがあることも認識する必要がある。 
一方，年齢が比較的高い高齢者世帯においては，リバースモーゲージという選択肢も浮
上してくる。住み慣れた自宅において一定の生活の質を維持したまま暮らしていける上，
資金計画も立てやすいものと思われる。ただし，リバースモーゲージからある一定以上の
資金を毎月引き出すには，それなりの住宅資産を保有していることが前提となる。 
また，住み替えをする場合には，現住居を売却するよりも賃貸に出した方が貯蓄の減少
を抑えることができるという結果も出た。 
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表 4-3 簡易資金シミュレーション結果一覧 
世帯モデル 居住パターン 有効性 妻の平均余命到来時の貯蓄の状況 
夫 65 歳 
妻 60 歳 
売却＋購入＋賃貸 × 
25 年目で資金ショート。自宅も売却済なので，
他の資金調達手段もなくなる 
賃貸＋購入＋元の住
宅に戻る 
○ 
当初貯蓄額は少なくなるものの，自宅の賃料収
入と 2 軒目の自宅の売却収入等により余裕が生
じる 
リバースモーゲージ △ 
14 年目までは安定。その後は徐々に貯蓄を取り
崩すことになる 
夫 75 歳 
妻 70 歳 
売却＋購入 × 
貯蓄を切り崩すほどの住宅を購入すると，早期
に資金がショートすることになる 
売却＋賃貸 × 
当初の貯蓄額は多いものの，賃料，生活費の補
填が重くのしかかり，早期に資金ショートする 
賃貸＋賃貸 ○ 
賃料負担や生活費の補填が，自宅賃料収入で一
定程度相殺。いざという時に自宅を売却できる
という安心感もある 
リバースモーゲージ ○ 
13 年目までは現在の貯蓄額を切り崩す必要はな
い。その後は徐々に生活費分を取り崩すことに
なるが，平均余命分は余裕をもって賄える 
夫 80 歳 
妻 75 歳 
売却＋賃貸 × 
当初の貯蓄額は多いものの，賃料，生活費の補
填が重くのしかかり，早期に資金ショートする 
賃貸＋賃貸 ○ 
賃料負担や生活費の補填が，自宅賃料収入で一
定程度相殺。いざという時に自宅を売却できる
という安心感もある 
リバースモーゲージ ○ 
平均余命までであれば，リバースモーゲージか
らの融資により貯蓄を取り崩すことなく生活で
きる 
○：平均余命を超えても，老後の生活資金の調達に問題なし 
△：平均余命を超えると，老後の生活資金のために貯蓄を取り崩す必要が生じる 
×：平均余命を超えると，貯蓄分も取り崩してしまい，老後の生活が経済的に難しくなる 
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第 5章 居住地と居住環境の選択要因の把握と住み替え実態の考察 
 
5-1 はじめに 
 国，地方公共団体によって，高齢者世帯，子育て世帯双方に魅力的と思われる制度が各
種提供されているにもかかわらず，必ずしもその利用が進んでいないという実態を考える
と，住宅ストックそのものにとどまらず，「ヒト」はどのような時に住み替えを実践し，そ
の際に居住地や居住環境の選択をどのようにするのかなどに着目していく必要がある。 
そこで本章では，居住地と居住環境の選択要因の把握を行うために行ったアンケート調
査の結果を概観するとともに，デンマーク，アメリカ，日本の高齢者の住み替え意向，住
み替え動機に関する各種アンケート調査結果を比較することにより，高齢者の住み替え実
態について考察を試みた。 
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5-2 住み替えにおける居住地と居住環境の選択要因 
少子高齢・人口減少社会の到来に伴い，増加の一途にある高齢世代や，出生率増減のカ
ギとなる子育て世代への対応は重要かつ喫緊の課題となっているが，高齢世代と子育て世
代の居住ニーズと住宅ストックとの間には依然として大きなミスマッチが存在している。
また，都市近郊の一部地域では住民が一斉に高齢化する問題も顕在化しており，地域コミ
ュニティをいかに維持するかも社会問題となっている。 
持続可能で活力ある地域づくりを実現していくためには，一つの街に多世代が共存する
ことで高齢化に伴う地域力衰退を予防する「多世代共存社会」や，良質なストックを多世
代にわたり有効に活用する「ストック循環型社会」を形成することが求められる。そして，
そのような社会を形成するために，どのような住み替えのあり方が望ましいのかを検討し，
その実現に向けた方途を提示していくことが必要だと考えられる。 
これまでの住み替え等に関する調査研究は，建物の条件である間取りや駅からの距離，
価格等と住み替えの関係を中心に調査・分析したものが多かった。ここでは，ライフイベ
ントや家族構成の変化などに応じたより快適な生活環境の実現に大きな影響を与えるとと
もに，中長期的な地域の人口構成にも影響を与える居住地と居住環境の選択要因について，
間取りや駅からの距離，価格といった「建物」に関する項目だけではなく，住み替える（あ
るいは住み替えを検討する）ことになった要因や住み替えを考えた時点での住まいと住ま
いの周辺環境に対する不満点，住み替え先を具体的に検討したときに住まいと住まいの周
辺環境で重視した点，そして現在の住まいと住まいの周辺環境に対して満足している点と
不満に感じている点などをアンケートで質問した。 
これらの回答と回答者の属性を様々なパターンで分析し，属性ごとに求めている周辺環
境や居住形態の方向性を示すことができれば，住民のニーズに合った都市政策，住宅政策
のあり方について検討していく上で重要な基礎資料になるものと考えている。 
 
5-2-1 アンケートの実施方法 
 NTTコム・オンライン・マーケティング・ソリューション株式会社（goo リサーチ）のモ
ニター登録情報を基に，対象者を「20 歳以上の男女」「関東大都市圏，中京大都市圏，京
阪神大都市圏の三大都市圏に在住」「生徒・学生は除く」として，該当者に対してアンケ
ート票を配布した。 
まずプレ調査では，都市圏別・年代別人口比率に応じて約 33,000人に対してアンケート
票を配布し，7,613サンプルを回収した。しかし高齢者層の回収数が不足したため，年代別
人口比率という設定を外し，残りのモニターにアンケートの配布を行った。その結果，
45,057サンプルを回収した（図 5-1）。  
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 回収サンプル総数 
45,057 サンプル 
「住み替えた」 
7,263 
「能動的住み替え」 
4,209 
「受動的住み替え」 
3,054 
「住み替えを検討した」 
6,564 
「住み替えを検討した」 
6,564 
「本気度高い」 
1,610 
「本気度低い」 
4,954 
500 サンプル 200 サンプル 1,300 サンプル 
合計 2,000 サンプル 
「住み替えていない」 
37,794 
図 5-1 アンケート票回収の流れ 
アンケートの実施概要 
調査テーマ  住み替えと生活環境の評価に関するアンケート調査 
調査対象   関東大都市圏、中京大都市圏、京阪神大都市圏の三大都市圏に在住の 20歳以上の男
女（ただし、生徒・学生は除く） 
調査方法   インターネットによる二段階調査（プレ調査と本調査） 
調査実施期間 プレ調査 2013年 1月 23日～2013年 1月 31日 
本調査    2013年 1月 31日～2013年 2月 1日 
総回答数   プレ調査 45,057サンプル 
本調査    2,000 サンプル 
調査機関   NTTコム・オンライン・マーケティング・ソリューション株式会社（gooリサーチ） 
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アンケート調査のの対象者は，プレ調査の回答者のうち，2010 年 1 月から 2012 年 12 月
までの 3年間に住み替えを行ったと回答した者（7,263サンプル）と，住み替えには至らな
かったが不動産業者に実名を提示して相談するなどした住み替え行動を積極的に行った者
（以下，「本気度高い」(2,665サンプル)）を対象とし，回収設定サンプル数に達した時点
でそのグループの回収は終了とした。なお，住み替えた対象者はさらに「能動的住み替え」
（自らの意思で住み替えた者）（4,209サンプル）と「受動的住み替え」（自らの意思とは
別の要因で住み替えた者）（3,054サンプル）とに分類した。回収設定サンプル数は「能動
的住み替え」が 1,300 サンプル，「受動的住み替え」が 200 サンプル，「本気度高い」が
500サンプルの計 2,000サンプルとした。 
 
5-2-2 アンケート結果の考察 
 まず 45,057サンプルを回収したプレ調査のデータから住み替えの実態を明らかにし，そ
の次に，2,000サンプルを回収した本調査のデータを「世帯類型」「居住形態変化」「居住
地域」ごとに分類して，住まいおよび住まいの周辺環境についてのアンケート結果を示す。 
 
5—2-2-1 プレ調査の概要 
 プレ調査では，最初に「2010 年～2012 年の 3 年間に，あなたの世帯もしくはあなた自身
が住み替えましたか。」という質問を行っている。その結果，「住み替えていない」が 83.9％，
「住み替えた」が 16.1％となっている（表 5-1）。  
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表 5-1 住み替えの有無 
 実数 ％ 
全体 45,057 100.0 
1．住み替えていない 33,794 83.9 
2．住み替えた 7,263 16.1 
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この結果を年齢階層別にみると表 5-2 のような結果になった。能動的な住み替えは，結
婚をして子どもが生まれる 30代前半をピークとし，その割合は加齢とともに減少している。
逆に，住み替えを検討しない割合は，20代後半を底にして，加齢とともに増加している。 
次に，住み替えを行ったと回答した者に対して「住み替えを検討したきっかけは何でした
か」という質問を行った。ここでは，「転勤，就業，転業」「震災などの災害」「立ち退
き要求」「親族の介護」などの必ずしも自発的でない住み替え要因（「受動的住み替え」）
の選択肢と，それ以外の「現在の住宅や周辺の生活環境を改善するため」という自らの意
思による住み替え要因（「能動的住み替え」）の選択肢を設けて，それぞれに分類した。
「転勤，就業，転業」によるものが 24.9％と意外に少なく，「現在の住宅や周辺の生活環
境を改善するため」という「能動的住み替え」が 58.0％と予想以上に多かった（表 5-3）。 
  
  
表 5-2 年齢別住み替えの有無 
 
「住み替えた」 「住み替えていない」 
合計 「能動的 
住み替え」 
「受動的 
住み替え」 
「住み替えを検討した」 「住替えを 
検討せず」 「本気度高い」 「本気度低い」 
20～24 歳 63（10.8%） 125(21.4%) 11(01.9%) 55(09.4%) 330(56.5%) 584 
25～29 歳 568（19.3%） 490(16.7%) 145(04.9%) 0360(12.2%) 1,379(46.9%) 2,492 
30～34 歳 1,019（20.5%） 571(11.5%) 270(05.4%) 624(12.6%) 2,488(50.0%) 4,972 
35～39 歳 990（14.5%） 505(07.4%) 338(04.9%) 844(12.3%) 4,161(60.9%) 6,838 
40～44 歳 690（09.1%） 444(05.8%) 272(03.6%) 926(12.2%) 5,277(69.4%) 7,609 
45～49 歳 370（05.4%） 339(05.0%) 185(02.7%) 728(10.7%) 5,183(76.2%) 6,805 
50～54 歳 227（04.0%） 257(04.6%) 159(02.8%) 563(10.0%) 4,413(78.5%) 5,619 
55～59 歳 118（03.4%） 149(04.3%) 106(03.0%) 358(10.3%) 2,752(79.0%) 3,483 
60 歳～ 164（02.6%） 174(02.8%) 124(02.0%) 496(08.0%) 5,247(84.6%) 6,205 
合計 4,209（02.6%） 3,054(02.8%) 1,610(02.8%) 4,954(10.3%) 31,230(84.6%) 45,057 
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表 5-3 住み替えを検討した要因 
全体 
実数 ％ 
7,263 100.0 
「受動的住み替え」 
1．転勤，就業，転業 1,811 24.9 
2．震災のなどの災害 156 2.1 
3．立ち退き要求 297 4.1 
4．収入が大幅に減少するなど経済的な理由 453 6.2 
5．親族の家の相続（現在，その相続した家に居住） 144 2.0 
6．親族の介護，世話（現在，その親族の家に同居） 193 2.7 
「能動的住み替え」 7．現在の住宅や周辺の生活環境を改善するため 4,209 58.0 
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次に，住み替えを行わなかった回答者に対し，住み替えることを検討したかどうか質問
し，検討した場合にはどのような検討をしたか，当てはまるもの全てをチェックしてもら
った。表 5-4 は，住み替えなかったが住み替えを検討したと回答した者が行った物件検討
の方法である。このうち，「6. 希望する物件について，不動産業者の窓口で相談した」（実
名を提示して物件を探した）という行為よりも積極的な行為（「7.」「8.」「9.」）を行
った回答者を「本気度高い」層とした。 
「希望する物件の購入（賃貸の場合は契約）を申し込んだ」り，「住宅ローンの審査を
受けた」という契約の最終段階までいったにもかかわらず，審査が通らずに住み替えが実
現しなかった者が，それぞれ 6.9％，6.3％もいることが分かる。 
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表 5-4 住み替えなかったが住み替えを検討した回答者の検討手法 
全体 
実数 ％ 
6,564 100.0 
本
気
度
低
い 
1．希望物件やエリアについて思いを巡らせた 4,742 72.2 
2．希望物件やエリアに関する情報をインターネットや情報誌で調べた 3,760 57.3 
3．住み替えに必要な資金（住宅購入費用，賃貸借契約費用）の調達方法に
ついて，家族やパートナーと相談した 
1,507 23.0 
4．希望する物件について，取り扱う不動産業者に電話やメールで問い合わ
せた 
675 10.3 
5．希望する物件について，個人情報を明かさずに実際の物件を見た 619 9.4 
本
気
度
高
い 
6．希望する物件について，不動産業者の窓口で相談した 752 11.5 
7．アンケート用紙や受付用紙に個人情報等を記載した上で，実際の物件や
モデルルームを見た 
1,045 15.9 
8．希望する物件の購入（賃貸の場合は契約）を申し込んだ 456 6.9 
9．住宅ローンの審査を受けた 412 6.3 
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5-2-2-2 調査の対象サンプルの概要 
 本調査の設問への回答内容をみる前に，本調査の 2,000サンプルの属性を概括する。 
まず性別であるが，「男性」が 940サンプル（47.0％），「女性」が 1,060サンプル（53.0％）
である。能動的住み替えでは，「男性」が 44.8％，「女性」が 55.2％と女性がやや多い。
能動的住み替え，住み替え検討（本気度高い）では「男性」と「女性」が概ね半数ずつ占
めている。 
次に年齢階層別にみると，全体では 30～34 歳と 35～39 歳が最多層である。「能動的住
み替え」の中では 30～34 歳が最も多く，次いで 35～39 歳，40～44 歳となっている。「能
動的住み替え」と同様に「受動的住み替え」の中では 30～34歳が最も多いが，25～29歳の
階層から 50～54歳の階層までが，いずれも 10％以上であり，特定の年齢層に集中していな
い。「本気度高い」の中では 35～39 歳が 19.6％で最も多いが，20～24 歳の階層を除いた
ほとんどの階層が 10％前後であり，住み替えを検討している人は年齢層に関係なく，満遍
なくいる（表 5-6）。 
次に回答者の家族構成をみると，「単身」が 17.6％，「夫婦」が 24.4％，「両親と子」
が 45.5％となっている。さらに，住み替え要因の能動・受動別，住み替え検討に分類する
と，能動的な住み替えを行ったグループの中では，「夫婦（家計を主に支える者が 65歳未
満）」が 24.5％，「両親と子（長子が 5歳以下）」の比率が 23.3％と高い（図 5-2）。 
 受動的な住み替えを行ったグループの中では，「夫婦（家計を主に支える者が 65歳未満）」
が 19.5％で一番多いが，「単身（35歳～64歳）」，「単身（35歳未満）」も 16.0%，12.0%
と，他のグループよりも高い。 
 住み替えを検討しているグループは，他のグループと比べて，「単身」の割合は低いが，
「両親と子」では比率が高くなっている。 
 次に本調査の対象となった 2,000サンプルの家族の総年収についてみる（図 5-3）。 
 能動的な住み替えを行ったグループの家族の総年収の割合は，「400～500万円」が 15.5%，
「500～600 万円」が 14.9%，「300～400 万円」が 13.6%であり，300～600 万円の中間層で
約半数の 44.0%を占めている。 
 受動的な住み替えを行ったグループの年収は全体的に低く，住み替え検討（本気度高
い）のグループは年収が高い傾向にある。 
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表 5-5 調査対象者の年齢階層別分類 
  
「住み替えた」 「住み替えていない」 
合計 
「能動的住み替え」 「受動的住み替え」 「本気度高い」 
20～24 歳 16 ( 1.2%) 65 ( 2.5%) 1 ( 0.2%) 22 ( 1.1%) 
25～29 歳 152 (11.7%) 29 (14.5%) 48 ( 9.6%) 229 (11.5%) 
30～34 歳 323 (24.8%) 37 (18.5%) 78 (15.6%) 438 (21.9%) 
35～39 歳 307 (23.6%) 30 (15.0%) 99 (19.8%) 436 (21.8%) 
40～44 歳 227 (17.5%) 24 (12.0%) 84 (16.8%) 335 (16.8%) 
45～49 歳 104 ( 8.0%) 27 (13.5%) 55 (11.0%) 186 ( 9.3%) 
50～54 歳 70 ( 5.4%) 20 (10.0%) 49 ( 9.8%) 139 ( 7.0%) 
55～59 歳 42 ( 3.2%) 10 ( 5.0%) 37 ( 7.4%) 89 ( 4.5%) 
60 歳～ 59 ( 4.5%) 18 ( 9.0%) 49 ( 9.8%) 126 ( 6.3%) 
合計 1,300 (100.0%) 200 (100.0%) 500 (100.0%) 2,000 (100.0%) 
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図 5-2 本調査対象者の家族構成 
6.0% 
11.9% 
0.2% 
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夫婦（家計を主に支えるものが65歳未満） 
夫婦（家計を主に支えるものが65歳以上） 
両親と子（長子5歳以下） 
両親と子（長子6歳～11歳） 
両親と子（長子12歳～17歳） 
両親と子（長子18歳～24歳） 
両親と子（長子25歳以上） 
その他 
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図 5-3 本調査対象者の家族の総年収 
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5-2-2-3 世帯属性ごとの「住まい」と「住まいの周辺環境」の選択と満足度の分析 
 本アンケート独自の質問項目や調査機関（gooリサーチ）が保有しているモニター登録情
報を使用して，本アンケート調査の回答結果を様々な属性ごとに分析することが可能であ
るが，本論文ではサンプルを，世帯類型（「単身世帯」「夫婦世帯」「夫婦と子ども世帯」），
移動パターン（「町丁目内移動」「市内移動」「県内移動」「隣接県移動」「隣接県外移
動」），居住形態変化（「民間賃貸→民間賃貸」「民間賃貸→持ち家」「持ち家→持ち家」
「持ち家→民間賃貸」），居住地域（「関東」「中京」「京阪神」）ごとに区分して分析
する。そして，それぞれが住み替え前の住まいや住まいの周辺環境のどういった点に不満
を持っていて，新しい住まいを検討する際にどういった項目を重視したのかをみていくこ
ととする。 
 
1）「住まい」と「住まいの周辺環境」に関する意識 
 アンケート回答者に対し，「住まい」に関する 4項目と「住まいの周辺環境」に関する 3
項目の計 7 項目について，「住み替える直前の不満度」「住み替え先を検討する際の重視
度」「現在の満足度」「現在の不満度」ごとに 1 位から 7 位まで順位づけをしてもらった
（表 5-6）。 
 1 位を 7 ポイント，2 位を 6 ポイント，・・・，7 位を 1 ポイントとして，それぞれの平
均を算出し，「住まい」と「住まいの周辺環境」に対する傾向を比較した。 
 なお，ここで計算された数値は，不満度については数値が大きいほど不満が大きく，満
足度については，数値が大きいほど満足度が高いことを示し，住み替え先の重視度につい
ては，数値が大きいほど重視度が高いことを示す。 
 本調査における回答者全員の傾向をみると，「住宅の広さや間取り」に対する住み替え
前の不満（青線）が強く，それを改善することを主眼に置いて住み替えを検討（赤線）し
たことが分かる。「生活しやすい立地条件」については，住み替え前の不満はあまり高く
ないが，住み替え先を検討する際には，「住宅の広さや間取り」と「住宅ローンや家賃な
どの住居費負担」と並ぶ重要な検討項目となっている（図 5-4）。  
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表 5-6 「住まい」と「住まいの周辺環境」に関する質問項目 
「住まい」に関する 4 項目 
１．住宅の広さや間取り 
２．日当り・断熱性など住宅の性能 
３．住宅の古さや、耐震性の低さ 
４．住宅ローンや家賃などの住居費負担 
「住まいの周辺環境」に関する 3 項目 
５．住まい周辺の住環境 
６．生活しやすい立地条件 
７．自分のライフスタイルに合う土地柄 
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図 5-4 本調査対象者の「住まい」と「住まいの周辺環境」に対する意識 
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2）世帯類型ごとの「住まい」と「住まいの周辺環境」に関する意識 
 最初に，世帯類型を「単身世帯」，「夫婦世帯」，「夫婦と子ども世帯」の 3類型に分
けて，それぞれの「住まい」と「住まいの周辺環境」に関する意識をみていく。住み替え
る直前の不満度をみると，「夫婦と子ども世帯」が「住宅の広さや間取り」に関して他の
世帯類型よりも不満度が強い（図 5-5）。「単身世帯」と「夫婦世帯」は同様の傾向を示し
ており，一番強い不満を示している「住宅の広さや間取り」以外の項目への不満度は，い
ずれも中央値（4ポイント）に近い水準となっている。 
 住み替え先を検討する際に重視した項目については，3世帯類型とも「住宅の広さや間取
り」，「住宅ローンや家賃などの住居費負担」，「生活しやすい立地条件」の３項目を重
視している。その中でも，「単身世帯」は「住宅ローンや家賃などの住居費負担」を，「夫
婦世帯」は「生活しやすい立地条件」を，「夫婦と子ども世帯」は「住宅の広さや間取り」
を重視する度合いが他の世帯類型よりも強い（図 5-6）。 
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図 5-5 住み替える直前の「住まい」と「住まいの周辺環境」に対する不満度（世帯類型ごと） 
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図 5-6 住み替え先を検討する際に重視した項目（世帯類型ごと） 
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3) 移動パターンごとの「住まい」と「住まいの周辺環境」に関する意識 
次に，移動パターンを「同一地区内」，「同一市内」，「同一県内」，「隣接県」，「隣
接県以外」の 5類型に分けて，それぞれ「住まい」と「住まいの周辺環境」に関する意識
の傾向をみていく。 
まず，住み替える直前の「住まい」と「住まいの周辺環境」に対する不満度をみると，
「同一地区内」と「同一市内」は比較的同じような傾向がみられる。しかし，それ以外の
階層はそれぞれ独自の傾向がみられる（図 5-7）。 
 従前の住宅から比較的近くに住み替えた階層（「同一地区内」や「同一市内」）は，周辺
の住環境や生活しやすい立地条件などの「住まいの周辺環境」よりも，「住宅の広さや間
取り」，「日当り・断熱性などの住宅の性能，「住宅の古さや耐震性の低さ」などの「住
まい」そのものに強い不満を持っている。 
一方で，「隣接県以外」に住み替えた人は，周辺の住環境や生活しやすい立地条件など
の「住まいの周辺環境」に対する不満が「住まい」に対する不満よりも強い。 
次に，「住み替え先を検討する際に重視した項目」についてみると，各階層とも全体の
傾向としては同じような傾向がみられるが，その優先度合いには各階層間でかなりの差が
ある（図 5-8）。 
「同一地区内」や「同一市内」などに住み替えた階層は，「住宅の広さや間取り」，「住
宅ローンや家賃などの住居費負担」などの優先度合いが他の階層より強い一方で，「周辺
の住環境」や「生活しやすい立地条件の優先度合いが他の階層よりも低い。 
「隣接県以外」に住み替えた階層は，「生活しやすい立地条件」を最優先事項として考
えている一方で，「住宅の広さや間取り」，「日当り・断熱性などの住宅性能」に関する
優先度合いは，他の階層よりも低い。 
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図 5-7 住み替える直前の「住まい」と「住まいの周辺環境」に対する不満度（移動パターンごと） 
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図 5-8 住み替え先を検討する際に重視した項目（移動パターンごと） 
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4)居住形態変化ごとの「住まい」と「住まいの周辺環境」に関する意識 
次に，居住形態変化を「民間賃貸から民間賃貸」，「民間賃貸から持ち家」，「持ち家
から持ち家」，「持ち家から民間賃貸」の 4 類型に分けて，「住まい」と「住まいの周辺
環境」に関する意識の傾向を見ていく。 
まず，住み替える直前の「住まい」と「住まいの周辺環境」に対する不満度をみると，
各階層ごとに不満点が異なっている（図 5-9）。 
 「民間賃貸から民間賃貸」は，「住宅の広さや間取り」が最大の不満点となっている。
「民間賃貸から持ち家」は，「住宅の広さや間取り」に不満を持っていると同時に，「家
賃などの住居費負担に不満を持っていた。「持ち家から持ち家」は「日当り・断熱性など
住宅の性能」や「住宅の古さや耐震性の低さ」といった住まいのハード面全般に不満を持
っており，「持ち家から民間賃貸」は「生活しやすい立地条件」や「自分のライフスタイ
ルに合う土地柄」に対して強い不満を持っていた。住み替え前の住まいが持ち家だった階
層は，住居費負担に対する不満度が住み替え前の住まいが民間賃貸だった階層よりも低い。 
次に，住み替え先を検討する際に重視した項目についてみると（図－10），「持ち家か
ら民間賃貸」は「生活しやすい立地条件」の重視度合いが他の階層よりも高い一方で，「住
宅の広さや間取り」や「日当り・断熱性など住宅の性能」といった住宅のハード面の優先
度合いが低くなっている。 
「持ち家から持ち家」は住居費負担の重視度が他の階層よりも極端に低くなっているこ
とに加え，「日当り・断熱性など住宅性能」や「住宅の古さや耐震性の低さ」などの住宅
のハード面を他の階層よりも重視している。 
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図 5-9 住み替える直前の「住まい」と「住まいの周辺環境」に対する不満度（居住形態の変化ご
と） 
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図 5-10 住み替え先を検討する際に重視した項目（居住形態変化ごと） 
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5）地域ごとの「住まい」と「住まいの周辺環境」に関する意識 
次に，居住地域ごと6（「関東」「中京」「京阪神」）の「住まい」と「住まいの周辺環
境」に関する意識の傾向をみていく。 
まず，住み替える直前の「住まい」と「住まいの周辺環境」に対する不満度をみると，
「関東」と「京阪神」は比較的同じ傾向であるが，「中京」が若干異なる傾向を示してい
る。（図 5-11）。 
「関東」と「京阪神」は「住宅の広さや間取り」に強い不満をもっており，「住まいの
周辺環境」よりも「住まい」に不満を持っている傾向にある。 
一方，「中京」は，「住宅の広さや間取り」と「生活しやすい立地条件」において，他
の地域よりも若干であるが強い不満を持っている。 
次に，住み替え先を検討する際に重視した項目についてみると，三地域ともほぼ同じ傾
向を示しており，「住宅の広さや間取り」「生活しやすい立地条件」「住宅ローンや家賃
などの住居費負担」の順に重視していることが分かる（図 5-12）。 
 
 
 
  
                                                   
6 調査対象エリアは三大都市圏としており、三大都市圏の範囲は、住宅・土地統計調査で設定する「関東
大都市圏」「中京大都市圏」「京阪神大都市圏」とした。 
 87 
 
  
 
図 5-11 住み替える直前の「住まい」と「住まいの周辺環境」に対する不満度（地域ごと） 
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図 5-12 住み替え先を検討する際に重視した項目（地域ごと） 
 
（注）「関東」と「京阪神」はほぼ同じ傾向にあるため、「関東」の青線が「京阪神」の緑線の下に隠れてしまい見えな
くなっている。 
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5-3 デンマーク，アメリカ，日本の高齢者の住み替えに対する意識 
 老後の生活資金の安定確保のために，高齢者の住宅ストックを有効に活用するという観
点と高齢者の生活の安全・安心を確保するという観点から，高齢者の居住のあり方に関す
る議論は我が国だけでなく，先進諸国においても共通の課題となっている。 
 そこで，社会政策として住宅協会による高齢者向け住宅の供給が充実しているデンマー
クと，民間事業者による高齢者向け住宅の供給が中心となっているアメリカ，そして我が
国における高齢者の住宅，住み替え等に対する意識をみ7ていくこととする。 
 なお，デンマーク，アメリカを含め先進諸国においては，高齢者の理想の住まい方とし
て“Aging in Place”（住み慣れた地域で，その人らしく最期まで暮らす）という考え方
が広まりつつある。 
 
5-3-1 デンマークの高齢者の住み替えに対する意識 
5-3-1-1 高齢者の居住形態 
 デンマーク国立建築研究所のシニアリサーチャーの Gottschalk氏によると，デンマーク
では通常，子供が独立した後も親は広い家にそのまま住み続ける。67～74 歳では，高齢者
用の住宅に住む人はほとんどおらず，85歳以上の人でも 80％近くの人たちが通常の住宅に
住んでいる。95 歳以上になってようやく，半数以上が高齢者向け住宅8に住み替えている。
このため，60 歳以上の高齢者の居住形態としては，最も多いのが通常の一戸建で，以下複
層の通常の住宅（アパート），テラスハウスと続いている（図 5-13）。 
 高齢者の住み替えの問題については，コペンハーゲン市の担当者とのヒアリングの中で，
介護サービスを効率的に提供する観点からも，早い段階で介護サービス等の提供しやすい
バリアフリーな高齢者向け住宅に住み替えてもらいたいが強制するわけにもいかず，サー
ビス提供者に大きな負担となっているとの意見も出された。 
 
  
                                                   
7 詳細については，酒井達彦，中島裕之，明野斉史（2012）「高齢者等の土地・住宅資産の有効活用に関す
る研究」国土交通政策研究第 104号を参照。 
8 高齢者向け住宅は，一般の住宅以外の住宅，「特別養護老人ホーム」「高齢者用住宅」「保護住宅」「老人
ホーム」を指す。 
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図 5-13 デンマークの高齢者の居住形態（2006 年） 
出所：デンマーク国立建築研究所 Gottschalk 氏提供資料より抜粋 
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5-3-1-2 高齢者の住み替えの実態 
 Gottschalk氏らが行ったデンマークの中高年者の住み替えに対する意識調査9から，52歳
から 77歳の中高年者の 8割強は住み替え意向がないとことがわかった（図 5-14）。 
 また，住み替えを検討していると回答した人に対してその理由を聞いたところ，一番多
かった回答は，「小さな家への住み替え」というもので，1997年は 42％，2002 年には 51％
となっている。次に多かったのが，「庭の維持管理が面倒なため」となっており，1997年が
19％，2002年が 22％となっている。以下，「階段の昇降が面倒」，「住居費の削減」，「より
都心部で暮らすため」となっており，ライフスタイルや身体の状態に合わせて住み替えを
検討していることがわかる（図 5-15）。 
 
  
                                                   
9 E. B. Hansen and G. Gottschalk (2006), “What makes Older People Consider Moving House and What 
Makes Them Move?”, Housing, Theory and Society, Vol.23, No.1. 34-54.  
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図 5-14 デンマーク住み替え意向の有無 
出所：Hansen, E. B. and Gottschalk, G. (2006) “What makes Older People Consider Moving House and 
What Makes Them Move?”より作成 
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図 5-15 デンマークの高齢者の住み替えの検討理由 
出所：Hansen, E. B. and Gottschalk, G. (2006) “What makes Older People Consider Moving House and 
What Makes Them Move?”より作成 
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 次に，57歳から 77 歳のデンマーク人に対して，1997年から 2002年の間に実際に住み替
えを行ったかどうか質問したところ，21％の人が住み替えを行ったと回答し，79％の人が
住み替えていないと回答した（図 5-16）。 
 住み替えを実際に行った人の住み替え理由は以下のとおりである。 
 第 1位は「小さな家への住み替え」で 37％，第 2位は「庭の維持管理が面倒」で 16％と
なっている。以下「階段の昇降が面倒」（13％），「健康状態がよくないため」（12％），「住
居費の削減」（11％），「より都心部で暮らすため」（11％）となっている（図表 5-17）。 
 住み替えの検討理由と実際の住み替え理由を比較すると，「小さな家への住み替え」が
51％から 37％へと実際の住み替え理由で大きく減少している一方で，「離婚，もしくは配偶
者の死亡」が 2％から 10％へと大きく増加している。 
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図 5-16 デンマークの高齢者の住み替え実施の有無 
出所：Hansen, E. B. and Gottschalk, G. (2006) “What makes Older People Consider Moving House and What 
Makes Them Move?”より作成 
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図 5-17 デンマークの高齢者の住み替えを実施した理由 
出所：Hansen, E. B. and Gottschalk, G. (2006) “What makes Older People Consider Moving House and What 
Makes Them Move?”より作成 
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5-3-2 アメリカの高齢者の住み替えに対する意識 
5-3-2-1 高齢者の居住形態 
 アメリカの高齢者は，その 90％が一般住宅やアパートに居住している。残り 10％の高齢
者は，ナーシングホームへの入所（5％）もしくはサポート付き住宅での居住（5％）とな
っている10。 
 アメリカ人の年齢別の居住形態について Banerjee（2012）でみると，85歳時点でも 70％
の高齢者が持家（＝自宅）で生活をしており，95 歳時点になってもまだ半数（54％）が自
宅で生活している（図 5-18）。 
 
  
                                                   
10 クルーム洋子（2008）, 「アメリカの高齢者住宅とケアの実情」『海外社会保障研究』, No.164 
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図 5-18 アメリカの高齢者の居住形態 
出所：Banerjee, S.（2012）, “Own-to-Rent Transitions and Changes in Housing Equity for Older American”より
作成  
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5-3-2-2 高齢者の住み替えの実態 
 National Council on Aging が 2012年に実施した“The United States of Aging SURVEY”
の中で，高齢者の住み替えの実態および意識について質問をしている。 
まず，5～10 年後も現在の家で生活を続けていたいかと尋ねたところ，約 9割のアメリカ
人が，「現在の家で生活を続けたい」と回答している。「住み続けたい」という回答した人
たちの年齢階層による差は見られないが，「住み替えたい」と回答した人の割合は，60-64
歳の 11％から 65-69歳の 8％，70歳以上の 4％と高齢になるほど少なくなっている（図 5-19
上）。これは高齢になるほど住み替えに対して，抵抗感が強くなるためと思われる。 
 「現在の家に住み続けたい」と回答した人に対して，さらに Aging in Placeのために自
宅のリフォームをする計画はあるかとの質問をしたところ，「リフォームを行う予定がある」
と回答した人は約 2割で，「リフォームを行う予定はない」と回答した人は 7割強であった
（図 5-19 下）。このリフォームの実施意向に関しては，年齢階層による差はほとんど見ら
れなかった。 
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現住居での継続居住意向 
 
 
継続居住の意向がある場合 
リフォームの実施意向 
 
図 5-19 アメリカの高齢者の現住居での継続居住意向(上)とリフォームの実施意向（下） 
出所：National Council on Aging (2012) , “The United States of Aging SURVEY” より作成 
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住み替えたい 
住み続けたい 
a 
22% 22% 20% 
73% 72% 76% 
60-64歳 65-69歳 70歳以上 
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次に，過去 10年間に，自宅の維持管理を容易にするために，従前よりも小さな住宅に住
み替えたかという質問をしたところ，「住み替えた」と回答した人は 10％強で，「住み替え
ていない」と回答した人は 9割弱となった（図 5-20）。 
 多くの高齢者が Aging in Placeを望み，従前の住宅に住み続けているが，一般的に高齢
者が住んでいる住宅はバリアフルであるため，より快適に暮らすためには住宅をリフォー
ムする必要がある。そこで，現在の住宅に住み続けるためにリフォームをしたかとの質問
をしたところ，「リフォームを行った」と回答した人は約 2割にとどまり，約 8割の人が「リ
フォームを行っていない」と回答した（図 5-21）。 
 5～10年後も現在の家で生活を続けていたいかという質問を行い，「住み続けていたい」
と回答した人たちに対して，自宅で生活を続けたい理由は何かという質問をしたところ，
第 1位は「自宅を気にいっているから」で 85％，第 2位は「近くに友人・家族がいるから」
の 66％となった。以下，「引越しが面倒」，「どこに住み替えるのがよいかわからない」とな
っており，経済的理由である「住み替える費用がない」は第 5位の 26％となっている（図
5-22）。 
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図 5-20 アメリカの高齢者の従前よりも小さな家への住み替えの有無(過去 10 年間) 
出所：National Council on Aging (2012) , “The United States of Aging SURVEY” より作成 
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15% 13% 
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住み替えた 住み替えていない a 
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図 5-21  アメリカの高齢者のリフォーム実施の有無 
出所：National Council on Aging (2012) , “The United States of Aging SURVEY” より作成 
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80% 81% 
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リフォームを行った リフォームを行っていない a 
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図 5-22 アメリカの高齢者の継続居住を希望する理由（複数回答） 
出所：National Council on Aging (2012) , “The United States of Aging SURVEY” より作成 
85% 
66% 
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今のような状況では自宅を売却できないと思う 
その他 
 105 
 次に 5～10年後も現在の家で生活を続けていたいかという質問に「現在の家で生活を続
けていたくない」と回答した人たちに対して，現在の家に住み続けたくない理由を聞いた
ところ，18％の人が「今の家に住み続けることはできるけれども，別のコミュニティや違
った地域に住み替えてみたい」と回答した。以下，「今の自宅のスタイルや間取り，大きさ
が高齢者には住みにくいものだから」（14％），「いろいろなことができる元気なうちに住み
替えたいから」（14％），「今の自宅に住み続けることができないから」（13％），「自宅の維
持・管理が面倒だから」（10％）と続いている（図 5-23）。 
 住み替えを検討すると回答した人たちに対し，その住み替え先を質問したところ，「現在
の市あるいは地域」に住み替えると答えた人が 39％，「他の市あるいは地域」と答えた人が
38％，「わからない」が 24％となっており，住み慣れた地域と今までとは異なる地域がほぼ
同じ割合になっている（図 5-24）。 
 さらに，「他の市あるいは地域」に住み替えを検討すると答えた人に対して，その新しい
市に住み替えを検討する理由を質問した。第 1位は「温暖／気候が良い」が 41％，以下「他
の親族が住んでいる」（37％），「今のところよりも居住費がかからない」（36％），「子供が
住んでいる」（33％）となっており，経済的理由よりも老後を快適に過ごせる住環境を求め
ていることがわかる（図 5-25）。 
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図 5-23 アメリカの高齢者の住み替えを希望する理由 
出所：National Council on Aging (2012) , “The United States of Aging SURVEY” より作成 
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図 5-24 アメリカの高齢者の住み替えを検討する場合の住み替え先 
出所：National Council on Aging (2012) , “The United States of Aging SURVEY” より作成 
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図 5-25 アメリカの高齢者の別の都市への住み替えを検討する理由（複数回答） 
出所：National Council on Aging (2012) , “The United States of Aging SURVEY” より作成 
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5-3-3 日本の高齢者の住み替えに対する意識 
 日本の高齢者の住み替えに対する意識について，「平成 20年住生活総合調査結果」（国土
交通省）を基にみていく。 
 
5-3-3-1 高齢者の居住形態 
我が国の高齢者の居住形態を年齢別に見てみると，年齢が上がるにつれて持家に住んで
いる高齢者の割合が高くなり，65～69歳が 72.3％，80～84歳が 79.6％，85歳以上が 79.4％
となっている。逆に借家に住んでいる割合は，年齢が上がるにつれて低下しており，65～
69 歳は 25.9％，85歳以上は 17.8％となっている（図 5-26）。 
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図 5-26 日本の高齢者の居住形態 
出所：平成 22 年国勢調査より作成 
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5-3-3-2 高齢者の住み替えの実態 
1）今後 5年程度の間の住み替え・改善の意向 
今後 5 年程度の間に，住み替えや住宅改善の意向があるかどうか質問したところ，住み
替え・改善の意向がある高齢者のみの世帯の割合は，平成 20年は 11.0％となっており，全
世帯の平均（17.7％）よりも低くなっている。高齢夫婦世帯，高齢単身世帯の間では大き
な差はみられないが，単身世帯においては，65 歳から 74 歳の単身世帯（81.8％）よりも
75 歳以上の単身世帯（85.2％）のほうが住み替え意向が低くなっている（図 5-27）。 
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図 5-27 日本の高齢者の家族型別，住み替え，改善の意向 
出所：平成 20 年住生活総合調査より作成 
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 住み替え・改善の意向のある世帯に関して，住み替え・改善の内容を尋ねると，「リフォ
ーム（増改築，模様替え，修繕など）を行う」（44.9％）が最も多くなっている。次いで，
「家を借りる」が 31.0％，「家を購入する」が 11.1％となっており，半数近くの高齢者世
帯がリフォームを行うことにより，居住環境の改善を図ろうとしている（図 5-28）。 
 
  
 
 
 
 
 
図 5-28 日本の高齢者の住み替え改善の意向の内容（住み替え意向のある高齢者世帯） 
出所：平成 20 年住生活総合調査より作成 
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2）最近の居住状況の変化 
 次に，平成 16年からの 5年間の間に，居住状況に変化（「新築・住宅購入」，「賃貸住宅
入居」，「建替え」，「増改築」など）のあった高齢者のみ世帯は，16.1％であり，その内訳
は居住地の変更を伴うものが 6.5％，変更を伴わないものが 9.6％となっている。高齢夫婦
世帯と高齢単身世帯を比較すると，居住地の変更を伴う居住状況の変化については単身世
帯のほうが高くなっているが，居住地の変更を伴わない居住状況の変化は，夫婦のみ世帯
の方が高くなっている（図 5-29）。 
 変化の内容については，「リフォームを行った」（49.1％）が最も多く，次いで「賃貸住
宅，給与住宅に移転した」（15.8％），「その他」（10.7％），「家を新築した，又は新築の分
譲住宅を買った」（8.5％），「前の住宅を壊して建て替えた」（6.1％）となっている（図 5-30）。 
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図 5-29 日本の高齢者の最近の居住状況の変化 
出所：平成 20 年住生活総合調査より作成 
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図 5-30 日本の高齢者の最近の居住状況の変化（変化内容）（高齢者のみ世帯） 
出所：平成 20 年住生活総合調査より作成 
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3）住み替え・改善の目的および住宅が変化した理由 
 住み替え・改善の「意向がある」高齢者のみ世帯について，その目的を尋ねたところ（2
つまで複数回答），最も多いのは「高齢期にも住みやすい住宅や環境にするため」の 33.9％
で，次いで「快適・便利な住宅にするため」が 23.6％，「安全性の高い住宅にするため」が
16.2％，「さし当たり不満はないが良い住宅にしたいため」が 13.6％，「快適・便利な居住
環境にするため」が 10.5％となっている（図 5-31）。   
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図 5-31 日本の高齢者の住み替え，改善の目的（意向のある世帯）（2 つまで回答） 
出所：平成 20 年住生活総合調査より作成 
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5-3-4 デンマーク，アメリカ，日本の高齢者の住み替えに対する意識の比較 
 対象とした 3 カ国の高齢者の住み替えに対する意向は，それぞれ 10～15％であり，必ず
しも高くはなかった。一般的に欧米人はライフスタイルに合わせて住み替えると言われて
いるが，高齢者の多くは国籍に関係なく現在住んでいる家での継続居住を希望しているこ
とがわかった。その一方で，住み慣れた地域で，その人らしく最期まで暮らす Aging in Place
を強く望んでいるにもかかわらず，バリアフリー化等のリフォームを検討・実施した世帯
が少ないのは意外な結果であった。リフォームを検討あるいは実施した高齢者世帯が少な
い点も 3カ国に共通した特徴であった11。 
 住み替え・改善を検討する理由をみてみると，「小さな家への住み替え」「庭の維持管理」
「階段の昇降」（以上デンマーク），「今の自宅のスタイルや間取り，大きさが高齢者には合
わない」（アメリカ），「高齢期にも住みやすい住宅や環境にするため」「快適・便利な住宅
にするため」「安全性の高い住宅にするため」（日本）など，高齢期における生活の快適さ
を 3カ国の高齢者が上位にあげている。一方で，「住居費の削減」に関しては，デンマーク
の 14％，アメリカの 13.7％であるのに対し，日本は 3.5％であり，大きな差がみられた。 
 
                                                   
11 ここで参考とした文献にはデンマークの高齢者のリフォームに関するデータはないが，2011 年 11 月に
デンマークの高齢者住宅に関係する複数の主体にヒアリングを行った際に，「デンマークの高齢者の多くは，
自宅をリフォームせずにバリアフルな状態で老後を過ごしており，医療や介護サービスを効率的に行えな
いという問題がある」との情報提供があった。 
 121 
第 6章 高齢者の住宅・資金ニーズに関する意識の把握 
 
6-1 はじめに 
高齢者が長寿化社会の中で質の高い生活を送るためには，老後の生活資金を確保のしや
すさや世帯の居住ニーズを実現しやすい環境の構築がより一層求めらることとなる。その
ため，これまでの金融資産の運用や取扱いだけではなく，住宅資産を活用した新たな資金
確保の手法が注目されはじめている。住宅資産を活用した高齢者の資金調達方法としては，
物件の「売却」「賃貸」「リバースモーゲージ」などの手法があるものの，得られる資金と
高齢者のニーズに合った居住環境の提供との両立という視点から，それぞれの各手法をを
比較・検討した研究は多くはない。 
そこで，高齢者が保有する住宅資産を活用して，「生活に必要な資金を確保する」ととも
に，「自らが希望する居住環境を実現する」ことにより，最終的には既存の優良な住宅スト
ックが国民のニーズに応える形で循環利用されるために必要な高齢者の住宅・資金ニーズ
を把握することを目的としてグループインタビューを行った12。 
 
6-2 グループインタビュー実施の目的 
既存のアンケート調査では，中高年者・高齢者の今後の住まいの希望として，現住宅へ
の継続居住ニーズが強く，住み替えニーズは約１割程度に留まっている。しかし，中高年
者・高齢者が，現住宅への継続居住以外の選択肢について明確なイメージを持たないこと
が，世帯構成に応じた住み替えが進まない理由の一つになっているとも考えられる。そこ
で，グループインタビューを通じて，現住宅への継続居住以外の選択肢についての情報を
提示した上で，中高年者・高齢者の将来における住み替えに関するニーズを明らかにする。 
そしてグループインタビューを通じて明らかになった中高年者・高齢者の住宅に関する
ニーズに対し，どのような課題があるかを確認し，課題を克服するための方法を検討する。 
 
6-3 グループ分けと参加者の属性 
50歳代，60歳代，70 歳代では今後の居住に対するニーズが異なると考えられることから，
「50歳代男女」「60 歳～65歳の男性」「60～65歳の女性」「70歳以上男女」の４グループ(各
グループ６名)に分けて，平成 23年 2月にグループインタビューを実施した。 
参加者の抽出に際しては，リサーチ会社に登録している中高年者・高齢者のサンプルを
対象に，保有金融資産・年収，保有住宅の種別，同居家族の状況，建物の築年数などに関
する基礎調査（ネット調査）を実施し，表 6-1 に記載された条件と合致したサンプルを抽
出し，グループインタビューへの参加を依頼した。 
 
                                                   
12 詳細については，酒井達彦，中島裕之，明野斉史（2012）「高齢者等の土地・住宅資産の有効活用に関す
る研究」国土交通政策研究第 104号を参照。 
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表 6-1 グループインタビュー参加者抽出条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
参加者
の属性 
 
共通条件 
居住地域 1 都 3 県居住者 
平均的な金融
資産保有者 
年間世帯所得 600～800万円（グループ 1） 
保有金融資産 500～1,500万円程度（グループ 2，3，4） 
グルーピ
ング 
年代・性別 
グループ 1 
：50歳代の男女 
団塊世代の下の世代 
退職を控え，どのような居住スタ
イルを希望しているかを確認 
グループ 2 
：60～65 歳の男性 
団塊世代 
65 歳の完全退職を目前に，リタイ
ア後にどのような居住スタイルを
希望しているかを確認 
男性がセミリタイアの状況にあ
り，男女それぞれの意見が異なる層
であると考えられる 
グループ 3 
：60～65 歳の女性 
グループ 4 
：70歳以上の男女 
団塊世代の上の世代 
リタイア後数年を経た世帯であ
り，単身世帯も多い 
参加者 
抽出条件 
住宅の種別 「戸建て」「マンション」の双方からサンプルを抽出 
同居家族の状況 
「単身または夫婦二人世帯」「配偶者以外の同居者がい
る」の双方からサンプルを抽出 
居住年数 現住宅の居住年数が 10年以上をサンプルとして抽出 
建物の築年数 現住宅の築年数が 10年以上をサンプルとして抽出 
住宅取得方法 
「相続により取得」「購入により取得」の双方からサン
プルを抽出 
将来の居住意向 
「現住居に住み続けたい」「近くに住み替えたい」「遠く
に住み替えたい」「住み替えたいが現住居にとどまると
思う」「わからない」からサンプルを抽出 
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6-4 グループインタビューの流れ 
グループインタビューは「テーマ 1：今後の住まいについてのニーズと課題の把握」と「テ
ーマ 2：今後の資金計画と住宅資産を活用した資金調達の可能性についての把握」の 2つの
テーマに基づき実施した。 
 
6-4-1 今後の住まいについてのニーズと課題の把握 
シニアのライフスタイルにおける住み替えの動機や事例などを適宜紹介しながら，参加
者の住み替えに対するニーズの有無を把握した。なお，ここでの課題については，資金面
のみならず，地域コミュニティや親族との関係などを幅広く把握した。 
その際には，「住み替えに積極的でなかった人が，実は潜在的希望者である可能性がある
のか。その場合はどのようなニーズがあるのか。」や「住み替えを断念する理由はどのよう
なところにあるのか（資金面，配偶者や親族の反対，コミュニティへの愛着，情報不足か
ら来る漠然とした不安等）」といった点に着目しながらグループインタビューを行った。 
 
6-4-2 今後の資金計画と住宅資産を活用した資金調達の可能性の把握 
既存調査の結果をもとに，老齢期に必要な資金は年金だけでは足りず，預貯金を取り崩
していく必要がある旨を，統計データを用いたシミュレーションなどで説明した。その上
で，参加者の今後の資金計画や不安などについて意見交換を行った。 
その際には，「参加者が長期的な資金計画に基づいて生活を送っているか否かについて」
や「継続居住の場合でも多額の費用がかかるという事実に対する参加者の認識について」，
そして「現在の出費のうち，住宅関連にかけている費用はどれくらいか，また住宅関連以
外にはどういったところにお金をかけているのか。また，そのきっかけは何なのか」とい
った点に着目しながらグループインタビューを行った。 
また，老後の生活資金を調達する方法として，住宅資産を活用する方法があるというこ
とについて，「売却」「賃貸」「リバースモーゲージ」に分けて説明した上で，紹介した方法
の認知度や印象や利用意向，利用を阻む要因について詳細に把握した。 
ここでは，「各制度に対する理解度と利用の意向，その理由について」，「住宅い資産を所
有することへのこだわりの有無について」，「将来の住宅資産の処分に関する意向について
（相続の有無），またその理由について」という項目について意見交換を行った（図 6-1）。 
老後資金の調達方法に関する意見を聴取するにあたっては，高齢者が住み替え，建替え，
リフォームにあたって必要となる資金について，住宅および住環境の変更ニーズにあわせ
たケースに合わせ，表 6-2のとおりにまとめた。 
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図 6-1 高齢者の住宅関連コストと資金調達方法のイメージ 
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表 6-2 高齢者の住宅関連コストと資金調達方法のイメージ 
住み替え先 住み替え理由 住み替え例（立地，コストなど） 
都心のマンシ
ョンに移住 
子供の独立により家が広く感じ
る。 
毎日の掃除，2 階のベランダとの
往復など，負担も増してきていると
実感している。 
ターミナル駅まで電車で約 10分 
駅から徒歩 6分 
延床面積：55㎡（1LDK+書斎） 
価格：5,200万円 
郊外の戸建住
宅に移住 
騒がしい環境。もっと落ち着ける
場所に住みたい。 
都会に住んでいると近所づきあい
もさほどないので将来が不安だ。 
ターミナル駅まで電車で約 55分 
駅から車で 10分 
中古住宅（築 4年） 
土地：200㎡，建物：80㎡（3LDK） 
価格：1,600万円 
海辺の戸建住
宅に移住 
子供が独立したので必ずしも今
の家に執着する必要はなく，環境の
良いところに住みたい。 
憧れだった海辺の家に住みたい。 
東京まで電車で 1時間 10分 
駅からバスで 20分，海岸まで 500m 
中古住宅（築 13年） 
土地：170㎡，建物：90㎡（4LDK） 
価格：800万円 
高齢者住宅に
移住 
自宅の維持修繕も大変だし，共働
きだったので地域コミュニティと
のつながりもない｡ 
快適な場所で新しいコミュニテ
ィに溶け込みたい｡ 
東京まで電車で 30分 
駅からバスで 10分 
居住面積 40㎡ 
入居一時金：2,000万円 
健康管理費：800万円（2人分） 
月額管理費：10万円 
郊外の戸建住
宅からサ高住
に移住，自宅は
賃貸に 
将来介護が必要になるという不
安はあるものの，元気なうちは老人
ホームには入りたくない｡ 
ただし，今の自宅を処分する決断
はできない｡ 
都心まで電車で 15分 
駅からバスで 20分 
居住面積 40㎡（1DK） 
初期費用：60万円 
賃料・共益費：10万円 
自宅は貸し出し，毎月 10万円の賃料
収入 
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6-5 グループインタビューの調査結果 
6-5-1 50歳代の男女（グループ 1）に対するグループインタビュー 
6-5-1-1 参加者の属性 
 このグループの対象世代である 50 歳代は，1950 年～1960 年に生まれた世代であり，ワ
ンランクアップ消費世代と呼ばれている。幼少期を当時先駆けとなった核家族の中で育っ
た人たちも増えてきており，消費社会の申し子的存在であり，家族観についても前の世代
とは異なり，多様な価値観が芽生えた世代である。また，大学，短大卒も増加し，高学歴
化の先駆けとなった世代でもある。 
 マイホームの購入時期がバブル期の地価高騰期と重なっており，現時点で住宅を売却す
ると含み損を抱えている可能性が高い。また，近年の給与所得伸び悩みにより住宅ローン
の返済と合わせて，老後資金を十分に確保できていない可能性がある世代である。 
 参加者の属性をみると，男性，女性ともに 3名ずつ，戸建居住者とマンション居住者も 3
名ずつとなっている。単身者が 2 名，夫婦のみ世帯が 2 名，子供と同居が 2 名となってい
る（表 6-3）。 
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表 6-3 グループ 1 の参加者属性 
参加者 主な属性，環境 
A氏 
女性。戸建住宅に居住。住宅ローンが 20年近く残っている。夫は 60歳で，定年
退職まであと 8年。子供は全て独立している。夫の両親，自身の父親は他界して
いる。ローン返済後の移住も良いかもしれないと考えている。 
B氏 
男性。戸建住宅に居住。定年まであと 8年。住宅の規模は 3LDKで，子供 2名（高
校 1 年，中学 1年）と同居。生まれ育った地域なので，現住居に継続居住を希望
している。 
C氏 
女性。マンションで一人暮らし。一人娘であり，高齢となった母親のために近傍
にマンションを購入した。ローン期間は残り 15年程度。65歳くらいまでは継続
雇用を希望。母親の健康が不安になったら同居する必要があると感じている。 
D氏 
男性。マンションに居住。妻が他界し現在は一人暮らし。住まいは 3LDK でロー
ンは全て完済している。将来は田舎暮らしも良いのではないかと考えている。 
E氏 
女性。マンンションに居住。子供は独立。自身は一人娘で，最近，両親が住宅の
建替えを行い，自身，娘夫婦の部屋も用意してくれている。現状は両親と同居の
予定は無く，将来は同居か，現住居への継続居住か決めかねている。 
F氏 
男性。戸建住宅に居住。妻，娘 2人と同居。現住居は相続により取得したためロ
ーンはない。築 30 年以上であるため，今後の家族構成も踏まえつつ，改装，建
替えを検討。両親は畑を含む土地を保有しており，自身もその一部を相続するこ
とになっているが，車がないと不便な場所であるため，移住すべきか悩んでいる。 
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6-5-1-2 結果概要 
1）現在の住居の問題点 
住宅ローンを抱えている参加者が多いのが特徴であった。退職時までに繰り上げ返済し
ようという意志はあるものの，その後の資金計画については，一部参加者を除くと描きき
れていないという感想が多く聞かれた。 
現在保有している住宅に関しては老朽化などの課題を認識しつつ，子供と同居している
場合などでは，「子供が独立してから考える」というように，今後の家族構成の変化が生じ
てから対策を決める姿勢が強く見られた。 
高齢となった親族がいる場合には，近隣に居宅を構えるというケースや，就労をしてい
るため，実家との距離と仕事上の利便性のバランスが取れる居住地を選択しているケース
などがみられた。 
2）将来の居住意向・予定 
移住に対して肯定的な意見を持つ参加者は多かったものの，具体的な検討を始めている
例はなかった。要因としては，「現住居の住宅ローンが残っており，返済するまでは次のビ
ジョンが見えない」「現在は子供と同居しているものの，今後は独立なども見込まれており，   
今後の家族像が見えてこない段階では検討もできない」ことが背景にあるものと思われる。 
将来の親の介護のために引越しをする可能性については，一部参加者は検討しているも
のの，仕事を抱えているうちは仕事上の利便性を優先したいという意向が強かった。定年
後についても，「実家に帰郷することも選択肢のうちの 1つだが，車がないと不便なところ
なので移住すべきかどうか悩んでいる」というように，首都圏における現在の生活利便性
が低下することへの不安感が強いことがうかがえた。 
3）居住意向を決定する要因 
現在のところは，「相続している家に居住」「親の近くに移住」「住宅を購入」など，現住
居に住んでいる理由は様々である。子供の独立や親の介護の必要性など，夫婦（あるいは
自分）以外の要素が居住意向に影響を及ぼす可能性が高いことがわかった。 
子供のころから首都圏に居住している参加者からは現住居への愛着が強く，他地域への
移住を希望する声は少なかった。 
現実問題として，ローンが残っていること，将来の支出が読めないということも，新た
な居住スタイルの検討を妨げている要因にもなっている。 
4）今後の資金計画 
高齢期の資金計画について 40歳代後半から検討・実行していく必要があると考える参加
者がいる一方，前述のとおり，多くの参加者は住宅ローンを抱えており，住宅ローンの返
済を終えた後の資金計画を考える余裕がないというのが実情であった。 
マンション居住者は，値上がりしていく修繕積立金，戸建住宅居住者は将来のリフォー
ム費用の調達など，住宅の維持・管理に係る費用の増大に対する不安感が強い。 
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5）住宅資産を活用した資金調達について 
リバースモーゲージについては将来の資金調達の選択肢としては考えられるものの，融
資額の少なさがネックになっており敬遠される傾向がある。 
居住地を変更する場合には現住居の処分を前提として考えている参加者が多いものの，
物件購入時からの資産下落が気になり，十分な資金を調達できない不安を抱いている。 
 
6-5-1-3 グループインタビュー結果からの示唆 
ローンの残債がある，子供の独立が済んでいない，現時点では親の介護問題がまだ発生
していないなど将来の住まいに係る不確定要素が多く，かつ，現時点では，生活に困って
いるというわけではないことから，まだ将来の具体的な世帯像がつかめていない世帯が多
かった。 
ただし，将来的には何らかの居住環境を変化に迫られるだろうとの意識は強く持ってい
るため，60 歳代以降の完全退職後を備え，現在の自らのおかれた環境を踏まえ，今後どの
ような選択肢がありえるのかという点について，より検討するための機会が与えられる必
要がある。 
 
6-5-2 60歳～65歳の男性（グループ 2）に対するグループインタビュー 
6-5-2-1 参加者の属性 
 このグループの対象世代である 60歳～65歳は，1945年～1950年に生まれた世代であり，
いわゆる団塊世代と呼ばれる世代である。幼少期を大家族の中で育ち，貧しいながらも自
由で開放的な社会に育まれ，社会の多様化を経験して育った世代である。多くの人が中学
卒，高校卒であり，就職時期がちょうど高度経済成長期にあたり，特に地方の中卒者，高
卒者は金の卵ともてはやされ，東京に出てきた世代でもある。 
 マイホームの購入に関しては，早めに購入したものバブル期の地価高騰前に購入してお
り，現在でも含み益がある可能性が高いが，購入が遅れた者は含み損を抱えている可能性
が高い。現在は定年を迎え，完全リタイアした人と，再雇用制度で働いている人がいるが，
老後に対する備えに関しては，50歳代での給与の伸びに大きく影響される。 
 参加者の属性をみると，このグループは全員男性であり，戸建居住者とマンション居住
者が 3名ずつとなっている。単身者は 2名，夫婦のみの世帯が 4名となっている（表 6-4）。 
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表 6-4 グループ２の参加者属性 
参加者 主な属性，環境 
A氏 
都心のマンションで一人暮らし。海外をまたにかけ，近々起業予定。移住する予
定は基本的にはない。 
B氏 
郊外の戸建住宅在住。子供は独立し夫婦世帯。再雇用制度を活用し現在も働いて
いる。将来は都心のマンションに住みたい気持ちはあるが，具体的な予定はない。 
C氏 
23 区内の戸建住宅在住。一人暮らし。30 歳代で現住居を購入したが，バリアフ
リー対応はできていない。将来は都心のマンションへの転居も検討している。 
D氏 
都心のマンションで夫婦世帯。自宅で個人事業を手がけている。マンションの老
朽化が進み，不安を抱いている。 
E氏 
23 区内の戸建住宅在住。再雇用制度を活用中。将来は郷里に一度戻り，現住居
は子息に譲るが，介護が必要になった際には面倒を見てもらえればと考えてい
る。 
F氏 
郊外のマンションで夫婦世帯。郷里の母親の体調が優れないため，郷里に戻る予
定だが，マンションの買い手がつかず困っている。 
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6-5-2-2 結果概要 
1）現在の住居の問題点 
いずれの参加者も現在は健康面，体力面での問題はなく，現住居で生活ができているが，
高齢の親と将来の自分の姿を重ね合わせ，将来の住まいや生き方に対して不安を抱くよう
になってきている。 
また，子供が独立した後の子供部屋の有効活用（物置代わりになっている）や建築物そ
のものの老朽化が進行しており，対策が迫られていることを参加者自身も認識している。 
2）将来の居住意向・予定 
 参加者の中で首都圏以外への居住意向（予定）がある参加者は，いずれも郷里（実家）
に帰るというケースであったが，その理由は，「親の介護によりやむを得ず」と「体が動く
うちは郷里で過ごしたい」というものであった。 
 首都圏出身者の参加者の間には，田舎暮らしは利便性が低いというイメージが根強く，
移住希望者はいなかった。郊外に居住する参加者からは，生活の利便性がより高くなる都
心部への移住を志向する傾向が見られた。しかし，具体的な計画には入っておらず，現段
階では漠然とした考えにとどまっている。 
 また，親の介護を経験したことのある複数の参加者は，当面は現住居への継続居住や都
心マンションへの移住を考えつつも，最終的には高齢者施設に入所することも選択肢とし
て考えていることが分かった。 
3）居住意向を決定する要因 
 居住意向については，自身の希望よりも配偶者（妻）の意向を優先するべきという意見
が多数を占め，結果として多くの世帯は，現在の生活スタイルと変わらない形態を選択す
るのではないかという結論に至った。 
 また，自らが希望しているわけではないものの，子供側が二世帯住宅を提案していると
いう参加者がいたほか，若者の収入が伸び悩んでいる現実に直面し，子供の住宅取得の際
の援助等を念頭に置きながら，現住居の活用方法を検討している様子もうかがえた。 
 仮に自らが移住を希望する場合は，単に良好な居住環境を求めるだけでは不十分という
意見が聞かれた。特に男性の場合は，これまでの人生で培ってきたものを活かせるような
環境でなければ，移住を決断しにくいとのことであった。また，前述のとおり，「都心のマ
ンションに移住した後に，最終的には高齢者施設へ入所」というビジョンを描いていた参
加者がいたように，「老後」を単一のものとみなすのではなく，高齢期の各ステージにおい
て住まいに関するニーズが異なるという点についても着目しなければいけないことがわか
った。 
4）今後の資金計画 
 いずれの参加者も年金など現在の収入で日常生活を送ることに対し問題がないとしてお
り，今後の資金計画についても「将来購入するマンションを売却し高齢者施設に入居する」
など比較的楽観的な考えを持っていることがわかった。 
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 前述のとおり，日常生活を送るには現状の収入で十分にやっていけるが，高齢者施設に
入居する際などにはまとまった資金が必要であるという認識を持つ参加者もいた。また，
郷里の実家に移住する際のリフォームの費用を調達する仕組みはないか関心を持った参加
者もいた。 
5）住宅資産を活用した資金調達について 
 現住居の資産価値が購入時と比較して減少している可能性が高いという現実に直面して
いるにも関わらず，維持・管理の面倒さから売却を選択しようとする回答者が多い。固定
資産税やマンションの管理費も負担が大きく，こういった資金負担から解放される売却が
選択される傾向がある。 
 しかし，当初は「賃貸は面倒」という理由で賃貸を敬遠していたが，グループインタビ
ューの中で賃貸の長期的な収支バランスについて詳細に説明すると，前向きな姿勢に転換
する参加者もいた。 
 リバースモーゲージについては，独身の参加者の中には関心を持つ者もいたが，利用可
能額の少なさから，多くの参加者は現時点での利用意向は低い。 
 
6-5-2-3 グループインタビュー結果からの示唆 
多くの参加者は，「都心居住」など，漠然とした将来の住まいのあり方に対するイメージ
を持っているものの，具体的な行動には移していない。一方，実際に移住を計画している
のは，親の介護など，必要に迫られて行っている例である。また，子供の方から二世帯同
居を提案してくる例もある。このほか，居住形態を決めるのは配偶者の意向によるところ
が多いという意見で一致するなど，60歳～65歳の男性は，自らの意思というよりも周囲の
意見に耳を傾け，最終的な判断を行うという傾向が見られた。このため，「郷里の実家に帰
る」「現住居を建替え（改修）して二世帯同居」といった状況に合わせた，支援策が必要に
なってくるものと思われる。 
また，一部を除き多くの参加者からは「子供が自分の介護をすることは望まない」とい
う意見が聞かれた。そのような希望をする層の住まいの受け皿として，「江戸の長屋のよう
なコミュニティ」を創造するというニーズも一定あるものと思われる。 
また，今後の住み替えの可能性について，「60歳代後半」という意見が多数聞かれた。前
述のとおり，60歳～65 歳の男性は家族をはじめ周囲の意見を熟慮した上で最終決定する傾
向があることから，60 歳代後半の移住を目指す場合は，長期間の検討・準備期間が必要で
あると思われる。 
 
6-5-3 60歳～65歳（グループ 3）の女性に対するグループインタビュー 
6-5-3-1 参加者の属性 
 このグループはグループ 2と同じく，1945年～1950年に生まれた団塊の世代である。参
加者の属性をみると，グループ 2 が全員男性だったのに対し，このグループ 3 は全員が女
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性となっている。戸建居住者が 4 名，マンション居住者が 2 名となっている。単身者が 2
名で，夫婦のみ世帯が 2名，夫と子供あるいは親と同居しているものが 2名となっている。
配偶者がいる者の配偶者は全員就労しており，本人の就労状態については，パートを含め，
働いている者が 4名，専業主婦が 2名となっている（表 6-5）。 
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表 6-5 グループ 3 の参加者属性 
参加者 主な属性，環境 
A氏 
61歳。戸建住宅に居住。夫は就労中で，自身もパートで働いている。子供は 3人
で，将来は現住居を娘夫婦に譲って，自身の面倒を見てもらいたいと考えている。 
B氏 
62歳。マンションに居住。夫は他界し，子供も独立したため現在は 1人暮らし。
娘がひと駅隣に住んでいる。将来は地方で気の合う人達との共同生活をしたいと
考えている。 
C氏 
60 歳。戸建住宅に居住。夫は 61 歳で，現在も働いている。夫と義父，次男の 4
人暮らし。自身の両親は 90歳前後で，現在は有料老人ホームで生活している。息
子が結婚し，夫婦だけになった後は，自分たちも有料老人ホームに移り住むこと
を考えている。 
D氏 
62歳。戸建住宅に居住。住宅はバブル期に購入。夫は就労中で，自身もパートで
働いている。夫と息子の 3 人暮らし。娘は独立して近隣に居住。自身の両親は健
在で弟が面倒をみている。移住の可能性もあるが，夫は地元出身で知り合いも多
く，今後もここに住むものと考えている。 
E氏 
63 歳。離婚歴があり現在は独身。継続雇用で 62 歳まで働き，現在はパート。仕
事のほか，遊びでも積極的に活動している。現在は横浜にマンションを所有して
おり生活に便利だが，今後のことを考えるとどうしようかと思案している。 
F氏 
63 歳。戸建住宅に居住。夫は就労中で，3 人の子供は独立している。現在は郊外
の持家に住んでいるが，築 30年が経過し，リフォーム，買い替え，建替え，都心
への移住などを考え始めている状況にある。 
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6-5-3-2 結果概要 
1）現在の住居の問題点 
子供が独立し，別の世帯を構えるなどして，部屋数が多すぎで持て余しているという意
見が多かった。ダウンサイジングも検討したいが，子供と同居する可能性や子供が来訪し
た際の部屋の確保など，子供との関係性による要因で検討に踏み切れないという意見が多
かった。 
戸建住宅に居住する者は，多くがリフォームを実施済みであった。一部，オール電化や
バリアフリーの対応を実施している。太陽光発電については，検討したもののコストの面
から断念したという意見が多かった。 
2）将来の居住意向・予定 
子供が独立している場合であっても，自身の住宅に余裕がある場合，近隣に子供が居住
している場合には，二世帯住宅もしくは近居を望む意見が多かった。現時点で，子供世帯
と具体的な話し合いを行っているという意見もあった。 
自らは現在の居住地から離れたくないという意見が多い一方で，一部には，郊外への移
住を希望する意見も存在した。 
3）居住意向を決定する要因 
未婚や離婚などで単身世帯である場合や，配偶者の他界や子供の独立などで単身世帯と
なってしまった場合には，老後に備えた移住について，漠然としながらもイメージをもち，
検討を始めている。 
しかし単身世帯以外では，老後に対しての具体的なイメージをもてないようであり，自
らの両親の老後の姿を，自らの老後のイメージとしているという意見があった。 
多くの場合には子供はすでに独立しているが，一部にはまだ独立せずに親と同居してい
る子供がいるケースもあった。そうしたケースでは，子供の将来の居住場所を確保するこ
とを，自らの居住環境の改善よりも優先する傾向にあることがわかった。 
4）今後の資金計画 
株式への投資をしたりや投資用マンションを保有しているなど，現状において生活資金
に不安がある状況にはない。ただし，自らが今後の居住環境を改善するためには，何らか
の形で資金調達が必要であるとの認識を持っていた。資金調達のためには，売却，賃貸な
ど居住住宅を活用する必要性を感じているケースも多かった。 
5）住宅資産を活用した資金調達について 
他の選択肢との比較検討を行うことなく，単純に「自宅を売却して，施設に入居する」，
「新たに買い換える」という意見があった。ただし，特にバブル期に住宅を購入した者に
ついて，居住住宅を売却した場合のキャピタルロスを回避したいという意見もあった。 
売却との見合いの中で，特に生活資金の補填や新たに入居する賃貸住宅の賃料と相殺が
可能となる場合には，居住住宅の賃貸を選択するという意見もあった。 
リバースモーゲージについては，ほとんどの参加者からは活用を希望する意見がなかっ
たが，唯一，独身で居住住宅を相続する必要のない者から，他の手法との比較・検討可能
性に関する意見がなされた。 
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6-5-3-3 グループインタビュー結果からの示唆 
子供がまだ独立していない世帯や，独立した子供世帯が比較的近隣に居住している場合
には，子供との同居や近隣のマンション等への住み替えを検討するというニーズが多く，
自らの居住環境の選択に子供の意見が大きく影響を与えている点が特徴的であった。 
ただし，介護については，子供の世話になりたいという意見は少なく，必ずしも介護の
ために子供を当てにしているということではないようであった。なお，すでに自らが親の
介護の問題を経験している者は，基本的には親の介護のあり方を踏襲するかたちで，自ら
の将来の居住イメージを構築しているようであった。また，子供が独立している場合は，
居住住宅を相続させたいという思いは少なく，自らの老後のために有効に活用したいとい
う思いが強かった。 
住宅をバブル時に購入したケースでは，単純に売却した場合には含み損の発生も想定さ
れるところである。それゆえ，売却による含み損を回避するため，居住住宅を賃貸するこ
とを希望する者も存在したが，多くの場合，各手法との比較・検討をしないまま，単純に
売却を選択する意見が多かった。現時点では，具体的な将来の居住イメージを検討してお
らず，必ずしも経済的な合理性から判断しての意見ではなかったためと想定される。 
自身が単独世帯を構成している場合については，将来の居住環境に関する検討を始めて
おり，現在の居住住宅の活用方法について，具体的な比較，検討を行っている者も存在し
た。なお，独身世帯で特に相続の必要がない者の場合には，リバースモーゲージの検討可
能性はある。 
 
6-5-4 70歳以上の男女（グループ 4）に対するグループインタビュー 
6-5-4-1 参加者の属性 
 このグループの対象世代である 70歳以上は，1940年以前に生まれた世代であり，戦前・
戦中派世代と呼ばれる世代である。幼少期を大家族の中で育ち，「節約する」「物を大事に
する」「我慢する」といった素養が身についていると同時に，「男は仕事，女は家庭」とい
う家庭観を持っている世代である。団塊世代と同様に多くの人が中学卒，高校卒であり，
就職時期がちょうど高度経済成長期にあたり，特に地方の中卒者，高卒者は金の卵ともて
はやされ，東京に出てきた世代でもある。 
 マイホームの購入に関しては，多くの人がバブル期に入る前に購入しており，含み益が
ある可能性が高い。現在は完全退職をしており，就労期に節約精神でこつこつためてきた
貯蓄と年金で悠々自適に暮らしている人が多いと思われる。 
 参加者の属性をみると，このグループは男性，女性がそれぞれ 3 人ずつであり，戸建居
住者とマンション居住者が 3 名ずつとなっている。夫婦のみの世帯が 4 名，子供と同居し
ている世帯が 2名となっている（表 6-6）。 
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表 6-6 グループ 4 の参加者属性 
参加者 主な属性，環境 
A氏 
男性。戸建住宅に妻と居住。子供は独立し，家が広すぎて困っている。現在は介
護の必要はないが，貯金を使い果たした際の不安がある。安全面を考慮しマンシ
ョンへ移住するか，リフォームして，現在の家に住み続けるか決めかねている。 
B氏 
男性。マンションに平成 6年から妻と居住。子供は全て独立。管理面ではマンシ
ョンの方が楽であるが，管理費や修繕積立金などの費用が発生するのが難点であ
る。また，固定資産税，都市計画税の負担感がある。 
C氏 
女性。戸建住宅に約 30 年前から居住。約 5 年前に屋根や水周りのリフォームを
行ったが，バリアフリーの対策を講じていない。未婚の息子と同居。現状でどう
にか生活を維持しているので，あまり老後の暮らしについて切実に悩んでいな
い。 
D氏 
女性。戸建住宅に夫と居住。2人の子供は独立し近隣に居住。自宅は耐震，バリ
アフリーともに未対応で，管理に負担感がある。地域に愛着があり，近隣に子供
いるので，現住居に近く，小さくて良いマンションを探している。 
E氏 
女性。マンションで夫，息子と居住。近くに畑を借りて野菜作りなどを楽しんで
いる。以前は戸建住宅で両親と同居していたが，両親が退職後 70 歳で住宅を売
却したため，自身もマンションへ移住した。父親への遠距離介護の経験から，老
齢期は，ただ暮らすだけではなく，生き甲斐が必要であるとの思いが強い。 
F氏 
男性。マンションに居住。3人の子供は全て独立。母親を引き取ったが，エレベ
ーターが未設置，定期的な通院が必要などの理由で，介護付き有料老人ホームへ
入居させた。現住居を売却して近隣のマンションを購入，娘の近くに移住，実家
の売却益で実家近くのマンションを購入などの選択肢で悩んでいる。 
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6-5-4-2 結果概要 
1）現在の住居の問題点 
戸建住宅の場合には，築年数が経っており，老朽化が進んでいるため，大規模なリフォ
ームの必要性が生じている。また，マンションの場合には，設備の老朽化やバリアフリー
という観点から，将来的にはリフォームもしくは住み替えを検討しなければならないとい
う意見もあった。 
子供の独立後，住宅が広すぎて管理が面倒になっている。 
2）将来の居住意向・予定 
現状で夫婦が健在かつ健康に問題がないため，将来の居住環境についての具体的なイメ
ージに関する意見は少なかった。また，現状の生活に大きな不満を抱えているという状況
も少なかった。ただし，介護が必要となった場合など，将来の漠然とした不安は抱えてい
るようであった。 
介護について，子供を当てにしているという意見はほとんど無かった。子供を当てにせ
ず，近隣住民や親族などの地縁や血縁などを大事にすべきという意見もあった。 
3）居住意向を決定する要因 
介護について，極力子供の世話になりたくないという思いが強い一方，夫婦のいずれか
が他界し独居になった場合で，近隣に子供が居住している場合には，子供世帯との同居を
選択せざるを得ないだろうという意見があった。ただし，本件について，子供世帯と十分
に話し合っている状況にはない。 
4）今後の資金計画 
具体的な資金計画を検討しているケースは少なかったが，もしも建替え，住み替え，大
規模リフォームを行うこととした場合には，貯蓄だけでは資金が不足していることを認識
している。 
5）住宅資産を活用した資金調達について 
居住住宅を売却した場合に得られるキャッシュに対し悲観的であり，可能であれば経常
的にキャッシュの得られる賃貸を希望する意見が多く，移住・住みかえ支援機構（以下，「JTI」
とする。）のマイホーム借上げ制度に高い興味を示していた。ただし，既に自らの親の住宅
を賃貸した経験などがある者では，賃貸住宅とすることの管理の煩雑さ，賃料の不安定さ
を認識しており，長期安定的な賃貸条件を望む意見があった。 
 
6-5-4-3 グループインタビュー結果からの示唆 
現状の年金収入等において生活する分には不自由は感じておらず，建替え，住み替え，
リフォームといった居住環境改善ニーズについて，あまり意識しない傾向にあった。ただ
し，住宅の老朽化やバリアフリーへ未対応となっているなど，現在の居住住宅に継続的に
居住するためには，ある程度まとまった資金が必要となるということを漠然と意識してい
た。 
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なお，介護にあたっては，子供の世話になりたくないという考えが強かった。しかしな
がら，実際に健康に不安が生じた場合や夫婦のどちらかが他界して独居になった場合につ
いて，近隣に居住する子供を少なからず当てにしているという面も明らかになった。 
全体的に居住環境の改善に関するニーズは少なく，住宅資産の活用方法について十分な
比較，検討をしている状況になかったが，万が一，現在の住宅が不必要となった場合には，
売却するよりも賃貸を希望するという意見が多かった。ただし，親の住宅を賃貸住宅とし
て運用した経験のある者からは，賃貸住宅の管理に係る煩雑さ，賃料の不安定さに関する
発言があり，賃貸住宅経営の未経験者が高齢期に差し掛かってから賃貸住宅経営を始める
ことの難しさも明らかになった。 
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第 7章 子育て世帯の住宅・資金ニーズに関する意識の把握 
 
7-1 はじめに 
第 6 章でみたように，高齢者世帯を対象としたグループインタビューから，高齢者世帯
の土地・住宅資産の活用には，高齢者世帯自らの意向だけというより，彼らと子との関係
を通して，彼らの子側の意向が影響を及ぼしていることが明らかになった。 
現在の高齢者世帯の子世代に相当するのは，主として子育て世帯と考えられ，彼らの住
まい方に関する意向や親との関係等を把握することは，高齢者の土地・住宅資産の有効活
用を考える上で有用と考えられる。そこで，本章では子育て世帯を対象としたグループイ
ンタビュー結果から，子育て世帯の住宅・資金ニーズを明らかにしていく13。 
 
7-2 子育て世帯へのグループインタビュー実施の目的 
 第 5章では，高齢者の住み替えの潜在的なニーズがあることが明らかにされた。しかし，
実際には，様々な理由により，住み替え（現在のニーズにあった住環境の実現）は進んで
いないことも明らかになった。結果として，子育て対応型の住宅で夫婦のみあるいは単身
世帯が高齢期を過ごす「ミスマッチ型持家」が大量に発生し，中古住宅市場に物件が供給
されないという事態に陥っていることが想定される（図 7-1）。 
  
                                                   
13 詳細については，酒井達彦，中島裕之，明野斉史（2012）「高齢者等の土地・住宅資産の有効活用に関す
る研究」国土交通政策研究第 104号を参照。 
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図 7-1 高齢者世帯と子育て世帯の住宅のミスマッチ 
出典：社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第 27 回）（平成 22 年 8 月 30 日）配布資料より抜粋 
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 高齢者が住み替えをしない最大の理由は現在の住宅に住み続けたいからであるが，その
一方で経済的理由（現在の住宅が処分できない）により住み替えを断念している高齢者が
いる。そこで多くの高齢者が居住しているファミリー向け住宅の「次の住まい手」として
期待される 30歳代子育て世帯を対象に，住宅に対するニーズ（新築住宅と中古住宅の選好），
特に中古住宅に居住する際の留意点，住宅に投資できる金額等を把握することを目的とし
て，グループインタビューを実施した。 
 
7-3 グループ分けと参加者の属性 
ネットリサーチ・アンケート調査会社に登録しているサンプルの中から，首都圏 1 都 3
県（東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県）の 30歳代の子育て世帯で現在，賃貸住宅に居住
している男女 12人を抽出した。なお参加者の属性は，比較的廉価な価格（賃料）で質の高
い住宅への居住を希望する可能性がある層という観点から，「年間世帯収入が 500万円程度
であること」，「親世帯と別の世帯を形成していること」，「将来的な住み替えニーズがある
こと」とした。   
その男女 12 人を将来の希望居住形態別に，「マンション（持家）」「戸建（持家）」「賃貸
住宅」の 3 グループに分類し，「所有形態の選好（持家か賃貸か）」，「立地面，住宅面（築
年数，設備），資金面など住み替えに関わる諸条件」，「親との関係（居住地への影響，将来
の相続の有無）」の 3 つの視点から，平成 23年 10月にグループインタビューを実施した。 
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表 7-1 グループインタビュー対象者の条件設定 
参 加 者
の属性 
共通条件 
年齢 30～40歳の男女 
居住地域 1 都 3 県居住者 
所得 年間世帯収入 500 万円程度 
その他条件 
親世帯と別の世帯を形成していること 
子供が少なくとも 1名以上いること 
将来的な住み替えニーズがあること 
グルーピ
ング 
居住志向 確認事項 
グループ 1 
：マンション（持
家）を希望 
新築・中古の選好 
持家・賃貸の選好 
親の居住不動産に対する考え方 
住宅を決定するにあたってのポイント 
今後の資金計画 など 
グループ 2 
:戸建（持家）を
希望 
グループ 3 
：賃貸を希望 
属性に関
する事前
確認事項 
現在の住宅の種
別 
現在の居住住宅の「戸建」「マンション」「分譲」「賃
貸」の別 
子供の数 
「小学校低学年以下」「小学校高学年以上」の子供の
人数 
理想の建物状態 「新築」「中古」の選好 
理想の居住形態 「持家」「賃貸」の選好 
住み替えニーズ 「住み替えニーズがある」人を対象として選定 
世帯主通勤先 世帯主の就業先の都市名 
親からの住宅の
相続可能性 
1 都 3 県における親の居住不動産の有無と相続可能
性について 
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7-4 グループインタビューの調査結果 
7-4-1 マンション（持家）への住み替えを希望する男女（グループ 1）に対するグループ
インタビュー 
7-4-1-1 参加者の属性 
 このグループの対象者は，次に住み替えるならば分譲マンションを購入したいと考えて
いる，首都圏の子育て世帯の男女である。参加者の属性をみると，男性，女性がそれぞれ 2
名ずつであり，子供が 2 人いる世帯が 3 名，子供が 1 人の世帯が 1 名となっている。民間
の賃貸住宅に住んでいる人が 3名，社宅に住んでいる人が 1名となっている（表 7-2）。 
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表 7-2 グループ１の参加者属性 
参加者 主な属性，環境 
  
A氏 女性。夫と子供 2人。埼玉県内の夫の社宅に住んで 7年目。2LDKで部屋が狭い
のが悩み。具体的ではないが物件チェックはしている。 
B氏 男性。妻と 4歳の子供１人。23区内の 2DKの賃貸に 8年間住んでいる。最近，
賃貸に住み続けるか，持家（マンション）にするかを具体的に検討している。 
C氏 男性。妻と子供 2 人。神奈川県内の賃貸のテラスハウスに居住しているが，最
近手狭さを感じている。新築のマンションのモデルルームを見学中。 
D氏 女性。夫と子供 1人。千葉県内の駅から徒歩約 10分の賃貸住宅（1階）に住ん
でいる。夫の持ち物が多く，1 部屋使っている。このため，2LDK だがほぼ 1LDK
となってしまっている。 
 
 146 
7-4-1-2 結果概要 
1）現在の住居の問題点 
賃貸住宅に多く見られる浴室・トイレ一体型のユニットバスや収納の狭さ，老朽化など
が，主な課題として挙げられた。 
また，夫婦二人の時はなんら問題なかった住宅の造りが，子供の誕生や成長によって，
事故を引き起こす可能性のある造りへと変化してしまったということも指摘された。 
2）持家の良さ 
高齢期になっても賃貸住宅に住み続けることができるのかという不安は，持家取得に突
き動かす大きな要因の一つになっている。また，住宅に関する費用を払い続けることによ
る資産形成という側面からも持家のメリットを感じている。ただし，資産価値の上昇に関
する期待はない。 
「賃貸では壁等に自由に画鋲を打つことができないが，持家なら気兼ねなく打てる」，「子
供が壁に落書きしても，敷金のことなどを気にする必要がない」などといった住宅の使用
に関する制約がないことを指摘する参加者もいた。 
3）住宅を探す上での課題 
予算面の制約から中古物件もやむなしと考えている一方，35 年ローン等の借り入れに対
しては慎重である。住み替えの際の立地に関しては，親の実家の近くというのも念頭に置
いている。 
また，子供の学区のことや公園や小学校，病院が近くにあることなどを挙げる参加者も
いた。 
4）賃貸住宅に対する思い 
賃貸住宅はデメリットばかりではないと考えているものの，敷金・礼金など，居住者に
とって「無駄」と感じる出費が多いことなどが課題となっている。JTIの定期借家契約の仕
組みについては，魅力的であるものの，3年という期間の短さを指摘する声があった。 
また，賃貸は狭くて不便という先入観をもっている。 
その一方で，賃貸であれば，修繕等は家主がやってくれるなど管理の面でのメリットも
指摘された。 
 
7-4-2 持家（戸建）への住み替えを希望する男女（グループ 2）に対するグループインタビュー 
7-4-2-1 参加者の属性 
 このグループの対象者は，次に住み替えるならば戸建住宅を購入したいと考えている，
首都圏の子育て世帯の男女である。参加者の属性をみると，男性，女性がそれぞれ 2 名ず
つであり，子供が 2 人いる世帯が 3 名，子供が 1 人の世帯が 1 名となっている。公的な賃
貸住宅に住んでいる人が 2名，民間の賃貸住宅に住んでいる人が 2名となっている（表 7-3）。 
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表 7-3 グループ 2の参加者属性 
参加者 主な属性，環境 
A氏 女性。夫と 8 歳と 6 歳の子供 2 人。現在，23 区内の UR 住宅に住んでいるが，ぼ
んやりと持家にするか，賃貸にするのか検討中。 
B氏 男性。妻と 3 歳と 0歳の子供 2人。23区内の民間賃貸住宅に居住しているが，更
新時期が近づいているため，持家取得も視野に入れている。 
C氏 男性。妻と 3 歳の子供 1 人。埼玉県内の民間の賃貸住宅の在住（1LDK）に在住。
職場まで車で約 1 時間かけて通っているが，手間を考えると住み替えも難しいと
感じている。 
D氏 女性。夫と 7歳と 2歳の子供 2人。千葉県内の UR住宅に引っ越したばかり。今す
ぐではないが，持家はほしいと考えている。 
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7-4-2-2 結果概要 
1）現在の住居の問題点 
現在の賃貸住宅では面積が狭い，また周囲への騒音などから，子供たちがのびのびと暮
らせないという問題点が指摘された。特に，騒音問題を避けるという意味で，将来は戸建
を希望する傾向が見られる。 
2）持家・賃貸の選好と，持家購入に際しての不安 
持家（戸建），特に新築住宅に対する人気が高い。一方，住宅購入に際しての資金計画に
際しては，頭金を一定程度準備する必要性は強く感じているものの，現状はその準備が十
分ではないと感じている。 
3）持家に対する資産意識について 
住宅に求めるのは現在の自分たちの質の高い暮らしをサポートする役割であり，将来の
資産形成の可能性については全く考えていない，あるいは悲観的と言える。 
4）賃貸住宅への今後の居住について（定期借家物件も含む） 
現状では賃貸住宅に対して大きな不安はなくても，高齢期においても同じ条件で借りら
れるのか，また，現在と同水準の家賃を支払うことができるのかといったことに対する不
安は大きい。さらに，JTI物件のような，廉価な定期借家契約の物件に対しては，子育ての
継続性の観点から，10年程度は継続居住できるタイプのものを望む声が多かった。 
5）居住地の立地的な条件について 
現状の立地条件が最善と考えている声が大半を占めた。ただし，子供にとって良い環境
であること，配偶者の同意を得られることという 2 点をクリアすれば，郊外等への住み替
えも検討されうることがわかった。 
6）新築住宅が好まれる理由，中古住宅に求められる点 
多くの参加者は新築住宅を希望しているが，予算の制約から，中古住宅も選択肢に入れ
るという傾向も見られる。築年数の目安は 20～30年だが，物件次第という状況である。 
7）理想のコミュニティについて 
子供がうるさくしても理解してくれる同年代の子育て世帯がいることが安心感につなが
るという意見が大勢を占めた。 
 
7-4-3 賃貸住宅への住み替えを希望する男女（グループ 3）に対するグループインタビュー 
7-4-3-1 参加者の属性 
 このグループの対象者は，次に住み替えるならば賃貸住宅に住み替えたいと考えている，
首都圏の子育て世帯の男女である。参加者の属性をみると，男性，女性がそれぞれ 2 名ず
つであり，子供が 1 人の世帯が 3 名，子供が 2 人の世帯が 1 名となっている。公的な賃貸
住宅に住んでいる人が 1 名，社宅に住んでいる人が 1 名，自宅を所有しているが現在単身
赴任している者が 1名，民間の賃貸住宅に住んでいる人が１名となっている（表 7-4）。 
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表 7-4 グループ 3の参加者属性 
参加者 主な属性，環境 
A氏 女性。子供と 2人暮らし。公営住宅に約 4年住んでいる。築 20年ほどで，やや
古めである。 
B氏 男性。妻と子供 2人。千葉県内の社宅在住。通勤の不便さが課題。 
C氏 男性。妻と子供 1人。神奈川県内に妻の両親と一緒に家を建てたが，自分だけは
単身赴任をしている。以前は同居していた 
D氏 女性。夫と 1人の子供がいる。東京都内で，駅から 20分ほどの 1LDKのマンショ
ンに住んでいる。静かで気に入っているが，3人で住むには狭いのが悩みである。 
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7-4-3-2 結果概要 
1）現在の住居の問題点 
現在の賃貸住宅では面積が狭い，また子供の出す騒音などが問題という声が目立った。
子供のことなどを考え，住み慣れた地域での住み替えを希望する参加者が多かった。 
2）賃貸のメリット 
持家の場合は，住宅の維持・管理に関する手間や費用がある一方，賃貸住宅の場合は家
主が面倒を見てくれるというメリットが大きいと感じている。また，大地震の際のリスク
についても認識されている。さらに，将来は実家で同居という可能性もある参加者は持家
取得に慎重であった。 
3）賃貸のデメリットと言われる点（資産形成できない等）に対する考え 
持家の資産性には大きな期待はしておらず，また，子供に資産を残すこともあまり考え
ていなかった。 
4）JTIの制度について 
制度自体は魅力的であるものの，居住期間に制限が出ることに対する不安は大きい。子
供が義務教育を終了するまでの期間は，同一地域に居住したいというニーズは大きい。 
5）中古住宅居住の条件 
築年数としては 10～20年程度が目安。ただし，水周りを中心にしっかりとしたリフォー
ムが必要であると考えていた。 
6）居住地のコミュニティについて 
慣れないコミュニティに入り込むことに抵抗はないという意見がある一方，事前に自分
たちが希望する環境に適合したものか見極めた上で選択するという参加者もいた。なお，
高齢者がいるコミュニティは，安心感があるなどの理由から，肯定的に受け止められてい
た。 
 
7-4-4 ヒアリング概要のまとめ 
各グループインタビューの回答結果を，共通の質問事項（現住居への不満，住み替えを
行う際に重視したいこと，中古住宅への住み替えの適否，理想の住環境・コミュニティ像，
住まい方に関する親との関係）で取りまとめた（表 7-5）。 
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表 7-5 各グループの住居に対する認識の比較 
  持家（戸建）への住
み替え希望者 
持家（マンション）へ
の住み替え希望者 
賃貸への住み替え希望
者 
まとめ：各グループ共
通 
現住居への不
満 
 
子供が騒がしいと隣
近所，上下階の方に迷
惑をかけてしまう 
模様替えも容易にで
きない 
将来のことを考える
と契約更新時の賃料改
定が不安 
 
以前は持家を考えて
いたが，東日本大震災以
降災害リスクを考える
ようになった。賃貸であ
れば地震で家がつぶれ
ても持家よりかは大き
な損にはならない 
狭い。子ども部屋，
収納スペースが確保
できる広さがない 
設備が古く，使い勝
手が悪い。特に水回り
（台所，浴室，トイレ） 
住み替えを行
う際に重視し
たいこと 
 
できる限り長く住み
続けられる住環境，住
宅であること 
自身や親の家の近く
であること 
マンション固有のコ
スト（修繕積立金，管
理費・共益費） 
 
ライフスタイルに合
った住宅であること 
経済的負担（引っ越し
代，敷金・礼金，契約更
新時の改訂賃料等） 
立地全般（通勤，通
学，買い物の日常の利
便性等） 
周りのコミュニテ
ィの状況 
住宅の設備が新し
いこと 
中古住宅への
住み替えの適
否 
 
希望する立地・広さ
で，新築の場合に住宅
ローンが退職までに完
済できなければ，中古
住宅もやむを得ない 
マンションの場合，
戸建て以上に外見や設
備で新築と中古に差が
あるように思える 
周りの同世代のマン
ション購入のほとんど
が新築 
新築であれば，従前
の居住者の状況などを
気にしなくていい 
立地やコストを優先。
新築であることに越し
たことはないが，最優先
条件ではない 
持家希望者は新築
を重視し，中古住宅を
敬遠する傾向にある 
マンション希望者
の場合，この傾向が強
い 
他方，賃貸希望者は
必ずしも新築を必須
条件とはしていない 
理 想 の 住 環
境・コミュニ
ティ像 
参加者自身と同じ年代，世帯状況のコミュニテ
ィであることを重視している。お互いに同じよう
な事情を抱えていることが分かると安心感が持
て，相談もし易いから，とのこと 
モデルルームに足を運ぶ時に自身以外の来訪
者も見ているという回答もあった 
立地面（通勤・通学面，
周辺の利便性）を重視し
ている。コミュニティも
良いことに越したこと
はないが，賃貸の場合に
は決め手となり難いと
の回答が多かった 
 
持家希望者，特にマ
ンション希望者の回
答からは，他の購入予
定者と自身との同質
性を重視している傾
向が見受けられる 
他方，賃貸希望者の
回答からは，持家希望
者より立地面（通勤・
通学，周辺の利便性）
の重視度が高く，周辺
コミュニティを判断
の決め手とはしてい
ない傾向が見受けら
れる 
住まい方に関
する親との関
係 
 
親の意向として，同居したい／迷惑をかけたく
ないので同居したくないという双方の声があっ
た 
参加者である子育て世帯側は，今のところは積
極的に親との同居を望んでいない回答が多かっ
たが，参加者自身あるいは配偶者が長男／長女の
場合は，将来的な親の世話の必要性を意識して，
自身の希望する住み替え先（持家戸建てあるいは
マンション）で親との同居を考えている。その場
合でも，二世帯住宅や近所で別々に住むこと，同
じマンションの違う部屋に住むことを理想とし
ている回答もあった 
親が同居を希望して
いない参加者が多かっ
たため，「近くに親が住
んでいることを住み替
え検討において優先す
るか」という質問を行っ
たところ，総じてお互い
に何かあった場合に駆
けつけることが可能な
距離があればそれで十
分である，という声が多
かった 
持家希望者からは，
将来的な親の世話を
意識した回答があっ
た 
他方，賃貸希望者か
らは，親側からも子育
て世帯側からも同居
や近居を積極的に希
望しておらず，付かず
離れずの適度な距離
感を重視しているよ
うである 
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7-4-5 グループインタビューからの示唆 
グループインタビュー参加者の間での共通点は，持家に対する資産性を期待していない
点である。自分たちが快適に暮らせる環境を実現することが最大の目標であり，その後の
資産価値については，重視していないという傾向がうかがえた。 
持家住宅と賃貸住宅を希望する理由の差異としては，「敷金・礼金などを看過できない無
駄な費用と見るか（持家取得派）」「持家の維持・管理にかかる手間や費用が大きな負担と
見るか（賃貸住宅派）」が考えられる。また，賃貸住宅派は，各年代のライフスタイルに応
じた居住形態を選べるメリットを考える一方，持家派からは，高齢期になっても現在と同
じ水準の賃料を払い続けることができるのか，また，物件を借りられるのかということに
対する不安も聞かれた。 
JTIが実施している定期借家契約による廉価な賃貸住宅の提供については，魅力的なプロ
グラムであるという評価の一方，3年単位の契約による居住の不安定性を指摘する声もあっ
た。 
中古住宅については，築年数は一定期間までは許容する一方，水周り，耐震性などの補
強などは求められる。 
以上のように，賃貸住宅，中古住宅に対するニーズは小さくはないものの，より良い条
件の物件を，子育て世帯のライフスタイルに合わせる（例：子供の中学卒業までは同一地
区内で居住したい）形で提供することが求められる。 
 
7-5 高齢者世帯，子育て世帯の住まいに対する意識 
 一般的に，住宅ストックの循環というときには，高齢者の所有している子育てを終えた
ファミリー向け住宅にこれから子育てを行う世帯が移り住むことを想定している14。 
そのため，高齢者や子育て世帯の住宅・住環境や住み替えに関するニーズ調査は数多く
行われているが，通常のアンケート調査では，回答の選択肢や紙幅に制限があり，その選
択肢を選んだ背景まで聞き出すことが困難であり，かつアンケート調査では具体的な例示
を示すことが困難なために，回答者に現住宅での継続居住以外の老後の住まい方について
明確なイメージを持たせることが困難である。その結果，「特に考えていない」や「その他」
という回答が多くなり，住み替えに関する潜在的なニーズが具体的に示されにくくなって
いる可能性もある15。 
そこで，潜在的ニーズを詳細に把握するために，様々な老後の住まい方を提示しながら
参加者と対話を行い，各人の事情に合わせて回答を引き出すことが必要であると考え，子
供の独立等により世帯構成の変化が起こり始めた「50 歳代」，65 歳の完全退職を目前に控
えた「60～65歳代（団塊世代）」，リタイア後数年を経た「70歳代」の三世代に対してグル
                                                   
14 横浜市や富山市が実施している住み替え支援制度など。 
15 平成 20 年の『住生活総合調査』において，「高齢期における住宅・住環境改善ニーズ」に関する質問を
したところ，『住み替え派』は約 1割，『継続居住派』が 2割弱，『特に考えていない』が約 7割となってい
る。 
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ープインタビューを行った16。 
 また，高齢者が所有している住宅の次の居住者になるのは高齢者の子供世代に相当する
子育て世帯であることから，子育て世帯が住み替えを行う際に重視したいことや中古住宅
への住み替えの適否，住まい方に関する親との関係等について，子育て世帯に対してもグ
ループインタビューを行った17。 
 
7-5-1 高齢者の住まい・住み替えに対する意識 
 グループインタビューの結果，多くの高齢者は現在の居住環境に対して何らかの不安や
不満を抱いており，状況を改善したいと考えていることがわかった。具体的には，現段階
では日々の生活に問題はないものの将来に向けてバリアフリー化の工事をするかどうか，
子供との関わりを重視して子供が居住する地域へ移住するかどうか，あるいは生活の利便
性の高い都心部へ移住するかどうか，などであった。 
子供の近くに移住したいという希望を抱いている参加者の場合，現居住地と子供の居住
地周辺の居住環境や利便性が類似しているのであれば，現居住地のコミュニティよりも子
供との近接性を選択する意向が強いことがわかった。また，家族との関係について述べて
いない参加者についても，買い物や娯楽，医療など生活に便利な都心部での生活を希望す
るケースが多くみられた。 
老齢期は趣味に使える自由時間が増える一方，医療や介護の助けが必要になるという前
提のもと，グループインタビュー参加者の多くからは，これまで積み上げてきたライフス
タイルを変えるよりも，現在の生活の利便性の維持・向上を求めている様子がうかがえた18。 
 
7-5-2 子育て世帯の住まい・住み替えに対する意識 
子育て世帯は，子育てを開始し，子育て世帯同士の交流が始まった時点で，他地域への
転出可能性は低くなる。特に，保護者自身が同一地域で生まれ育ち，住み替えを経験した
ことがない場合は，他地域への転出可能性はさらに低くなるものと考えられる。希望する
居住環境，予算制約，子供の成長（誕生）という条件の下で折り合いがつかず，やむを得
ず現在の住宅に住み続けている子育て世帯が多くみられた。 
持家住宅と賃貸住宅を希望する理由としては，持家派は「敷金・礼金などは看過できな
い無駄な費用である」，「持家であれば，ローンの返済が終われば，老後の居住場所を確保
できると同時に，賃料を支払う必要がない」といったことをあげ，一方，賃貸派は「持家
の維持・管理にかかる手間や費用が大きな負担となる」や「各年代のライフスタイルに応
                                                   
16 「60～65 歳代（団塊世代）」については，男性がセミリタイアの状況にあり，男女それぞれの意見が異
なる層であると考えられるため，男性，女性でグループを分けた。 
17 子育て世帯のグループインタビューは，今後の住まいの所有・住居形態希望別に，「持家（戸建）」，「持
家（マンション）」，「賃貸」の 3つのグループに分けて行った。 
18 近年，「アクティニア」と呼ばれる知的好奇心をもって自立した生活を送っている行動的な高齢者が注目
を浴びているが，今回実施したグループインタビューの参加者の中には，「アクティニア」に該当する人は
あまり見受けられなかった。 
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じて居住形態を選べる」といったことをあげている。 
JTI（一般社団法人移住・住みかえ支援機構）が実施している定期借家契約による廉価な
賃貸住宅の提供については，同契約により家賃が安くなることを評価しつつも，居住の安
定性の観点から，少なくとも子供が義務教育を終了するまでは居住を保証されることが必
要であるという意見が目立った19。 
 中古住宅については，水周り，耐震性に問題にないのであれば，築年数は 20年程度まで
は許容するという意見が多かった（表 7-6）。 
 
7-5-3  子育て世帯が高齢者の住宅ストックを活用する上での留意点 
子育てを開始し，子育て世帯同士の交流が始まった時点で，他地域への転出可能性は低
くなる可能性がある。特に，保護者自身が同一地域で生まれ育っている場合については，
他地域への転出可能性はさらに低くなるものと考えられる。他地域に転出する場合でも，
親の実家との近接性や通勤の利便性など，条件は厳しく，住宅の質や広さだけでは，これ
まで縁のなかった地域への住み替えは困難が生じると想定される。 
なお，本グループインタビューにおける参加者は，住宅の資産性に対する期待はほとん
ど抱いていなかった。持家を選択する理由は，「自分たちが望む住宅の形を実現できること
（質が高まること）」と「高齢期になっても安心して住むことのできる場所を確保できるこ
と」に集約される。このため，賃貸住宅においても，上記条件をクリアする住宅を提供で
きれば，魅力を感じる子育て世帯も多数あるものと考えられる。 
また，定期借家契約については，同契約により家賃が安くなることを歓迎しつつも，居
住の安定性の観点から，少なくとも子供が義務教育を終了するまでは居住を保証されるこ
とが必要という意見が目立った。こうした子育て世帯のニーズを契約にどのように反映し
ていくのかが課題である。 
 
                                                   
19 JTIのマイホーム借り上げ制度では，賃借人との契約期間は原則 3年の定期借家契約となっている。 
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表 7-6 高齢者世帯と子育て世帯の住宅に関する意向 
 高齢者世帯 子育て世帯 
資金状況 
住宅ローンを完済した世帯は年金
受給等により比較的余裕がある。 
住宅購入に際しての頭金を十分に確
保する必要があると考えている。 
住み替えについて
の意向 
子供との同居，近接居を除くと住み
替え意向は低い 
住み慣れた地域内（特に学校区）で
の転居を希望。 
新築・中古の選好 － 
新築を希望するものの，価格面で折
り合いがつかず，消極的理由で中古
を選択するケースが多い。 
持家・賃貸の選好 － 
将来も住み続けるかはわからない
が，当面は賃貸住宅でも問題ないと
いう考え。 
理想の住環境 
都心居住が 1つの理想だが，地方出
身者は郷里に戻るのも選択肢。 
持家希望者は周辺コミュニティを重
視。賃貸希望者は買い物等の生活環
境の利便性を重視。 
住み替え条件 自宅が一定価格で売却されること。  
住宅の広さや価格は必ずしも重要で
はなく，住み慣れた地域にとどまる
ことを最優先。 
親（子供）世帯との
同居意向 
同居を強く望むわけではないが，近
居を希望。 
親との同居を強く希望せず，近居が
理想の傾向。 
住宅資産の活用方
法 
「面倒なので売却」が主流だが，賃
貸も一定の可能性がある。 
住宅を「資産」としてはあまり考え
ていない。 
出所：山田直也，中島裕之，明野斉史「高齢者の住み替えに関する意識および住み替え実態の考察～デンマー
ク，アメリカ，日本の各種アンケート調査から～」PRI Review 46 号，国土交通政策研究所，2012 年，p.50 
 
 156 
第 8章 高齢者の住み替えプランの検討 
 
8-1 はじめに 
第 6 章では 50 歳代から 70 歳代の中高年世帯を対象として，第 7 章では子育て世帯を対
象として実施したグループインタビューの結果をみてきた。この 2 回のグループインタビ
ューや海外事例調査などから，「我が国の高齢者のライフスタイルに合わせた適切な住み替
えの促進」と「高齢者の住宅資産を活用した資金調達手法の確立」を目指す上で，以下の
点が確認された。 
まず一点目が，高齢者が自らの生きる意義を見出し，主体的に行動するための住まいを
提供する必要があるということであり，二点目が，我が国，諸外国を問わず，大多数の高
齢者は住み慣れた我が家で生涯を過ごしたいと望んでいることを考慮する必要があるとい
うこと，そして三点目が，高齢者の住宅の潜在的居住者となりうる子育て世帯のニーズに
応える賃貸住宅を提供する必要があるということである。 
以上の点を考慮して，高齢者の住み替えにニーズにあった住宅の提供の視点，高齢者の
住宅資産の有効活用に関する視点，というそれぞれの観点から 2 つのスキームの提案を行
い，それぞれのスキーム案の利用意向に関してアンケートを行った20。 
本章では，2種類のスキームの提案を行い，そのスキームに対するアンケート調査の結果
を概観し，スキームの実現に向けた課題について検討する。 
 
8-2 スキームの提案 
 最初に，「高齢者の住み替えニーズに合った住宅の提供の視点」，「高齢者の住宅資産の有
効活用に関する視点」から高齢者用コレクティブハウスと買取オプション付き定期借家契
約という 2つのスキームの提案を行った。 
 
8-2-1 高齢者用コレクティブハウス 
我が国の場合，特に男性は就労中には地域社会とのつながりが希薄であり，定年後の地
域のコミュニティへの参画が課題となっている。他方，これまでの調査により，我が国の
内外を問わず，子供や親との関係による住み替えを除き，高齢者は住み慣れた自宅での継
続居住を望む傾向が強いことが明らかになった。また，デンマークやオランダでは，住宅
としての独立性を保持しつつ，ダイニングルーム等の共用施設を持ち，住民同士でコミュ
ニケーションを積極的にとっていくコレクティブハウス（コ・ハウジング）に対する評価
が高いことも明らかになった21。このため，コレクティブハウスという新しいコミュニティ
形成型住宅への住み替えが，地域コミュニティへの参加へのきっかけになったり，老後の
                                                   
20 詳細については，酒井達彦，中島裕之，明野斉史（2012）「高齢者等の土地・住宅資産の有効活用に関す
る研究」国土交通政策研究第 104号を参照。 
21 詳細については，酒井達彦，中島裕之，明野斉史（2012）「高齢者等の土地・住宅資産の有効活用に関す
る研究」国土交通政策研究第 104号を参照。 
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生きがい増進につながると期待される。 
 
8-2-1-1 高齢者用コレクティブハウスの提案の背景 
多くの高齢者は，子供が独立した後，子供たちが使っていた部屋を持て余していたり，
庭の維持管理などが負担になっていることが既存のアンケート調査やグループインタビュ
ー等で明らかになった。また男性は，就労期間中は地域コミュニティとの関わりが薄く，
定年退職後の生きがいづくりをどのようにみつけるかが課題となっており，定年退職後も
地域社会に役立つための場を欲している者もいることがわかった。こうしたことから，高
齢者の生活スタイルに適しており，かつ社会との関わりを持てる住環境の創出が求められ
ている。 
 
8-2-1-2 高齢者用コレクティブハウスのスキームの内容 
 自室に台所，浴室，トイレなどの生活設備を有しつつ，入居者が共同利用する大規模な
台所やリビングルームなどを有するコレクティブハウスを整備する。 
入居者は独立した生活を営みつつも，共用部において各種レクリエーション活動を自主
的に展開し，入居者同士が助け合えるコミュニティの実現を目指す。 
コレクティブハウス内でのイベントや維持管理のコーディネートのみならず，入居者の選
定も，入居者により構成される協議会が責任を持って行う。（図 8-1） 
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図 8-1 コレクティブハスのイメージ 
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8-2-1-3 想定されるスキームのステークホルダー 
1）高齢者 
潜在的な居住者として，コレクティブハウスの設計段階から参加。入居後は，主に共用
部分について自主的に管理・運営を行う。 
2）コーディネーター 
設計やグループ形成のコーディネートを行う NPO等が想定される。 
3）公的機関 
オランダでは社会住宅の一環としてコレクティブハウスが提供されるケースがある。ま
た，阪神大震災後には兵庫県において公営のコレクティブハウスが提供された事例もある。
地方公共団体，住宅供給公社，UR 都市機構等が既存ストックを活用してコレクティブハウ
スを提供するということも想定される。 
 
8-2-2 買取オプション付き定期借家契約 
国内外の文献調査等から，我が国においても欧米諸国においても，高齢者は現住居への
継続居住を望む傾向が強く，介護が必要になって初めて住み替えを検討するというケース
も少なくないことがわかった。高齢者が介護や療養のためにしばらく自宅を空ける一方，
その後の自宅の取り扱いについては決めかねている場合には，定期借家契約による賃貸が
有効であると考えられる。一方，最終的には売却を想定しているものの，しばらくの間は
所有しておきたいという意向を有する者も，高齢の親を持ち，将来，その住宅資産を相続
する可能性のある層を中心に一定程度いるものと想定される。 
また，子育て世帯にとっても，将来の住宅購入を念頭に置きつつ，当該住宅の住み心地，
ならびに地域の雰囲気等を把握することを目的に，当面賃貸契約で居住することを望む層
がいるものと想定される。 
 
8-2-2-1 買取オプション付き定期借家契約の提案の背景 
1）高齢者やその家族からみた買取オプション付き定期借家契約 
多くの高齢者は，自宅に住めなくなる時期を「いつかは来るが先の話」と捉えているが，
実際の住み替え時期は，身体の自由が利かなくなる後期高齢期まで先送りされる可能性が高
い。こうしたことから，高齢者は自らの意思により住み替えをするのではなく，介護が必要
になった時点で，親族の意向により，必要に迫られて行われる可能性も高い。 
親族の立場からは，少なくとも親の存命中は親の自宅を処分しない可能性が高い。一方，
親の介護費用についてどのように資金調達するかが課題になると思われる。 
2）子育て世帯からみた買取オプション付き定期借家契約 
子育て世帯の多くは，子供が保育所や幼稚園に通うころから住み替えを検討するが，子
供の転校・転園を避けるために，地域内（学区内）で物件を探す傾向が強い。子育て世帯
の多くは持家の資産性に対するこだわりは低く，賃貸住宅でも中古住宅でも条件に合うと
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ころであれば，さほど躊躇せずに居住する。 
 
8-2-2-2 買取オプション付き定期借家契約のスキームの内容 
高齢者が所有する自宅について，耐震補強などの安全対策や各種リノベーションを実施する。
子育て世帯や独身の若者等に対し，一定期間（例えば 10年程度）の定期借家契約を締結し，
当該住宅を貸し出す。一定期間の入居後，入居者（子育て世帯や独身の若者等）が希望し
た場合，当該物件を購入することができる。入居者が購入を選択しなかった場合，所有者
は定期借家契約を再契約するか否かを決定することができる（図 8-2）。 
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図 8-2 買取オプション付き定期借家契約 
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8-3 スキームの検証 
8-3-1 高齢者用コレクティブハウスに関するアンケート調査 
8-3-1-1 実施概要 
8-2-1 で提案した高齢者用コレクティブハウスのニーズや課題を検証するために，2012
年 2 月に，「築 20 年以上の持家を所有」，「無職あるいはパート・アルバイト」，「子供と別
居」，「現在の金融資産が 1,500万円未満」という条件を満たす首都圏一都三県在住の 65歳
～74歳の男女 500人に対し，インターネットによるアンケート調査を行った。 
 
8-3-1-2 結果概要 
1）コレクティブハウスに対する印象 
コレクティブハウスに対する印象をたずねたところ，「とても魅力的である」は 2.8％，
「魅力的である」は 41.6％となり，肯定的な回答は半数弱の 44.4％になっている。一方，
「魅力的でない」は 37.6％，「まったく魅力的でない」は 18.0％となっている（図 8-3）。 
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図 8-3 コレクティブハウスに対する印象（N＝500） 
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2）コレクティブハウスに対する期待と懸念 
コレクティブハウスに対する期待と懸念をたずねたところ，期待としては，「自宅では持
てない設備等（図書室，広いダイニングルーム，工作室等）を利用できる」（とてもあては
まる 12.4％，あてはまる 54.8％）」，懸念としては，「共用スペースの維持管理にかかる負
担が心配である」（とてもあてはまる 16.4％，あてはまる 54.8％）の割合が高かった（図
8-4）。
  
 
 
図 8-４ コレクティブハウスに対する期待と懸念（N=500） 
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8-3-1-3 コレクティブハウスへの期待・懸念に関する詳細分析 
 コレクティブハウスに対する期待や不安に関し，現在居住している住宅の条件がどのよ
うに影響しているかを比較するために，住宅の種別（戸建，マンション）と立地（最寄り
駅や，最寄り駅からターミナル駅までの所要時間）をもとに，回答者を分類した（図 8-5）。 
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図 8-5 住宅立地別のグループ分け 
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グループは，都心からの距離，最寄り駅からの距離の双方が近い「グループ A」，都心か
らの距離が近くはないが，最寄り駅からは比較的近い「グループ B」，ターミナル駅から遠
く，最寄り駅からも近くない「グループ C」に分類した。 
また，各グループを「戸建」「マンション」の種別に分類し，さらに，コレクティブハウ
スの利用意向に関する設問における「肯定派」と「否定派」22に分類した。 
各グループの意向の比較方法としては，コレクティブハウスへの期待・懸念に関する設問
の回答に対し，「とてもあてはまる」：2ポイント，「ある程度あてはまる」：１ポイント，「ど
ちらでもない」：0ポイント，「あまりあてはまらない」：－1ポイント，「まったくあてはま
らない」：－2ポイントとし，各グループの総ポイントを算出し，そのポイントを各グルー
プの人数で除して，数値を算出した。そして，その数値をレーダーチャートで表示するこ
とで，各クラスターの特徴を比較することとした（図 8-6）。 
 
                                                   
22 ここでは，「是非検討したい」「状況に応じて検討したい」を『肯定派』，「あまり検討しないだろう」「ま
ったく検討しないだろう」を『否定派』として分類した。 
グループＢ 
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図 8-6 立地グループごとのコレクティブハウスに対する期待と不安 
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1）肯定派のマンション住民はコレクティブハウスへの期待が大きい 
 全体として，コレクティブハウスに対する「肯定派」の方が，そこから得られるメリッ
トに対する期待も大きい。「居住者同士の交流を通じお互いを理解し，助け合う環境が創出
される」というコミュニケーション面での期待と，「自宅では持てない設備等を利用できる」
という利便性に関する期待の間には大きな差は見られなかった。 
なお，住宅の立地別では大きな差は見られなかったが，グループＡ，Ｃのマンション居
住者の「肯定派」において，特に，コレクティブハウスから得られるメリットへの期待が
大きいことがわかった。 
2）親族や配偶者の意向は大きな要素にはならない 
各グループの「肯定派」「否定派」を問わず，「配偶者の同意が得られそうもない」「親族
の同意を得られそうもない」という意識は弱いことがわかった。すでに，配偶者や親族と
の間で，今後の生活の方針について共通認識を有していることなどが理由としては想定さ
れるが，いずれにしても，外部要因により意向が大きく左右されることがないと考えられ
る。 
 
8-3-2 買取オプション付き定期借家契約に関するアンケート調査（相続世帯） 
8-3-2-1 実施概要 
8-2-2 で提案した買取オプション付き定期借家契約のニーズや課題を検証することを目
的として，2012 年 2 月に，「自身が持家に居住」，「親とは別居」，「親が 75 歳以上」，「将来
親の住宅資産を相続する可能性がある」という条件を満たす首都圏一都三県在住の男女 500
人に対し，インターネットによるアンケート調査を行った。 
 
8-3-2-2 買取オプション付き定期借家契約に関するアンケート調査の結果概要 
1）買取オプション付き定期借家契約の利用意向について 
親が自宅を離れ，高齢者住宅や施設への入所，あるいは回答者自身や兄弟・姉妹等との
同居により，今後，自宅に戻る見込みがない場合の，親の自宅の取扱い方法について，買
取オプション付き住宅の利用可能性についてたずねたところ，「状況に応じて検討したい」
が 37.0％に上る一方，「あまり検討しないだろう」（35.4％）や「まったく検討しないだろ
う」（25.4％）の割合も高くなっている（図 8-7）。 
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2）買取オプション付き定期借家契約への期待・懸念 
「家主として，住宅の維持・管理の手間，諸費用がかかる」（とてもあてはまる 12.4％，
あてはまる 48.6％）や「親の自宅の取り扱い方法を決めていない段階で賃貸には出しにく
い」（とてもあてはまる 23.0％，あてはまる 34.4％），「他人を住まわせることに抵抗感を
感じる」（とてもあてはまる 18.0％，あてはまる 34.4％）など，懸念が目立つ結果となっ
ている（図 8-8）。
  
 
 
図 8-8 買取オプション付き定期借家契約への期待と不安(N=500) 
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8-3-2-3 買取オプション付き定期借家契約への 期待・懸念に関する詳細分析 
買取オプション付き定期借家契約に対する期待や不安に関し，相続する可能性のある住
宅の条件が，どのように影響しているかを比較するために，住宅の種別（戸建，マンショ
ン）と立地（最寄り駅や，最寄り駅からターミナル駅までの所要時間）をもとに，回答者
を分類した。立地によるグループの分類方法，住宅の種別（「戸建」，「マンション」），利用
意向（「肯定派」，「否定派」）の分類もコレクティブハウスの分類方法と同様である（図 8-5
参照）。 
比較方法としては，「買取オプション付き定期借家契約」に関する設問の回答に対し，コレ
クティブハウスの場合と同様数値を算出し23，各クラスターの特徴を比較した（図 8-9）。 
なお，チャート内の各項目とアンケートの選択肢の整合表は表 8-1のとおりである。 
 
                                                   
23 「買取オプション付き定期借家契約」に関する設問の回答に対し，「とてもあてはまる」：2 ポイント，
「ある程度あてはまる」：1 ポイント，「どちらでもない」：0 ポイント，「あまりあてはまらない」：－1 ポ
イント，「まったくあてはまらない」：－2 ポイントとし，各グループの総ポイントを算出し，そのポイン
トを各グループの人数で除して，数値を算出した。 
グループ A 
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図 8-9 立地グループごとの買取オプション付き定期借
家契約に対する期待と不安 
グループ C 
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表 8-1 レーダーチャートとアンケート選択肢の対応表 
レーダーチャート アンケート選択肢 
親の介護費用 住宅資産を活用して，親の介護費用などを
調達することができる 
売却を前提に賃料収入 売却を前提としつつ，当面は賃料収入を得
ることができる 
早い時点から賃料収入 早い時点から住宅を活用した賃料収入が得
られる 
建物の適正な維持管理が期待できる 自宅が使われ続けることにより，建物の維
持・管理が適正に行われる 
賃貸物件としての継続的な維持管理不要 期間を区切った賃貸借契約なので，継続的
に賃貸物件として維持管理する必要がない 
比較的容易に借主が見つかりそう 安い家賃であれば比較的容易に借主が見つ
かりそうである 
家主として手間，費用がかかる 家主として，自宅の維持・管理の手間，諸
費用がかかる 
他人を住まわせることに抵抗感あり 他人を住まわせることに抵抗を感じる 
親の自宅の取り扱い方法が未定 親の自宅の取り扱い方法を決めていない段
階で賃貸には出しにくい 
親族の同意が得にくい 親族の同意を得るのが困難である 
借り手が見つかるか不安 借り手が見つかるか不安 
買い取ってもらえるか不安 借り手に買い取ってもらえるか不安 
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1）住宅資産を活用した収入への期待   
利用意向の肯定派においては，「親の介護費用を調達できる」「早い時点からの賃料収入
を得られる」など，住宅資産を活用した資金調達への期待が高いことがわかった。立地特
性については，都心に近く住宅資産としての価値が比較的高いと考えられるグループ A だ
けでなく，都心からの距離が離れたグループ Cにおいても同様に高いことがわかった。 
2）建物の適切な維持管理に関しては期待・不安が交錯 
 利用意向の肯定派においては，買取オプション付き定期借家契約を活用することにより，
建物の適正な維持管理が期待できると考えていることがわかった。立地別に大きな差はな
く，たとえ他人であっても住宅を使用し続けることが，住宅の適切な維持管理に結びつく
と考えている様子がうかがえる。その一方で，肯定派では「家主として手間，費用がかか
る」という不安も抱えており，上述の住宅資産を活用した収入への期待と，物件の維持管
理にかかる費用との差額が，制度利用に影響を及ぼす可能性があると考えられる。 
3）他人に住まわせることへの抵抗感は肯定派，否定派双方にある 
他人に住まわせることへの抵抗感は肯定派，否定派ともに高い。特に，グループ B のマ
ンションの肯定派においては高くなっている。グループ B は都心からの距離が一定程度離
れた郊外に立地する住宅であり，郊外の住宅ストックの循環を促進する意味では，こうし
た抵抗感を緩和することが要になってくるものと考えられる。 
4）遠方の戸建ほど買い取ってもらえるか不安が高まる 
本提案の重要な要素である将来の買取り可能性については，全体として，肯定派の方が
不安に思っていることがわかった。戸建，マンションの別では，グループ B を除き，戸建
の方が不安感が強く，特に，都心からの距離が遠いグループ C の戸建に関しては，将来の
買取りに関する不安が高くなっている。賃借人にとって「お試し居住」ができるという点
が売りになっている本提案が，賃貸人にとっては逆に不安を高めることになっている可能
性もある。 
 
8-3-3 買取オプション付き定期借家契約に関するアンケート調査（子育て世帯） 
8-3-3-1 買取オプション付き定期借家契約に関するアンケート調査の実施概要 
8-2-2 で提案した買取オプション付き定期借家契約のニーズや課題を検証することを目
的として，2012年 2月に，「賃貸住宅に居住」，「親とは現在別居で今後も別居予定」，「世帯
収入が 500万円未満」という条件を満たす首都圏一都三県在住の 30歳代の子育て世帯の男
女 500人に対し，インターネットによるアンケート調査を行った。 
 
8-3-3-2 買取オプション付き定期借家契約に関するアンケートの調査結果 
1）買取オプション付き定期借家契約の検討意向 
「状況に応じて検討したい」が 38.0％で最も高く，「是非検討したい」の 6.8％と合わせ
ると，約 45％が肯定的な回答を示している。「あまり検討しないだろう」が 15.4％，「まっ
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たく検討しないだろう」が 10.6％となっている（図 8-10）。 
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図 8-10 買取オプション付き定期借家契約の検討意向(N=500) 
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2）買取オプション付き定期借家住宅の築年数と契約期間の許容範囲 
買取オプション付き定期借家契約の住宅の検討意向の質問に対して，「是非検討したい」
あるいは「状況に応じて検討したい」を選択した回答者に対し，この制度を利用する場合
の対象となる住宅の築年数の許容範囲をたずねたところ，「10年未満」（49.1％）と「10年
～20 年未満」（42.9％）となっており，20 年未満という回答が 90％以上を占めている（図
8-11）。 
また，契約期間については，「3 年～5 年未満は必要」（40.2％）が最も高く，「5 年～10
年未満は必要」（27.7％）が続いている（図 8-12）。 
 
 
 
  
 181 
 
 
 
 
  
 
 
図 8-11 買取オプション付き定期借家住宅の築年数の許容範囲(N=224) 
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図 8-12 買取オプション付き定期借家契約の契約期間の許容範囲(N=224) 
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3）買取オプション付き定期借家住宅への期待・懸念 
「中古住宅の買取り価格が気になる」（とてもあてはまる 23.6％，あてはまる 40.8％）
や「手ごろな賃料水準とはいえ，継続して居住できるのかが不安である」（とてもあてはま
る 20.6％，あてはまる 39.0％）の割合が高くなっている（図 8-13）。 
また，買取オプション付き定期借家契約の検討意向の，肯定派，保留派，否定派24の同制
度に対する期待，懸念の特徴についても比較した。比較方法としては，「買取オプション付
き定期借家契約」に関する設問の回答に対し，コレクティブハウスの場合と同様数値を算
出し25，各クラスターの特徴を比較した（図 8-14）。
                                                   
24 子育て世帯に対する買取オプション付き定期借家契約の検討意向に関する質問に対して，「是非検討し
たい」「状況に応じて検討した」と回答した者を『肯定派』，「どちらとも言えない」と回答した者を『保留
派』，「あまり検討しないだろう」「まったく検討しないだろう」と回答したものを『否定派』と分類した。 
25 「買取オプション付き定期借家契約」に関する設問の回答に対し，「とてもあてはまる」：2 ポイント，
「ある程度あてはまる」：1 ポイント，「どちらでもない」：0 ポイント，「あまりあてはまらない」：－1 ポ
イント，「まったくあてはまらない」：－2 ポイントとし，各グループの総ポイントを算出し，そのポイン
トを各グループの人数で除して，数値を算出した。 
  
 
 
図 8-13 買取オプション付き定期借家契約への期待と不安(N=500) 
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図 8-14 買取オプション付き定期借家契約への期待と懸念（グループ別） 
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4）継続居住の保障 
図 8-14をみると，肯定派が全ての項目に対して高い数値を示していることがわかる。た
だし，「継続居住できるのか不安」については，保留派，否定派ともに高い数値となってい
る。買取オプション付き定期借家契約は，賃借側にとって，「試験居住できる」というメリ
ットはあるものの，一定期間後に退去する可能性については言及していなかったため，こ
の点について，不安が大きかったものと考えられる。 
 
8-4 スキームの実現に向けた課題 
8-4-1 コレクティブハウス（コ・ハウジング） 
欧米と同様，本調査の対象者についても，生涯，現在の自宅に住み続けたいという回答
が過半を占めた。一方，住み替えたい気持ちはあるが現在の自宅に住み続けるだろうとい
う消極的な継続居住派も 20％以上存在し，そのうちの約 70％が，資金面が障害になってい
ることがわかった。 
コレクティブハウスについては，賛否両論があったものの，魅力的と感じる層も 40％以
上存在することがわかった。コレクティブハウスへの期待としては，自宅では持つことの
できないような設備等を共用として利用することができる点や入居者同士の共助などが挙
げられる。一方で，ここでも資金面の不安が大きくなっている。 
また，性別では，女性がコレクティブハウスに対し，期待も不安も大きいことがわかっ
た。男性と比較して，女性は現居住地において地域社会と強いつながりを形成しているこ
とが影響している可能性もある。このほか，居住地域ごとに分類した分析結果から，コレ
クティブハウスへの居住に関する期待・不安は，立地（都心からの距離や最寄り駅からの
距離）には大きく左右されないことがわかった。居住形態別では，マンション住民の「肯
定派」において，コレクティブハウスへの期待が特に大きいことがわかった。 
以上のことから，資金面やコミュニケーション面での不安を解消するための仕組みづく
りの充実とセットになった，高齢者向けの住宅の供給が望まれる。特に，女性の間で多か
った「住み慣れた場所を離れる」という不安を解消し，新しい社会の理想像を示すような
モデルケースの創出を通じ，より多くの高齢者が前向きな住み替えをすることが望まれる。 
 
8-4-2 買取オプション付き定期借家契約 
現在高齢者が所有・居住している住宅に将来居住することが考えられる 30歳代の子育て
世帯は，40％以上が検討したいと回答したことから，買取オプション付き定期借家契約に
対する一定の需要はあるものと考えられる。一方で，住宅の築年数の許容範囲を 20年未満
とする回答が 90％以上を占めており，供給される住宅には築 20年以上経過したものが相当
数存在するものと思われることから，需要と供給の間でミスマッチが起きる可能性がある。
また，買取オプションを行使する際の住宅の買取価格を懸念する回答が最も多かったこと
を踏まえれば，利用者にとって，資金面でのメリットを感じることのできるスキームとす
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ることが求められる。 
また，高齢者が施設に入所する場合などに，一時的に住宅資産の管理を任される可能性の
ある親族の意向としては，何らかの形で検討の意向を示したのは約 40％と比較的高い割合
となった。親族の懸念としては，賃貸をすることによる，住宅の維持，管理の手間，諸費
用などがあるが，こうした家主側の負担は，移住・住みかえ支援機構（以下，JTI）が実施
しているマイホーム借り上げ制度などを活用することにより軽減されるものと考えられる。
また，親の自宅の取り扱い方法を決めていないうちに賃貸に出すことへの抵抗感も強いこ
とから，買取オプションはつけずに，従来，JTIが実施しているタイプのスキームの周知を
図るという選択肢も考えられる。 
また，アンケートの詳細な分析結果からも，都心地域だけでなく，都心から離れた地域に
親の住宅がある回答者も，住宅資産を活用した資金調達に対して期待が大きいことがわか
った。このことからも，都心だけでなく，郊外でも機能するような住宅ストックの循環の
スキーム構築が求められると考えられる。 
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第 9章 高齢者の住み替え促進による CO2 排出量削減効果の検証 
 
9-1 はじめに 
第 3 章では，家庭部門の CO2 排出量削減には高齢者世帯の居住する中古住宅からの CO2
排出量削減が一つのポイントとなることが分かったが，その方法としては，建物を除却し
てから省エネ住宅への「建て替え」と除却せずに断熱性能等を高める「リフォーム」とい
う選択肢が考えられる。 
 一般的に，省エネ住宅は建設時の CO2排出量は通常の住宅よりも多くなるが，居住時（運
用時）の CO2 排出量を低く抑えることで，その住宅のライフサイクルでの CO2 排出量を削
減できることとなっている。しかしながら，人口減少だけではなく世帯数の減少も進む我
が国において，50 年後，100 年後に居住地域として魅力がなくなってしまう地域に省エネ
住宅を建設し，その住宅のライフサイクルの途中で人が住まなくなってしまうことは，全
体的にみた場合には CO2の排出量の削減に結び付かなくなる可能性が高い。 
 また，省エネ住宅は金利優遇や補助金などを加味しても，通常の住宅よりも建設コスト
が高くなってしまい，若年世代の所得が伸び悩んでいる現状では，現時点以上の普及を期
待するのは難しいと考えられる。そこで本論文では，もう一つの選択肢である「リフォー
ム」に焦点を当てて，CO2の削減効果を検証していくこととする。 
 
9-2 中古住宅市場の現状と課題 
我が国における高齢者世帯の持ち家比率は全国平均で 80％超と高く，高齢者が高齢者施
設や高齢者向け住宅に住み替えたり，あるいは死去したりした場合，その住宅は子供が居
住しない限り，中古住宅として売買又は賃貸されるか，空家のまま保有されるか，あるい
は除却されて更地として売買される。 
高齢化が進行し，高齢者世帯が増加している中，中古住宅や更地の流通量は増加してい
ると思われるが，特に戸建住宅に限ると，ストック量に比べ目立って増加していることを
統計データ等で確認することはできない。 
中古住宅の流通を阻害している要因として，築 20年で一律減価する建物評価方法や情報
の非対称性の問題，リフォーム市場の未熟さなどが指摘されており，そうした課題を踏ま
えて既に流通促進に向けた諸政策が打ち出されている。 
 
9-2-1 人口減少・高齢化 
我が国の総人口は 2010年をピークに減少局面に入っており，国立社会保障・人口問題研
究所の「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）」の中位推計によると，総人口は 2030
年の 1億 1,662万人を経て，2048年には 9,913万人まで減少すると見込まれている（図 9-1）。
また，生産年齢人口（15～64歳の人口）が 2010年の 63.8％から減少を続け，2017年に 60％
台を割るのに対し，高齢人口（65歳以上の人口）は，2010年の 2,948万人から，団塊の世
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代および第二次ベビーブーム世代が高齢人口に入った後の 2042年に 3,878万人となりピー
クを迎えることとなる。そのため，高齢化率は 2010 年の 23.0％から，2013 年には 25.1％
と上昇し，4人に 1人が高齢者という社会になっている。高齢化率は今後も上昇していき，
2060年には 39.9％となり，実に 5人に 2人が 65歳以上になることが見込まれている。
  
  
 
 
図 9-1 年代別人口の推移 
資料：実計値：総務省「国勢調査」（長期時系列） 
推計値：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24 年１月推計） 
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9-2-2 世帯構成の変化 
国土交通省の「国土の長期展望（平成 23年 2月）」によると，世帯類型別の割合は，1980
年時点では，「夫婦と子」から成る世帯が 42.1％と最も多く，次いで「単独」世帯が 19.8％，
「夫婦のみ」世帯が 12.5％となっていた。2005 年になると，「単独」世帯が 29.5％まで増
加し，「夫婦と子」から成る世帯の 29.9％とほぼ同じ割合を占めるようになった。2025 年
には，「単独」世帯が 36.0％，「夫婦と子」から成る世帯が 23.1％となり，「単独」世帯が
「夫婦と子」から成る世帯の 1.5倍にもなると推計されている。また，2050 年には「単独」
世帯が総世帯の 42.5％を占めるようになるとの推計結果が出ている（図 9-2）。 
 総人口は 2010年に 1億 2,805万人となりピークを迎えたが，総世帯数は少し遅れて 2015
年に 5,060万世帯となりピークを迎えると推計されている。 
 世帯構成の変化に関して，国立社会保障・人口問題研究所の「日本の世帯数の将来推計
（平成 25 年 1 月推計）」をみると，単身世帯が急激に増えていることがわかる（図 9-3）。
1980年に約 710万世帯であったのが，2010年には 1,678万世帯となり，30年間で 2倍以上
に増加している。単身世帯の増加率は逓減していくものの，2030年には 2010 年時点よりも
約 200万世帯増加し，1,871万世帯に達すると推計されている。 
 一方，戦後の標準的な世帯構成とされてきた夫婦と子供から成る世帯は，1985年に 1,518
万世帯のピークに達した後，緩やかな減少傾向に入り，2010年には約 40万世帯減の 1,474
万世帯となっている。20年後の 2030年にはさらに 240万世帯減少し，1,234 万世帯にまで
減少すると推計されている。 
2006 年には，単身世帯総数が夫婦と子供から成る世帯の総数を上回り，今後，両者の差
は拡大していく傾向にある。また，夫婦のみの世帯は，1980 年以降，単身世帯と同様に増
加傾向にあったが，2000年以降，増加率は低下し，2020年にピークを迎えた後，緩やかに
減少していくと推計されている。 
 
9-2-3 住宅ストックと世帯数の推移 
 次に，総務省の「平成 20年住宅・土地統計調査」より住宅ストックと世帯数の推移をみ
ると，戦後しばらくは世帯数が住宅数を上回るという住宅不足の時代が続いたが，1968 年
に住宅ストック数が世帯数を上回り，統計上，日本における住宅不足は解消された（図 9-4）。 
 その後，住宅数が世帯数を上回る状況は続き，空家数が徐々に増加していき，2008 年時
点では，居住者のいない住宅は 799万戸となり，そのうち空家は 757万戸で空家率は 13.1％
となっている。 
 その 757万戸の空家の内訳を見てみると，賃貸用が 413万戸，売却用が 35万戸，別荘な
どの二次的住宅が 41万戸となっており，これらは市場で流通している住宅もしくは何らか
の形で利用されている住宅とすることができる。一方で，長期不在・壊し予定という市場
で流通していない住宅は 268 万戸となり，割合にして空家の約 35％が市場で流通していな
い計算になる。もちろん，この中には老朽化が進み居住の用を満たせない住宅も多く存在
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しているが，除却されずに放置されているという点では，宅地として整備された土地を有
効に活用していないとみなすこともできる。 
 
9-2-4 住宅ストックの現況 
9-2-3の「住宅ストックと世帯数の推移」では，近年，空家が増えてきていることを確認
したが，ここでは，現在，人が住んでいる住宅の性能についてみていく。総務省の「住宅・
土地統計調査」より，人が居住している住宅約 5,000 万戸の耐震性をみると，現行の耐震
基準が導入されたのは 1981年なので，1982年以降に建築された住宅は，基本的に耐震性が
あるものとみなすことができる（図 9-5）。1981年以前に建てられた住宅に関しては，各種
データからの推計に頼らざるを得ないが，「社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第 35回）
資料（2012年 3月 2日）」等によると，2008年時点では，1981年以前に建てられた住宅 1,700
万戸のうち，650万戸については耐震性があるが，1,050万戸については耐震性がないと推
計している。この結果，2008年時点での耐震化率は約 79％になっている。 
 同様に断熱性能についてみると，断熱性能の基準は「エネルギー使用の合理化に関する
法律」に定められており，直近では 2013 年 5 月（法律第 49 号，最終改正 2013 年 5 月 31
日法律第 25 号）に改正されている26。改正前までは，同法はあくまでも努力目標にすぎな
かったが，本改正では 2020年までに新築住宅の省エネ義務化を視野に入れている。 
 「社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第 35 回）資料（同）」等によると，一番レベル
の低い「無断熱」に属する住宅ストックはまだ 4 割近く残っており，これらの住宅の築年
数は相当長期間を経過しているものと想定され，耐震性と併せて考えると，かなりの数の
住宅が現状のままでは市場で流通させるのに相応しくない状態にあると言える（図 9-2）。 
  
                                                   
26 第二次オイルショックが起こった 1984 年にエネルギーの無駄づかいを減らして石油依存度を下げるた
めに、「省エネ基準」が施行された。その後、1992年の改正で「新省エネ基準」、1999年の改正で「次世代
省エネ基準」となり、今回 13年ぶりに改正された。今回の改正では、従来の延床面積を基準とした断熱性
能を指標から一歩進んで、外皮表面積を基準とした断熱性能を指標に変更すると同時に、換気等による熱
損失は建物から逃げる熱総量から取り除いている。なお、1984 年の「省エネ基準」の導入以前の住宅は、
基準がなかったということで、「無断熱」として分類されている。 
 193 
 
図 9-2 住宅ストック約 5,000 万戸の断熱性能 
資料：統計データ、事業者アンケート等により推計（2012 年） 
出所：社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第 35 回）資料より作成 
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9-2-5 空家の増加とその内訳 
 次に空家の発生の推移をその種別ごとにみていく。 
 空家の総数は，図 9-3 から分かるように，1988 年の約 400 万戸から，20 年後の 2008 年
には約 800 万戸弱とほぼ 2 倍に増えている。種類別の増加傾向を見ると，賃貸用又は売却
用の空家は，1978年から 1988年にかけて 1.49倍，1988年から 1998年にかけて 1.50倍と
増えていったが，1998 年から 2008 年にかけては 1.27 倍と，増加率は減少傾向にある。一
方，その他の住宅は 1978年から 1988年にかけて 1.34倍，1988年から 1998年にかけて 1.39
倍，1998 年から 2008 年にかけては 1.47 倍と増加率は上昇しており，このことから流通市
場に出ることなく所有者が空家のまま放置している中古住宅が増加してきていることがわ
かる。 
また，直近の空家の種別内訳を見ると，「賃貸用の住宅」が 54.5％，「売却用の住宅」が
4.6％，別荘などの「二次的住宅」が 5.4％，「その他の住宅」が 35.4％となっている（図
9-4）。 
 また，「その他の住宅」（約 268 万戸）は中古住宅市場に出てこない住宅であるが，その
割合は空家総数の 3分の 1強を占めている。そのうち「一戸建（木造）」と「一戸建（非木
造）」が約 180万戸で，「その他の住宅」の 3分の 2強を占めている。この 180 万戸のうち，
市場で流通可能なものは流通させ，流通させるのが困難なものについては，空家のまま放
置せずに除却する方向で働きかけていくことが必要となってくる。 
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図 9-3 空家の種類別の推移 
資料：総務省「平成 20 年住宅・土地統計調査」 
出所：社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第 35 回）資料より作成 
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図 9-4 空家の種類別内訳 
資料：総務省「平成 20 年住宅・土地統計調査」 
出所：社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第 35 回）資料より作成 
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9-2-6 既存住宅を取り巻く状況の変化 
 次に，国土交通省「平成 15 年度住宅需要実態調査」と「平成 20 年度住生活総合調査」
より，住宅購入者の新築住宅，中古住宅に対する意識をみていく。 
「新築する」（新築住宅を建てる）と「新築住宅」（建て売りの新築住宅を購入する）を
希望する人は合わせると半数近くに上るが，その割合は 2003 年の 57.3％から，2008 年に
は 49.6％へと減少傾向にある。一方，「中古住宅」（中古住宅を購入する）は，2003年の 7.9％
から 2008年には 9.3％と若干増加している。大きく増加したのは，「まだ決めていない」で
あり，2003年の 21.5％から 2008年の 38.4％となっている（図 9-5）。 
 「新築」と「新築住宅」の希望者が減少し，「中古住宅」と「まだ決めていない」人が増
加した理由としては，住宅購入者となる若年層の収入が伸び悩んでいること，さらには住
宅ローンを組んでも着実に返済していけるという将来的な見通しが立たないことなどによ
り，新築を希望しているが予算制約が厳しく，新築を断念するか，新築か中古かで悩んで
いる人が増えていることが影響しているとが考えられる。 
また，既存住宅を建築時期別にみると，1981 年以降に建築され，現行耐震基準を満たし
ている物件が増えてきている（全体の約 6 割）ことから，中古住宅として供給される中古
住宅も今後は耐震基準を満たした住宅が増加していくことが予想される（図 9-6）。 
 
  
 
図 9-5 消費者住宅購入意識調査（平成 15 年・平成 20 年比較） 
資料：国土交通省「平成 15 年度住宅需要実態調査」、「平成 20 年度住生活総合調査」 より作成 
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図 9-6 建築の時期別住宅数（全国） 
資料：総務省「平成 20 年住宅・土地統計調査」 より作成 
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9-3 住宅の断熱改修による CO2排出量削減の検証 
9-3-1 断熱改修による CO2排出量削減効果 
住宅のライフサイクルを 30年とし，その間の住宅 1棟当たりの CO2排出量をみると，居
住時の排出量が 69.8％で最も多くなっており，次いで原材料からの排出量が 14.5％，工場
生産からが 4.1％となっている。次に，居住段階での CO2排出量の内訳を見てみると，動力
他（照明等）からの排出量が 38.9％で最も多く，次いで給湯からが 29.7％，暖房からが 23.6％
となっている（図 9-7）。 
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図 9-7 住宅 1 棟あたりの 30 年間のライフサイクル CO2 排出量 
出所：積水ハウスホームページより 
(httpp://www.sekisuihouse.jp/sustainable/2009/environment/energy/01.html) 
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また，住宅から失われる熱量を旧省エネ基準である 1980年代の住宅と次世代省エネ基準
を満たすようにリフォームを実施した場合とを比較すると，旧省エネ基準では，全体から
失われる熱量は 723W/Kで，壁からが 250 W/K（全体の 34.6％），窓からが 238 W/K （全体
の 32.9％）となる。以下，すきま風や換気によるものが 102W/K，床からが 71W/K，天井か
らが 62 W/K となっている。その住宅を次世代省エネ基準を満たすようにリフォームすると，
全体から失われる熱量は 312 W/Kとなり 412W/K（－57％）が削減される。壁から失われる
熱量は 59 W/K（－76％）となり，窓からは 151 W/K（－37％）となる。以下，すきま風や
換気からが 58W/K，床からが 26 W/K，天井からが 18 W/Kとなっている（図 9-8）。 
次に，旧省エネ基準の住宅を次世代省エネ基準を満たすようなリフォームをした場合の
暖房使用時のエネルギー消費量を計算する。図 9-2 のケースで計算すると，旧省エネ基準
の住宅の Q値（熱損失係数）は 5.38W/㎡であり，リフォーム後の Q値は 2.32 W/㎡となる27。
外気温を 5℃で室温を 18℃に保つとすると，旧省エネ基準の住宅の場合，必要な総熱エネ
ルギーは約 9,407W/hとなる28。ここから生活熱（約 500 W/h）と窓からの日射熱（約 1,000 
W/h）を引いた 7,907 W/hが室温を 18℃に保つために必要な暖房熱ということになる。同様
に，次世代省エネ基準を満たすようなリフォームを行った場合に必要な暖房熱を計算する
と 2,557 W/h となる。つまり，リフォームにより暖房熱を約 68％分に相当する 5,400 W/h
を削減できたことなる（図 9-9）。 
 
 
  
                                                   
27 Q値は総熱損失量／床面積で求められる。 
28 温度を一定に保つために必要な総エネルギーは熱損失係数×床面積×室内外温度差で求められる。 
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1980 年代の住宅 
（旧省エネルギーⅣ地域基準） 
 
 
断熱リフォーム後の住宅 
（次世代省エネルギーⅣ地域基準） 
 
 
図 9-8 住宅から失われる熱量の比較 
出所：積水ハウスホームページより作成 
（http://www.sekisuihouse.co.jp/sustainable/2009/environment/energy/01.html） 
 
 204 
図 9-9 暖房使用時のエネルギー消費量（概念図） 
必要な暖房熱量の全体 
生活熱 窓からの日射熱 電気や灯油による暖房熱 
住宅の熱損失係数×床面積×室内外温度差 
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 しかしながら，この数値は暖房使用時のある一時点での消費エネルギーにすぎず，外気
温の変化により暖房使用時間が変化するため，単純に使用時間を掛けて年間の暖房使用時
の消費エネルギーを算出することはできない。そこで，伊香賀（2005）が作成した年間暖
冷房負荷の重回帰式とシミュレーション条件を利用して，東京地域における年間の暖房使
用時の消費エネルギーを算出することとする。 
 
年間暖冷房負荷の重回帰式 
 
 
 
 
 
 
 
東京地域の各係数は以下のとおりである。係数 0＝‐99,964.6，係数 1＝12.5583，係数 2
＝119.8156，係数 3＝4,126.2，係数 4＝2,880.6，係数 5＝539.2169。変数 A，Eについては，
伊香賀のシミュレーション条件（変数 A＝1592，変数 E＝16h）を使い，変数 Bは 134.5㎡，
変数 C は 5.38（旧基準）と 2.32（次世代），変数 D は 18℃とした。その結果，旧基準の住
宅の暖房によるエネルギー消費は 18,820.64MJ，次世代基準の住宅は 6,194.466MJ となり，
リフォームにより約 67％に相当する 12,626.174MJ（CO2 換算で 1,368.9kg）の削減効果が
あった29。なお，冷房によるエネルギー消費は，旧省エネ基準の住宅で 6,823.924MJ，次世
代省エネ基準の住宅で 6,358.517MJとなり，その削減効果は CO2換算 49.5kgとなり，暖房
の場合ほどの削減効果はみられなかった30。 
 リフォームによる冷暖房のエネルギー消費削減量は 13,091.581MJ となり，CO2 換算する
と1,418.4kgのCO2排出量削減となる。これは，家庭からのCO2排出量（世帯当たり3,208kg）
31の 44.2％に相当し，世帯ベースでみるとかなりのボリュームといえる。 
我が国の住宅ストックは現在，約 5,700 万戸あるが，そのうち耐震改修が基本的に不要
である新耐震基準を満たし，かつリフォームにより消費エネルギーに大きな改善が見込ま
れる旧省エネ基準の持家戸建は約 510万戸である（図 9-10）。 
                                                   
29 12,626.174MJ×0.2778（単位換算係数）×0.39（二酸化炭素換算係数）=1,368.9kg 
30 465.425MJ×0.2778（単位換算係数）×0.39（二酸化炭素換算係数）=49.5kg 
31 2010年の数値。自家用乗用車，一般廃棄物，水道からの CO2排出量は除いている。 
                     変数Ａ          変数Ｂ          変数Ｃ           
年間負 ＝係数 0＋係数 1× デグリデー＋係数 2×床面積＋係数 3× 熱損失係数 
［MJ/世帯］              ［度日/年］         ［㎡］         ［W/㎡ K］  
     変数Ｄ         変数Ｅ 
＋係数 4× 室温＋係数 5×空調運転時間 
                                                      ［℃］            ［h/日］  
年間負荷
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図 9-10 持家戸建の築年別ストック数 
出所：総務省「住宅・土地統計調査報告」より作成 
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 この 510 万戸の戸建持家を順次，建て替えないしリフォームにより更新していくことが
できれば，CO2の排出量削減に大きなインパクトを与えられるものと思われる。しかし，こ
の築 20～30 年の住宅の居住者の大半は子育てを終えた中高年世代であると考えられるが，
その中高年世代の多くは，「住生活総合調査（平成 20年）」などの既往調査によると，老後
も自宅に住み続けることを希望している。その一方で，住み続けると回答した中高年者の
多くは老後に備えて自宅をリフォームする具体的な予定はないとも回答している。このこ
とは，設備等が老朽化しているものの，子育てに適した広めの住宅に高齢者夫婦のみで，
今後数十年間暮らすことを意味している。その一方で，現在，子育てを行っている世代の
多くは狭い住宅で子育てをしているという住宅ニーズのミスマッチが存在している32。 
 子育てを終えた中高年者が，ファミリー向け住宅から長期化する老後の生活を見据えて
バリアフリーな高齢者向けに住み替え，その空いたファミリー向け住宅でこれから子育て
を行う世帯が暮らすことにより，住宅ニーズのミスマッチが解消されるだけでなく，子育
て世帯が行う断熱改修などのリフォーム工事を行うことにより，CO2排出削減の効果も期待
できる。 
 
9-3-2 断熱改修実施の経済的インセンティブ 
 先にみたように，断熱改修を実施することにより断熱効果が上がり，その結果，冷暖房
にかかるエネルギーを年間で約 1,341.4kw（電力換算）を節約することができる33。これは
電気料金に換算すると約 30,000円になる。村上（2010）によると，旧省エネ基準から次世
代省エネ基準に性能向上するための追加費用は，新築の場合は約 100 万円，リフォームの
場合は約 220 万円となる。この断熱改修の費用を光熱費削減だけで回収しようとすると，
新築の場合だと約 33年，リフォームだと約 73年かかることになる。 
 このため，光熱費削減という省エネの便益だけで考えると断熱改修は採算に合わないも
のとなるが，村上（2010）では健康性向上や快適性向上，メンテナンス費用削減などの省
エネ以外の便益も考慮する必要があり，その中でも健康性向上の便益は貨幣価値に換算す
ると 9,400 円になると試算している。この省エネ以外の便益も含めて，追加費用の回収に
かかる期間を計算し直すと，新築の場合は約 25 年，リフォームは約 55 年となる。ちなみ
に，子育て世帯の場合，次世代省エネ基準を達成するための追加的費用は，新築の場合の
費用とリフォーム場合の費用の差額である 120万円となるので，約 30年で投資資金を回収
することができる。 
 このことから，高齢者世帯は経済的インセンティブで考えると，投資資金の改修に時間
がかかりすぎるために，断熱改修を行うインセンティブは働かない。一方，新築（建て替
                                                   
32 『住宅・土地統計調査（平成 20 年）』によると，4 人以上世帯の持家住宅の 29％（275 万世帯）が 100
㎡以下の家で生活しているに対し，65歳以上の単身および夫婦の持家住宅の 57％（392 万世帯）が 100㎡
以上の家で生活をしている。 
33 13091.581MJ（12626.174MJ（暖房時の削減量）+465.407MJ（冷房時の削減量））÷9.76（単位発熱量）＝
1341.4kW 
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え）に関しては，そもそも本体工事の費用が別途 1,000 万円近くかかるので，老後のため
に新たに新築住宅を建設する高齢者は少ない。一方，子育て世帯については，住宅取得を
考えた場合，新築住宅を購入するよりも中古住宅を購入してリフォームする方が割安であ
ることから，立地や広さが子育て世帯のニーズに合えば，給与所得が伸び悩んでいること
なども影響して，中古住宅の購入を選択する潜在的需要は大きいと考えられる。 
 
9-4 設備機器の更新による CO2排出削減効果の検証 
また，リフォームによる CO2 排出削減は断熱改修によるエネルギー使用量の削減による
ものだけではなく，各種設備機器の更新によるものもある。とりわけ，給湯と動力他（照
明など）は家庭における CO2 排出量の 7 割弱を占めていることから，給湯設備を省エネル
ギー・高効率タイプのものに更新したり，照明設備を LED に交換することは相当の効果が
あると考えられる。 
 図 9-11，図 9-12，図 9-13は，「平成 21年全国消費実態調査」において省エネ耐久財の
普及率に関する調査をしたものであるが，省エネルギー・高効率タイプ給湯設備に関して
は，年齢の高い層よりも子育て世帯層（30～39歳）が，世帯人員は少ないよりも多いほう
が，そして延べ床面積との関係では狭い住宅よりも広い住宅で普及率が高くなっている。 
 これは言い換えると，子育てを終えた中高年が住んでいるファミリー向け住宅に，現在
子育てを行っている世帯が移り住むことによって省エネルギー・高効率タイプ給湯設備の
普及がより一層進むと考えることができる。 
また，動力他に関しては，照明器具の他にエアコン，冷蔵庫等の買い替えによる効果も
期待できる。以下，チーム・マイナス 6％の「私のチャレンジ宣言 温暖化防止メニューと
CO2削減量」の中から，リフォームを実施した際に関連する項目を選び，その CO2削減量を
計算することとする。 
 まず，照明器具についてであるが，白熱電球（消費電力 54W）から LED 電球（消費電力
6W）に交換すると，１箇所あたり年間 35.6kg の CO2 排出量削減となる34。各家庭により照
明器具の設置箇所，点灯時間，および元の電球の消費電力数が異なるため正確な数値を出
すことはできないが，2 箇所分と想定すると，１軒あたりの CO2 削減量は年間 71.2kg とな
る。 
 次に，古いエアコンを省エネタイプに買い替えた場合，1 台当たり年間 97kg の CO2 排出
量削減となる。一戸当たりのエアコン設置台数は約 2.6 台なので，一戸当たりの CO2 削減
量は 252.4kgとなる。 
 古い冷蔵庫を省エネタイプに買い替えた場合，1台当たり年間 123kgの CO2 排出量削減と
なる。一戸当たりの冷蔵庫の設置台数は約 1.3台なので，一戸当たりの CO2削減量は 159.9kg
となる。 
 給湯器を高効率給湯器（CO2冷媒ヒートポンプ型）に買い替えるとすると，1台当たり年
                                                   
34 年間点灯時間を 2,000時間（1日当たり約 5.5時間）で計算した。 
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間 565kg の CO2 排出量削減となる。給湯器の設置台数は一戸当たり 1 台が一般的であるの
で一戸当たりの CO2削減量は 565kgとなる。 
この結果，設備機器の更新のみによる CO2 排出削減量は 1,048.5kg となり，これは家庭
からの CO2排出量（世帯当たり 3,208kg）の 32.8％に相当する（表 9-1）。 
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図 9-11 世帯主の年齢階級別省エネ耐久財の普及率（二人以上の世帯）―平成 21 年― 
出所：平成 21 年全国消費実態調査より作成 
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図 9-12 世帯人員別省エネ耐久財の普及率（二人以上の世帯）―平成 21 年― 
出所：出所：平成 21 年全国消費実態調査より作成 
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図 9-13 延べ床面積別省エネ耐久財の普及率（二人―平成 21年―） 
出所：平成 21 年全国消費実態調査より作成 
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表 9-1 設備機器の更新による CO2 削減効果 
 1 台あたりの削減量 台数・箇所 合計 
照明器具 
（白熱電球から LDE 電球へ） 
35.6kg 2 箇所 71.2kg 
エアコン 
（省エネタイプ） 
97kg 2.6 台 252.4kg 
冷蔵庫 
（省エネタイプ） 
123kg 1.3 台 159.9kg 
給湯機 
（CO2 冷媒ヒートポンプ型） 
565kg 1 台 565kg 
 
 合計 1,048.5kg 
 
出所：チーム・マイナス 6％「私のチャレンジ宣言 温暖化防止メニューと CO2削減量」 
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9-5 高齢者の住み替えによる CO2削減効果の検証 
 以上，リフォームを実施した場合に見込まれる CO2 排出量削減の合計は，断熱改修によ
り削減される CO2排出量（1,418.4kg）と設備機器等の更新によって見込まれる CO2排出量
（1,048.5kg）を合計した 2,466.9kgであり，これは一家庭当たりの CO2排出量（3,208kg）
と比較すると，実に 76.9％分に相当する削減効果となる。 
 また，家庭部門全体の CO2 排出量と比較を行うと以下のような次のような結果になっ
た。築 20～30年の戸建住宅における中高年者世帯の保有率を 80％と仮定すると，高齢者世
帯の住み替え率は「住生活総合調査」では 6.5％となっているので，約 26.5 万戸の中古住
宅が市場に出回ることとなる。築 20～30年の中古住宅の成約率は 20％程度35なので，築 20
～30年の中古住宅の流通量は年間に 5万戸ということになり36，旧省エネ基準の住宅を次世
代省エネ基準の住宅にリフォームした際の CO2 削減量は 2,466.9kg であるので，年間 5 万
戸のリフォームが行われた場合の CO2の総削減量は 123,345トンとなる。これを 2010年の
家庭部門の CO2 排出量（1 億 7,164.8 万トン）と比較すると 0.72％分となり，決して大き
な割合ではないが，施策等により築 20～30年の戸建住宅を中心とした中古住宅の流通量を
現在の 3倍にまで増やすことができれば37，築 20～30年の中古住宅の流通量が年間 15万戸
となり，家庭部門のエネルギー消費から生じる CO2 排出量の 2.16％に相当する CO2 排出量
を削減できることとなる。 
 今回の試算では，高齢者世帯と子育て世帯の住宅ニーズのミスマッチの解消を図るため
に住み替えを行った際の CO2 排出量の削減効果の検証を行ったわけだが，家庭部門全体で
みた場合は必ずしもインパクトのある数値とはならなかったが，増加傾向にある家庭部門
からの CO2排出量に歯止めをかける効果はある。 
また，一家庭当たりの CO2 排出量と比較した場合には，実に 75％近くの CO2 排出量を削
減できることとなり，高齢者が長期化する老後をより快適に過ごすために住み替えを行う
ことが，自分自身のためだけではなく，子育て世帯により良質なファミリー向け住宅を提
供すると同時に，CO2 排出量の大幅な削減に寄与できるということがわかった。 
今後は，高齢者向け良質な住宅を廉価で長期にわったて供給できるようなシステムを構
築するととともに，子育て世帯が中古住宅を購入し，さらにはしっかりとリフォームまで
行えるような補助金の給付，もしくは低利な中古住宅ローンを提供できるようにしていく
必要もある。 
                                                   
35 東日本流通機構（東日本レインズ）の公表資料より。 
36 『住宅・土地統計調査』によると，過去 10 年の中古住宅の売買件数は年間 15～18 万戸程度の間で推移
してきている。そのうち，戸建住宅の割合は 4割程度であるので，中古の戸建住宅は年間 6～7万戸程度流
通していることとなる。 
37 平成 20年における既存住宅流通シェアは 13.5％を 40％までに増やすことを想定。 
 215 
第 10章 結論 
 
 第 2 章から第 9 章までにわたり，高齢者世帯と子育て世帯間で住宅ストックの循環，す
なわち中古住宅の流通を促進させることにより，家庭部門からの CO2 排出量をどれだけ削
減できるかの検証を行ってきた。 
 第 2 章では，京都議定書の CO2 排出削減目標を達成すべく各主体が努力してきた中で，
産業部門が着実に CO2 排出量を減らす一方で，家庭部門は増加傾向にあり，より一層の削
減努力が必要であることを明らかにした。 
 第 3 章では，家庭部門のエネルギー消費量増加に高齢者世帯の増加が大きく寄与してい
ること，高齢者世帯の既築戸建居住の増加がエネルギー消費量の大半を占めていること，
それゆえ高齢者世帯の居住する既築戸建の CO2 排出量の削減が一つのポイントとなること
を明らかにした。 
 第 4 章では，高齢者世帯の居住する既築戸建からの CO2 排出量削減に向けて，高齢者の
住宅に対するニーズと生活実態を明らかにするため，各種統計資料の分析を行うとともに，
不足する高齢期の生活資金を補うため，住宅の売却，住宅の賃貸化，リバースモーゲージ
を利用した場合のシミュレーションを行った。その結果，住宅の売却よりも住宅を賃貸し，
住み替えることが経済的には良いことがわかった。リバースモーゲージは，利用者の年齢
がより高齢で，かつ住宅の資産価値がある程度ある場合には有効であることがわかった。 
 第 5 章では，高齢者の住み替えに対する意識と住み替えの実態について，デンマーク，
アメリカ，日本の 3 か国の比較を行った。その結果，各国の高齢者とも自宅での継続居住
意向が強く，高齢期での住み替えを望んでいないことがわかった。しかしながら，そうし
た継続居住意向が強いにもかかわらず，快適な老後を過ごすべくバリアフリー化などのリ
フォームを実際に行った高齢者世帯が少ないことも 3 か国で共通であった。こうしたこと
から，住み替えを促すのであれば，子育て終了時期あるいは勤労者の退職の前後が適して
いることがわかった。この子育て終了時期あるいは退職の前後は，住宅購入後 20年から 30
年経った時期であり，この築年数は中古住宅の購入層である若年世代が許容する築年数で
もある。 
 第 6 章では，高齢者の住宅や老後の生活資金に関する意識を具体的に把握するため行っ
たグループインタビューの結果をまとめた。その結果，50 歳代はまだ住宅ローンを抱えて
おり，老後の生活資金について検討する余裕がないこと，60 歳代前半の退職を間際に控え
た世代は，親の介護や子供の住宅事情が，自分自身の住環境改善の選択肢の制約条件とな
っていること，70 歳代は，住宅のリフォームやバリアフリー化などの必要性を認識してい
るが，貯蓄は介護が必要になった時のために取っておきたいと考えていること，などがわ
かった。 
 第 7 章では，子育て世帯の新築住宅と中古住宅，持家と賃貸に対する意識を具体的に把
握するため行ったグループインタビューの結果をまとめた。その結果，持家に対する資産
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性を期待していない点，子供が義務教育を終えるまでの間は同一学区内で居住したいこと
などが共通した意識であった。持家と賃貸に関しては，持家派は「家賃が無駄である」，「老
後も住居を確保できる」といったことを重視しており，一方で賃貸派は「住宅の維持・管
理が面倒である」，「ライフステージに応じて居住形態を選べる」といったことを重視して
いることがわかった。 
 第 8章では，「高齢者用コレクティブハウス」と「買取オプション付き定期借家契約」と
いう高齢者の住み替えプランを提案し，それぞれについて利用意向を調査した。高齢者用
コレクティブハウスに関しては，4割強の人が魅力的であると回答しており，とくに「自宅
では持てない設備等を利用できる」ことへの期待感が強いことがわかった。買取オプショ
ン付き定期借家契約については，親から中古住宅を相続するであろう人とその中古住宅を
購入するであろう人の両者に対してアンケートを行った。利用意向のある回答は，双方と
も 4 割前後であり，ある一定のニーズがあることがわかった。相続するであろう側の最大
の懸念は「家主として，住宅の維持・管理，諸費用が掛かること」であり，購入する側の
最大の懸念は「中古住宅の買取価格」であることがわかった。 
 第 9 章では，高齢者世帯がファミリー向け住宅を中古住宅として市場に供給し，その中
古住宅を子育て世帯が購入し，断熱改修と各種設備機器の更新を行った場合の CO2 削減効
果について資産を行った。その結果，断熱改修と各種設備機器の更新により，1 戸あたり
2,500kg弱の CO2排出量を削減できることがわかった。この数値は，一家庭当たりの CO2排
出量と比較した場合には，実に 75％近くの CO2 排出量を削減できることとなり，高齢者が
長期化する老後をより快適に過ごすために住み替えを行うことが，自分自身のためだけで
はなく，子育て世帯により良質なファミリー向け住宅を提供すると同時に，CO2排出量の大
幅な削減に寄与できるということがわかった。 
 また，高齢者世帯と子育て世帯の間で，住宅ストックの循環が行われるということは，
高齢者世帯が老後の生活資金を新たに調達できるということであり，要介護になった時の
ために残してある貯蓄を減らすことなく，長期化する老齢期をより充実したものにするこ
とが可能となる。また，親世代のように所得が毎年増えていくということを期待するのに
は無理がある子育て世帯にとっては，より手ごろな価格で住宅を持つことが可能となり，
削減できた住居コスト分を他の消費に回すことが可能となる。 
 この結果，高齢者世帯，子育て世帯で新たな消費需要が生まれ，回復軌道に乗りつつあ
る日本経済の着実な成長に寄与するであろう。  
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